
自殺総合対策大綱に基づく施策の実施状況について

自殺総合対策大綱の項目 担当省庁
令和５年度の主な取組状況

【令和５年度予算額】
これまでの取組の成果の評価

これまでの取組の実績値

【目標値】

今後の課題と令和６年度の実施予定

【令和６年度予算額】

○地域自殺実態プロファイル更新等による最新情報の提供、政策

パッケージ等の活用など、地域レベルでの実践的な取組の推進

○全都道府県・市区町村に対し、自治体毎の地域自殺

実態プロファイル（更新版）を毎年提供

○地域自殺実態プロファイル提供先：全都道府県・市

区町村（年1回）

○実態分析に利用していると回答した計画策定実施市

区町村の割合（H30：88.2%）

○地域自殺実態プロファイル更新等による最新情報の提供、政策

パッケージ等の活用など、引き続き、地域レベルでの実践的な取組

を推進する予定

○地域自殺対策計画策定及び進捗管理支援のため、国及び一般社団

法人いのち支える自殺対策推進センター（以下「自殺対策推進セン

ター」という。）による必要な支援の提供

【令和5年度予算額：調査研究等業務交付金 488,925千円の内数】

【令和5年度予算額：地域自殺対策強化交付金 2,983,133千円の内

数】

【令和6年度予算額：調査研究等業務交付金 600,988千円の内数】

【令和6年度予算額：地域自殺対策強化交付金 3,050,247千円の内

数】

○先進的な事例の収集と先進事例データベースへの収載 ○平成29年度に全都道府県・市区町村に対し、政策

パッケージ（A4版357頁）を提供

○自殺対策先進事例をデータベース化し公開

○政策パッケージ提供先：全都道府県・市区町村

（H29、更新版R5）

○掲載事例数（84事例（R5)、88事例（R4）、138事例

（R3））

○先進的な取組事例を収集し「自殺対策先進事例データベース」を

更新予定

【令和5年度予算額：調査研究等業務交付金 488,925千円の内数】

【令和5年度予算額：地域自殺対策強化交付金 2,983,133千円の内

数】

【令和6年度予算額：調査研究等業務交付金 600,988千円の内数】

【令和6年度予算額：地域自殺対策強化交付金 3,050,247千円の内

数】

○「いのち支える自治体コンシェルジュ」の開設 ○計画策定・改定済自治体（R5：全都道府県・1667市

区町村、R4：全都道府県・1,662市区町村、R3：全都

道府県・1,628市区町村、R2：全都道府県・1,621市区

町村）

※自殺対策推進状況調査（全市町村で実施（R5）、全

市町村で実施（R4）、全市町村で実施（R3））

○都道府県・指定都市地域自殺対策推進センターなら

びに自殺対策主管課の依頼を受け、会議への委員派遣

ならびに管内市町村等向け研修会への講師派遣に対応

（R5年度対応実績：会議17回・研修32回、R4年度対応

実績：会議16回・研修 22回）

○地域自殺対策計画策定及び進捗管理支援のため、引き続き、国及

び自殺対策推進センターが必要な支援を行う予定

○自殺対策について基礎自治体のトップの理解を深め

るための「トップセミナー」について、平成30年まで

に全都道府県での実施を達成

○セミナー後のアンケートで、出席した首長等の殆ど

が「自殺対策についての理解が深まった」と回答

（H30）

【令和5年度予算額：調査研究等業務交付金 488,925千円の内数】

【令和5年度予算額：地域自殺対策強化交付金 2,983,133千円の内

数】

【令和6年度予算額：調査研究等業務交付金 600,988千円の内数】

【令和6年度予算額：地域自殺対策強化交付金 3,050,247千円の内

数】

○自殺対策推進室Webサイトに自治体のモデル事例を掲載し、成果

は計画策定ガイドラインにも反映

○自殺対策推進室Webサイトに自治体のモデル事例を

掲載し、成果は計画策定ガイドラインにも反映

○令和5年度当初に計画策定・見直しの手引きを発出

【令和5年度予算額：調査研究等業務交付金 488,925千円の内数】

【令和5年度予算額：地域自殺対策強化交付金 2,983,133千円の内

数】

【令和6年度予算額：調査研究等業務交付金 600,988千円の内数】

【令和6年度予算額：地域自殺対策強化交付金 3,050,247千円の内

数】

○地域自殺対策推進センター連絡会議のオンライン実施 ○地域自殺対策推進センター連絡会議を開催し、地域

自殺対策推進センター職員の資質の向上を図った

○連絡会議、ブロック会議開催数（R5：計9回、R4：

計8回、R3：計9回、R2：計9回）

○引き続き、地域自殺対策推進センター連絡会議を実施予定

○地域自殺対策推進センターの運営費支援 ○地域自殺対策推進センターの運営費支援 ○運営事業補助（R4：55自治体（38都道県、17市））

【令和5年度予算額：調査研究等業務交付金 488,925千円の内数】

【令和5年度予算額：地域自殺対策強化交付金 2,983,133千円の内

数】

【令和6年度予算額：調査研究等業務交付金 600,988千円の内数】

【令和6年度予算額：地域自殺対策強化交付金 3,050,247千円の内

数】

（6）自殺対策の専任職員の配置・専任部

署の設置の促進

厚生労働省 ○市町村において自殺対策の専任職員が配置されるように、会議等

で必要性の説明を行うなどの働きかけを実施

○市町村において自殺対策の専任職員が配置されるよ

うに、会議等で必要性の説明を行うなどの働きかけを

実施

○専任職員設置（R5：111自治体、R4：83自治体、

R3：85自治体、R2：84自治体）

○専任部署設置（R5：74自治体、R4：104自治体、

R3：113自治体、R2：113自治体）

○引き続き、市町村において、自殺対策の専任職員が配置されるよ

うに会議等でその必要性を説明するなどの働きかけを実施予定

1　地域レベルの実践的な取組への支援を強化する取組

実施状況

（1）地域自殺実態プロファイルの作成 厚生労働省

（2）地域自殺対策の政策パッケージの作

成

厚生労働省

（3）地域自殺対策計画の策定・見直し等

の支援

厚生労働省

（4）地域自殺対策計画策定ガイドライン

の策定

厚生労働省

（5）地域自殺対策推進センターへの支援 厚生労働省
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自殺総合対策大綱に基づく施策の実施状況について

自殺総合対策大綱の項目 担当省庁
令和５年度の主な取組状況

【令和５年度予算額】
これまでの取組の成果の評価

これまでの取組の実績値

【目標値】

今後の課題と令和６年度の実施予定

【令和６年度予算額】

実施状況

○関係省庁、地方公共団体、民間団体、国民へ啓発事業実施の呼び

かけ

○関係省庁、地方公共団体、民間団体、国民へ啓発事

業実施の呼びかけ

○令和5年度（民間団体120か所）に協力依頼 ○これまでの週間・月間の実施状況を踏まえながら、効果的な相

談・啓発事業等を展開予定

○支援情報検索サイトによる相談会等の情報提供 ○支援情報検索サイトによる相談会等の情報提供 ○支援情報検索サイトの掲載数（R5：約6,400件、約

R4：約6,400件、R3：約6,500件）

○支援情報検索サイトによる相談会等の情報提供

○全国の自治体、公共施設、学校、医療機関、駅舎、商業施設等に

広報ポスターを掲示。

○全国の自治体、公共施設、学校、医療機関、駅舎、

商業施設等に広報ポスターを掲示。

○ポスター配付（R5：約20万枚、R4：約20万枚、

R3：約20万枚）

○こどもの夏休み明け前後の自殺防止対策と連動させるため、関係

省庁と連携し、自殺予防週間にかかる広報を前倒し実施予定

○厚生労働省X（旧Twitter）、Facebookにおいて相談窓口やゲート

キーパー等の取組について周知。

○厚生労働省X（旧Twitter）、Facebookにおいて相談

窓口やゲートキーパー等の取組について周知。

○投稿数（R5：集計中、R4：38件） ○期間中の集中的な情報発信を実施予定。

○多くの国民が利用するYouTubeなどのSNS上での動画広告により

相談を呼びかけ。

○多くの国民が利用するYouTubeなどのSNS上での動

画広告により相談を呼びかけ。

○広報動画視聴数（R5：集計中、R4：約1,600万回、

R3：約750万回）

○引き続き、多くの国民が利用するYouTubeなどのSNS上での動画

広告により相談を呼びかけ。

○期間中の広報の効果について調査を実施し、数値目標に対する現

状把握

○YouTubeなどのインターネット広告、ポスター及び

相談先などの認知度など広報効果について、2,000人を

対象に調査を実施し、数値目標に対する現状把握

○期間中の広報の効果について調査を実施し、数値目標に対する現

状把握

○自殺対策推進センターは、地域自殺対策推進センター等と連携し

て、SNS上で「#自殺予防週間」「#自殺対策強化月間」等のハッ

シュタグを使った啓発キャンペーンを実施

○引き続き、自殺予防週間及び自殺対策強化月間におけるハッシュ

タグを使った啓発キャンペーンを実施予定

【令和5年度予算額：調査研究等業務交付金 488,925千円の内数】

【令和5年度予算額：自殺総合対策啓発推進経費　62,817千円の内

数】

【令和5年度予算額：地域自殺対策強化交付金　2,983,133千円の内

数】

【令和6年度予算額：調査研究等業務交付金 600,988千円の内数】

【令和6年度予算額：自殺総合対策啓発推進経費　62,793千円の内

数】

【令和6年度予算額：地域自殺対策強化交付金　3,050,247千円の内

数】

○都道府県等における特色ある道徳教育の取組支援と小・中学校の

「特別の教科 道徳」（道徳科）の教科書無償給与

○都道府県等における特色ある道徳教育の取組を支援

するとともに、小学校は平成30年度、中学校は令和元

年度より「特別の教科 道徳」（道徳科）の教科書を無

償給与

○取組の支援数（R5：62団体、R4：65団体、R3：67

団体、R2：0団体、R1：71団体）

※R2は新型コロナウイルスの感染拡大に伴い支援事業

は中止

○引き続き、都道府県等における特色ある道徳教育の取組を支援す

るとともに、小・中学校の「特別の教科 道徳」（道徳科）の教科書

を無償給与する予定

【令和5年度予算額：4,236百万円】 【令和6年度予算額：4,270百万円】

○児童生徒の心と体を守る啓発教材の周知及び活用促進 ○「児童生徒の自殺予防に関する普及啓発協議会」に

おいて、児童生徒の心と体を守る啓発教材を、各教育

委員会等の生徒指導担当者や、校長・教頭などの管理

職を対象に、周知を図るとともに、啓発教材の電子媒

体を文部科学省Webサイトに掲載し、その活用を促進

○実施ブロック（R5:10ブロック、R4:10ブロック、

R3：10ブロック、R2：10ブロック、R1：10ブロッ

ク）

○児童生徒の心と体を守る啓発教材について、各教育委員会等の生

徒指導担当者や、校長・教頭などの管理職を対象に「児童生徒の自

殺予防に関する普及啓発協議会」等を開催し、引き続き周知を実施

予定

○「こどもの自殺対策緊急強化プラン」に基づき、こども家庭庁が

実施するこどもの自殺の多角的な要因分析について、学校・教育委

員会等が把握した児童生徒の自殺に関する情報の収集に連携協力。

○児童生徒の自殺が起きた場合に学校等が作成する

「事件等報告書」のスキームを活用して、学校が把握

している自殺した児童生徒の情報の集約

○引き続き、こども家庭庁が実施するこどもの自殺の多角的な要因

分析に連携協力

【令和4年度予算額：44百万円の内数】 【令和5年度予算額：50百万円の内数】

○児童生徒の困難・ストレスへの対処方法等を身につけさせるた

め、スクールカウンセラー等を活用した教育プログラムの実施支援

○ニッポン一億総活躍プラン等において平成31年度ま

でにスクールソーシャルワーカーを全ての中学校区

に、スクールカウンセラーを全公立小中学校に配置す

ることを目標とし、令和元年度以降はそのための予算

を計上

○スクールソーシャルワーカーの対応中学校区（R4：

7,773校区、R3：7,656校区、R2：7,520校区）【目

標：全ての中学校区（1万中学校区）】

○スクールカウンセラーの対応公立小中学校（R4：

27,086校区、R3：27,005校、R2：26,686校）【目標：

全ての公立小中学校（27,500校）】

○スクールカウンセラー等を活用した教育プログラムの実施を支援

予定

○教育相談体制の更なる充実に向け、オンライン等の活用も含めた

スクールカウンセラー等活用事業を計上

【令和5年度予算額：8,544百万円の内数】 【令和6年度予算額：8,766百万円の内数】

○「健全育成のための体験活動推進事業」において、児童生徒の健

全育成を目的として宿泊を伴う体験活動を実施する学校等の取組を

支援

○「健全育成のための体験活動推進事業」において、

児童生徒の健全育成を目的として宿泊を伴う体験活動

を実施する学校等の取組を支援

○健全育成のための体験活動推進事業経費を計上

【令和5年度予算額：99百万円】 【令和6年度予算額：99百万円】

○総務省、文部科学省及び通信関係団体等が連携し、こどもたちの

インターネットの安心・安全な利用に向けて、保護者、教職員及び

児童生徒を対象とした啓発講座を実施。

○総務省、文部科学省及び通信関係団体等が連携し、

こどもたちのインターネットの安心・安全な利用に向

けて、保護者、教職員及び児童生徒を対象とした啓発

講座

○実施回数（R4：2,226件、R3：2,559件、R2：1,208

件、R1：2,660件）

○参加者数（R4：約36万人、R3：約40万人、R2：約

14万人、R1：約39万人）

○引き続き、総務省、文部科学省及び通信関係団体等が連携し、こ

どもたちのインターネットの安心・安全な利用に向けて、保護者、

教職員及び児童生徒を対象とした啓発講座を実施する予定。

（1）自殺予防週間と自殺対策強化月間の

実施

（2）児童生徒の自殺対策に資する教育の

実施

文部科学省

○自殺予防週間、自殺対策強化月間について聞いたこ

とがある人の割合（自殺予防週間について　R3：

32.3％）（自殺対策強化月間について　R3：20.6％）

（自殺予防週間及び自殺対策強化月間について

H28：39.4％）【目標値66.7%】

※自殺対策に関する意識調査

2　国民一人ひとりの気付きと見守りを促す取組

厚生労働省
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自殺総合対策大綱に基づく施策の実施状況について

自殺総合対策大綱の項目 担当省庁
令和５年度の主な取組状況

【令和５年度予算額】
これまでの取組の成果の評価

これまでの取組の実績値

【目標値】

今後の課題と令和６年度の実施予定

【令和６年度予算額】

実施状況

○インターネット上の有害環境から青少年を守るため、保護者と青

少年に直接働きかける啓発と教育活動を、全国3カ所で実施。

○PTAと連携したネット利用に関する保護者向けシン

ポジウムの開催や地域における先進的な取組事例を支

援

○実施回数（R5：3箇所、R4：3箇所、R3：3箇所、

R2：3箇所、R1：4箇所）

○取組支援（R5：3箇所、R4：3箇所、R3：3箇所、

R2：8箇所、R1：8箇所）

○引き続き、青少年を取り巻く有害環境対策を推進する予定。

【令和5年度予算額：24百万円の内数】 【令和6年度予算額（案）：22百万円の内数】

○学校における情報モラル教育の充実のための情報モラル教育指導

者セミナーの実施

○最新の情報を含め、学校における情報モラル教育の

充実を目指して、教職員を対象とした情報モラル教育

指導者セミナーを実施

○実施回数（R4:3回、R3:3回、R2:4回）

○参加者数（R4:1,734人、R3:1,868人、R2:400人）

○学校における情報モラル教育の充実のための情報モラル教育指導

者セミナーを実施予定

【令和4年度予算額：情報モラル教育推進事業 55百万円の内数】 【令和5年度予算額：情報モラル教育推進事業 50百万円の内数】

○高等学校学習指導要領の改訂に伴い、同解説保健体育編におい

て、精神疾患の予防と回復に関する内容を記載

○高等学校学習指導要領（平成30年告示）解説　保健

体育編　体育編（平成30年7月）に、精神疾患の予防と

回復に関する内容を記載。

○高等学校学習指導要領の内容の周知・徹底を図る予定

○自殺対策推進センターは、高等学校の教職員を対象としたゲート

キーパー研修を実施

○自殺対策推進センターは、大学の教職員を対象とした自殺対策研

修を実施

○研修プログラムの開発と実施

○「大学における自殺対策推進のための研修」の実施

○実施回数（R5：2回＋オンデマンド、R4：1回）

○実施回数（R5：1回（オンデマンド）、R4：1回）

○参加者数（R5：3,470人※、R4：3,955人）

　※令和6年3月11日現在までの申込者数

○研修プログラムの普及・推進を図る予定

○「大学における自殺対策推進のための研修」を定期的に実施予定

【令和5年度予算額：調査研究等業務交付金 488,925千円の内数】 【令和6年度予算額：調査研究等業務交付金 600,988千円の内数】

○青少年の保護者向けに、こどもの学齢に合わせた普及啓発リーフ

レット（生徒編、児童・生徒編、幼児・児童編、乳幼児編）を作成

し、こども家庭庁のWebサイトに公開している。また、令和6年1

月、「ネット・スマホ活用世代の保護者が知っておきたいポイン

ト」を新たに作成し、都道府県教育委員会や青少年関係部局等に配

布した。

○青少年の適切なインターネット利用を促進するた

め、年齢に応じた普及啓発資料を作成・公開

○配布先数（R5：278箇所、R4：287箇所、R3：287箇

所）

○配布部数（R5：55,000部、R4：56,500部、R3：

56,500部）

○青少年の適切なインターネット利用を促進するため、普及啓発資

料の作成・公開を通して、普及啓発活動を実施予定

○青少年の適切なインターネット利用を促進するため、普及啓発に

係るフォーラムを開催（鳥取県及び奈良県）

○「青少年のインターネット利用環境づくりフォーラ

ム」の開催

○実施回数（R5：2箇所、R4：3箇所、R3：3箇所）

○参加者数（R5：637人、R4：1,053人、R3：1,505

人）

※R3、4、5の参加者数は、動画視聴者数を含む

○青少年の適切なインターネット利用を促進するため、普及啓発資

料の作成・公開やフォーラムの開催等を通じて、普及啓発活動を実

施予定

【令和5年度予算額：青少年の非行・被害防止のための啓発経費：

3,351千円】

【令和5年度予算額：青少年インターネット利用環境に係る地方連携

体制支援事業：5,628千円】

【令和6年度予算額：青少年の非行・被害防止のための啓発経費：

3,351千円】

【令和6年度予算額：青少年インターネット利用環境に係る地方連携

体制支援事業：5,628千円】

○悩みをお持ちの方、困っている方へ対する相談の促進やゲート

キーパーとしての声かけ等について、SNSやインターネットを活用

して啓発事業を実施。（厚生労働大臣、文部科学大臣、こども政策

担当大臣、孤独・孤立対策担当大臣からも連名で悩んでいる方、若

い世代の方にメッセージを発信）

○自殺予防週間及び自殺対策強化月間において、ポス

ターの掲示や動画広告により、ゲートキーパーの役割

を示すなどを周知

○ゲートキーパーについて聞いたことのある人の割合

（R3：12.3％、H28：11.3％）【目標値：33％】

※自殺対策に関する意識調査

○悩みをお持ちの方、困っている方へ対する相談の促進やゲート

キーパーとしての声かけ等について、SNSやインターネットを活用

して啓発事業を実施。（厚生労働大臣、文部科学大臣、こども政策

担当大臣、孤独・孤立対策担当大臣からも連名で悩んでいる方、若

い世代の方にメッセージを発信）

○ゲートキーパー養成研修の各地域での実施支援

○ゲートキーパー基盤整備事業において、新たなゲートキーパー研

修教材の作成及び研修講師の養成・確保を行うことにより、全国の

自治体でゲートキーパーの養成に取り組んでいくための基盤を構築

○ゲートキーパー養成研修の各地域での実施支援 ○ゲートキーパー養成研修受講者（R4：約29万人、

R3：約18. 5万人）

※自治体が養成人数を把握できているものに限る。オ

ンラインによる研修受講や研修動画の視聴を含む。

○ゲートキーパー養成研修実施自治体（R4：43都道府

県、1174市区町村（67％）、R3：42都道府県、943市

区町村（54%））

○引き続きゲートキーパー養成研修の各地域での実施を支援予定

○ゲートキーパー基盤整備事業において、新たなゲートキーパー研

修教材を活用して研修講師の養成・確保を行うことにより、全国の

自治体でゲートキーパーの養成に取り組んでいくための基盤を構築

【令和5年度予算額：自殺総合対策啓発推進経費　62,817千円の内

数】

【令和5年度予算額：地域自殺対策強化交付金　2,983,133千円の内

数】

【令和6年度予算額：自殺総合対策啓発推進経費　62,793千円の内

数】

【令和6年度予算額：地域自殺対策強化交付金　3,050,247千円の内

数】

【令和6年度予算額：自殺対策事業委託費　29,179千円】

（2）児童生徒の自殺対策に資する教育の

実施

文部科学省

こども家庭庁

（3）自殺や自殺関連事象等に関する正し

い知識の普及

厚生労働省

厚生労働省
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自殺総合対策大綱に基づく施策の実施状況について

自殺総合対策大綱の項目 担当省庁
令和５年度の主な取組状況

【令和５年度予算額】
これまでの取組の成果の評価

これまでの取組の実績値

【目標値】

今後の課題と令和６年度の実施予定

【令和６年度予算額】

実施状況

○性的マイノリティ等に関する人権教室を実施 ○性的マイノリティ等に関する効果的な人権啓発活動

を実施することができたものと考える

○参加者数（R4：831,383人の内数、R3：620,846人の

内数、R2：431,779人の内数）

○性的マイノリティ等に関する各種人権啓発活動を実施予定

【令和5年度予算額：3,553,169千円の内数】 【令和6年度予算：3,536,682千円の内数】

文部科学省 ○「人権教育担当指導主事連絡協議会」において「性同一性障害に

係る児童生徒に対するきめ細かな対応の実施等について」の通知、

通知を踏まえた教職員向け周知資料及び改定版生徒指導提要（令和4

年12月公表）の趣旨の徹底

○都道府県・指定都市教育委員会の人権教育担当指導

主事等を対象とする「人権教育担当指導主事連絡協議

会」を毎年度開催

○参加者数（R5：71人、R4：69人、R3：72人） ○「人権教育担当指導主事連絡協議会」において「性同一性障害に

係る児童生徒に対するきめ細かな対応の実施等について」の通知、

通知を踏まえた教職員向け周知資料及び改定版生徒指導提要（令和4

年12月公表）の趣旨の徹底を図る予定

○精神保健福祉に関する正しい知識を普及するため「精神保健福祉

全国大会」を開催

○精神保健福祉に関する正しい知識を普及するため

「精神保健福祉全国大会」を開催

○全国大会開催（年1回：WEB開催（R3））

※R2は開催中止

○引き続き、精神保健福祉に関する正しい知識を普及するため「精

神保健福祉全国大会」を開催

○厚生労働省Webサイト内の「こころもメンテしよう」において、

うつ病を含む精神疾患の正しい理解と治療や生活に役立つ情報、若

者向けに心の不調への対処法等を紹介

○厚生労働省Webサイト内の「こころもメンテしよ

う」において、うつ病を含む精神疾患の正しい理解と

治療や生活に役立つ情報、若者向けに心の不調への対

処法等を紹介

○PV数（R4：19,340,769PV、R3：15,133,532PV、

R2：13,538,191PV）

○引き続き、厚生労働省Webサイト内の「こころもメンテしよう」

において、うつ病を含む精神疾患の正しい理解と治療や生活に役立

つ情報、若者向けに心の不調への対処法等を紹介予定

○革新的自殺研究推進プログラムとして公募研究を実施し、委託研

究成果報告書を発行

○革新的自殺研究推進プログラムとして公募研究を実

施し、委託研究成果報告書を発行

○採択課題（R5：3領域16研究課題、R4：3領域16研究

課題、R3：3領域8研究課題、R2：3領域6研究課題、

R1：3領域13研究課題）

○革新的自殺研究推進プログラムを実施し、またその成果の活用状

況に関する検証を実施予定

【令和5年度予算額：調査研究等業務交付金　488,925千円の内数】 【令和6年度予算額：調査研究等業務交付金 600,988千円の内数】

○自殺対策推進センターのWebサイトや「自殺総合政策研究」の発

刊、自殺総合対策に関する調査研究等成果の活用を促進

○調査研究等成果の活用を促進するため、自殺対策推

進レアールを毎年度実施

○学術雑誌「自殺総合政策研究」第3巻 第2号Web版

（2021年6月）の発行

○自殺対策推進レアールの実施（R5：1回、R4：1回、

R3：0回、R2：1回、R1：0回）

○学術雑誌「自殺総合政策研究」の発行（R3：1回、

R2：1回）

○引き続き、調査研究等の成果のわかりやすい発信に努め、活用が

図られるよう取り組む予定

【令和5年度予算額：調査研究等業務交付金　488,925千円の内数】 【令和6年度予算額：調査研究等業務交付金　600,988千円の内数】

○自殺対策推進センターは、先進的な取組事例を検索できる「自殺

対策先進事例データベース」をWebサイトで公開

○平成29年度に全都道府県・市区町村に対し、政策

パッケージ（A4版357頁）を提供

○自殺対策先進事例をデータベース化し公開

○政策パッケージ提供先：全都道府県・市区町村

（H29、更新版R5）

○掲載事例数（84事例（R5)、88事例（R4）、138事例

（R3））

○先進的な取組事例を収集し「自殺対策先進事例データベース」を

更新予定

【令和5年度予算額：調査研究等業務交付金　488,925千円の内数】 【令和6年度予算額：調査研究等業務交付金　600,988千円の内数】

○「こどもの自殺対策緊急強化プラン」に基づき、こども家庭庁が

実施するこどもの自殺の多角的な要因分析について、学校・教育委

員会等が把握した児童生徒の自殺に関する情報の収集に連携協力。

○児童生徒の自殺が起きた場合に学校等が作成する

「事件等報告書」のスキームを活用して、学校が把握

している自殺した児童生徒の情報の集約

○引き続き、こども家庭庁が実施するこどもの自殺の多角的な要因

分析に連携協力

○「児童生徒の自殺予防に関する調査研究協力者会議」でとりまと

められたコロナ禍における児童生徒の自殺等に関する背景や今後講

ずるべき施策についての審議まとめを踏まえながら、心の健康の保

持に必要なマンパワーの確保、様々な悩みや不安を抱える児童生徒

の早期発見、対応等に資するICTの活用などを推進

○令和５年度補正予算において、

　・ＩＣＴを活用して児童生徒の自殺リスク等の早期

把握を行うための１人１台端末等を活用した心の健康

観察の導入推進事業（10億円）

　・スクールカウンセラー・スクールソーシャルワー

カーの配置充実（７億円）

○令和６年度予算案において、

　・スクールカウンセラー・スクールソーシャルワー

カーの配置充実（８４億円）

○引き続き、審議まとめを踏まえながら、ICTの積極的な活用の推

進、スクールカウンセラー・スクールソーシャルワーカーの配置充

実に取り組む。

【令和4年度予算額：44百万円の内数】 【令和5年度予算額：50百万円の内数】

（3）自殺や自殺関連事象等に関する正し

い知識の普及

法務省

（4）うつ病についての普及啓発の推進 厚生労働省

3　自殺総合対策の推進に資する調査研究等を推進する取組

（1）自殺の実態や自殺対策の実施状況等

に関する調査研究及び検証

厚生労働省

（2）調査研究及び検証による成果の活用 厚生労働省

（3）先進的な取組に関する情報の収集、

整理及び提供

厚生労働省

（4）子ども・若者及び女性等の自殺等に

ついての調査

文部科学省

4 / 30 ページ



自殺総合対策大綱に基づく施策の実施状況について

自殺総合対策大綱の項目 担当省庁
令和５年度の主な取組状況

【令和５年度予算額】
これまでの取組の成果の評価

これまでの取組の実績値

【目標値】

今後の課題と令和６年度の実施予定

【令和６年度予算額】

実施状況

○地域自殺対策強化交付金を活用した居場所づくりのモデル事業を

実施

○居場所づくりのモデル事業を実施（令和元年度～）

○実践的調査研究事業において、有識者を集めた検討

会を実施するとともに、若者の居場所に関するヒアリ

ング等を実施

○実施自治体（R4：2自治体、R3：3自治体、R2：1自

治体）

○居場所づくりのモデル事業の取組を踏まえて、全国的な展開を検

討予定

○自殺対策推進センターにおいて、児童・生徒の自殺等について分

析を行う。

○第10回自殺総合対策の推進に関する有識者会議（令

和5年3月）に、令和4年の「児童生徒の自殺」を報告

し、性別を問わず高校生（全日制）の自殺者数が最も

多く、自殺死亡率では高校生（定時制・通信制）が高

かった。

〇新原票を用いた高校生の自殺の分析結果をニュース

レターや国際学会で発表した

〇こども家庭庁の委託事業として要因分析を実施中

○引き続き、自殺対策推進センターにおいて、児童生徒の自殺の特

徴や傾向等を分析

【令和5年度予算額：調査研究等業務交付金 488,925千円の内数】

【令和5年度予算額：地域自殺対策強化交付金 2,983,133千円の内

数】

【令和6年度予算額：調査研究等業務交付金　600,988千円の内数】

【令和6年度予算額：地域自殺対策強化交付金 3,050,247千円の内

数】

厚生労働省 ○自殺対策推進センターにおいて、新型コロナウイルス感染症の影

響と自殺者数の推移等について分析を行う。

○第4回自殺総合対策の推進に関する有識者会議（令和

3年11月）に「コロナ禍における自殺の動向」を報告

し、「コロナ禍における自殺の動向」からは、女子中

高生の増加がみられた。

自殺対策推進センターにおいて、新型コロナウイルス

感染症の影響と自殺者数の推移等について分析し、レ

ポートにまとめた

○引き続き、自殺対策推進センターにおいて、新型コロナウイルス

感染症の影響と自殺者数の推移等について分析を行う予定。

○「こどもの自殺対策緊急強化プラン」に基づき、こども家庭庁が

実施するこどもの自殺の多角的な要因分析について、学校・教育委

員会等が把握した児童生徒の自殺に関する情報の収集に連携協力。

○児童生徒の自殺が起きた場合に学校等が作成する

「事件等報告書」のスキームを活用して、学校が把握

している自殺した児童生徒の情報の集約

○引き続き、こども家庭庁が実施するこどもの自殺の多角的な要因

分析に連携協力

【令和5年度予算額：50百万円の内数】

厚生労働省 ○地方公共団体に対し、地方の状況に応じた死因究明・身元確認に

関する施策の検討等を目的とした、関係機関・団体等が協議する場

として死因究明等推進地方協議会の活用を要求

○地方公共団体に対し、地方の状況に応じた死因究

明・身元確認に関する施策の検討等を目的とした、関

係機関・団体等が協議する場として死因究明等推進地

方協議会の設置・活用を要求

○協議会設置済み都道府県数（R4：47都道府県、R3：

43都道府県、R2：41都道府県）

○引き続き、地方公共団体に対し、地方の状況に応じた死因究明・

身元確認に関する施策の検討等を目的とした、関係機関・団体等が

協議する場として死因究明等推進地方協議会の活用を要求予定

○厚生労働省において、検案する医師の技術向上を図るため、医師

を対象に専門的な死体検案研修を実施

○厚生労働省において、検案する医師の技術向上を図

るため、医師を対象に専門的な死体検案研修を実施

○基礎研修修了者数（R5：集計中、R4：505名、R3：

543名）

○上級研修修了者数（R5：集計中、R4：84名、R3：

183名）

○引き続き、同様の研修を実施予定

【令和5年度予算額：死体検案講習会費　19,526千円】 【令和6年度予算案：死体検案講習会費　19,526千円】

○一部の都道府県において、「予防のためのこどもの死亡検証体制

整備モデル事業」を実施

〇広報啓発事業を実施 ○モデル事業数（R5：集計中、R4：8自治体、R3：9自

治体、R2：7自治体）

○一部の都道府県において、「予防のためのこどもの死亡検証体制

整備モデル事業」を実施

【令和５年度予算額：122億円の内数】 【令和６年度予算額：123億円の内数】

（7）うつ病等の精神疾患の病態解明、治

療法の開発及び地域の継続的ケアシステム

の開発につながる学際的研究

厚生労働省 ○厚生労働科学研究費補助金「疾病・障害対策研究分野」において

必要な研究を実施

○厚生労働科学研究費補助金「疾病・障害対策研究分

野」において研究を実施

○厚生労働科学研究件数（R5年：4件、R4：8件、R3：

7件）

○引き続きうつ病等の精神障害に関する地域の継続的ケアシステム

の開発につながる学際的研究を推進し、その結果について普及を図

る

○毎月の自殺者数（総数、男女別及び都道府県別）を暫定値として

公表

○毎月15日前後に暫定値をマスコミ及び警察庁HPにて

公表

○暫定値を公表（年12回） ○自殺統計原票を集約し、データを厚生労働省へ提供

○自殺統計原票データを厚生労働省へ提供

○自殺統計原票の改正を行い、令和4年1月から運用開始

○毎月1回、自殺データを厚生労働省へ提供

○東日本大震災に関連する自殺者に係るデータを厚生労働省へ提供 ○東日本大震災に関連する自殺者に係るデータを厚生

労働省へ提供

○東日本大震災に関連する自殺者に係るデータを厚生労働省へ提供

○「令和5年中における自殺の状況」を厚生労働省と共同で公表予定

（令和6年3月）

○「令和5年中における自殺の状況」を令和6年3月に厚

生労働省と共同で公表予定

○年中における自殺の状況（確定値）を公表（年1回） ○「令和6年中における自殺の状況」を厚生労働省と共同で公表予定

（令和7年3月）

○自損行為による救急出動件数と救急搬送人員のデータを公表 ○自損行為による救急出動件数と救急搬送人員のデー

タを公表し、関係機関に情報提供

○公表（年1回） ○自損行為による救急出動件数と救急搬送人員のデータを公表予定

【令和5年度予算額：救急業務に関する調査の統計処理業務費

6,846千円】

【令和6年度予算額：救急業務に関する調査の統計処理業務費

6,846千円】

○「こどもの自殺対策緊急強化プラン」に基づき、こども家庭庁が

実施するこどもの自殺の多角的な要因分析について、学校・教育委

員会等が把握した児童生徒の自殺に関する情報の収集に連携協力。

○児童生徒の自殺が起きた場合に学校等が作成する

「事件等報告書」のスキームを活用して、学校が把握

している自殺した児童生徒の情報の集約

○引き続き、こども家庭庁が実施するこどもの自殺の多角的な要因

分析に連携協力

【令和5年度予算額：50百万円の内数】

警察庁

総務省

（6）死因究明制度との連動における自殺

の実態解明

厚生労働省

こども家庭庁

（5）コロナ禍における自殺等についての

調査

（8）既存資料の利活用の推進

文部科学省

文部科学省

（4）子ども・若者及び女性等の自殺等に

ついての調査

厚生労働省
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自殺総合対策大綱に基づく施策の実施状況について

自殺総合対策大綱の項目 担当省庁
令和５年度の主な取組状況

【令和５年度予算額】
これまでの取組の成果の評価

これまでの取組の実績値

【目標値】

今後の課題と令和６年度の実施予定

【令和６年度予算額】

実施状況

○毎月、都道府県別及び市区町村別（自殺者の生前の住居地及び発

見地）等の自殺統計データについて警察庁から提供を受け、「地域

における自殺の基礎資料」の作成・公表

○「地域における自殺の基礎資料」については、毎月

作成し、公表

○地域における自殺の基礎資料（暫定値）を公表（年

12回）

○地域における自殺の基礎資料（確定値）を公表（年1

回）

○引き続き、毎月の「地域における自殺の基礎資料」の作成・公表

を実施

○令和5年2月に警察庁から提供を受けた令和4年中の確定値データを

基に、令和5年3月に「令和4年中における自殺の状況」を作成、警察

庁と共同で公表

○「令和4年中における自殺の状況」を令和5年3月に警

察庁と共同で公表

○年中における自殺の状況（確定値）を公表（年1回） ○「令和5年中における自殺の状況」を警察庁と共同で公表予定（令

和6年3月）

○地域自殺実態プロファイル等の活用状況により、地域自殺実態プ

ロファイルを改善

○全都道府県・市区町村に対し、自治体毎の地域自殺

実態プロファイル（更新版）を毎年提供

○地域自殺実態プロファイル提供先：全都道府県・市

区町村（年1回）

○実態分析に利用していると回答した計画策定実施市

区町村の割合（H30：88.2%）

○引き続き、地域自殺実態プロファイル等の活用状況により、地域

自殺実態プロファイルの改善を図る予定

【令和5年度予算額：調査研究等業務交付金　488,925千円の内数】 【令和6年度予算額：調査研究等業務交付金　600,988千円の内数】

○自殺対策推進センターによる国際的な学会への参加等により、海

外の先進的な取組の調査、日本の自殺対策についての発信等を実施

○国際的な学会等において取組の調査、発信等を実施 ○実施回数（R5:2回、R4:2回） ○引き続き、自殺対策推進センターによる国際的な学会への参加等

により、海外の先進的な取組の調査、日本の自殺対策についての発

信等を実施する予定

【令和5年度予算額：調査研究等業務交付金　488,925千円の内数】 【令和6年度予算額：調査研究等業務交付金　600,988千円の内数】

○自殺対策に関連した学修目標を設定した「医学教育モデル・コ

ア・カリキュラム」を踏まえて、医学部関係者が集まる会議等にお

いて、自殺対策に関連した教育の充実を周知・要請

○関係者が集まる会議等の機会を捉えて、各大学に対

して、「医学教育モデル・コア・カリキュラム」等を

踏まえた自殺対策に関連した教育の充実を周知・要請

○実施回数（R5：3件、R4：1件、R3：2件、R2：2

件、R1：3件）

○引き続き、自殺対策に関連した学修目標を設定した「医学教育モ

デル・コア・カリキュラム」を踏まえて、医学部関係者が集まる会

議等において、自殺対策に関連した教育の充実を周知・要請予定

○平成29年度に新たに策定・公表した「看護学教育モデル・コア・

カリキュラム」を踏まえて、自殺対策に関連した学修目標の項目を

提示するとともに、関係者が集まる会議等において自殺対策に関連

した教育の充実を周知・要請

○関係者が集まる会議等の機会を捉えて、各大学に対

して、「看護学教育モデル・コア・カリキュラム」等

を踏まえた自殺対策に関連した教育の充実を周知・要

請

○実施回数（R5：6件、R4：7件、R3：7件、R2：6

件、R1：8件）

○引き続き、自殺対策に関連した学修目標を設定した「看護学教育

モデル・コア・カリキュラム」を踏まえて、関係者が集まる会議等

において、自殺対策に関連した教育の充実を周知・要請予定

厚生労働省 ○自殺対策や自殺のリスク要因に対応できる人材の育成のために、

「自殺対策」の項目を盛り込んだ保健師、看護師の国家試験出題基

準を用いて国家試験を実施

○「自殺対策」の項目を盛り込んだ保健師、看護師の

国家試験出題基準を用いて国家試験を実施

○国家試験の性質上、目標値を示すことはできない

が、「自殺対策」の項目を盛り込んだ保健師、看護師

の国家試験出題基準に基づき、自殺対策に関する出題

をしている

○引き続き、「自殺対策」の項目を盛り込んだ保健師、看護師の国

家試験出題基準を用いて国家試験を実施予定

○精神保健福祉士において、大学又は養成施設等が策定する精神障

害者の保健及び福祉に関する科目における、ソーシャルワーク演習

（専門）では、教育に含むべき内容として自殺対策、自殺対策基本

法を盛り込んでいる。

○精神保健福祉士においては、大学又は養成施設等が

策定する精神障害者の保健及び福祉に関する科目のう

ち、ソーシャルワーク演習（専門）では、教育に含む

べき内容として自殺対策、自殺対策基本法を盛り込ん

でいる。

○精神保健福祉士登録者数（R5：集計中、R4：

102,069人、R3：97,339人、R2：93,544人）

○引き続き、精神保健福祉士の養成を図る

○公認心理師においては、公認心理師試験出題基準に、保健活動に

おける心理的支援等として自殺対策に関する項目を盛り込み、自殺

を含め当事者が抱える課題に対して心理的な側面からのアプローチ

を行うために必要な知識と技能を習得した人材の育成を推進

○公認心理師においては、公認心理師試験出題基準

に、保健活動における心理的支援等として自殺対策に

関する項目を盛り込み、自殺を含め当事者が抱える課

題に対して心理的な側面からのアプローチを行うため

に必要な知識と技能を習得した人材の育成を推進

○登録者数（R5.3：69,875人、R4.3：54,248人、

R3.3：41,556人、R2.3：34,939人）

○引き続き、自殺対策に関する項目を盛り込んだ公認心理師試験出

題基準を公認心理師試験に適用して実施予定

○自殺対策推進センターでは、地域自殺対策推進センター連絡会議

及びブロック会議をオンラインにて実施

○地域自殺対策推進センター連絡会議及びブロック会

議の他、「生きることの包括的支援のための基礎研

修」、「地域における自殺未遂者支援事業研修」を開

催、配信

○遠隔地等の研修に参加しにくい関係者が容易に最新

の自殺対策に関する情報共有をすることが可能にな

り、関係者から高い評価を獲得

○連絡会議、ブロック会議（R5：9回、R4：8回、R3：

合計9回、R2：合計9回）

○生きることの包括的支援のための基礎研修（R5：1

回、R4：3回、R3：6回）、地域における自殺未遂者支

援事業研修（R5：1回、R4：1回、R3：4回）

○引き続き、自殺対策の連携調整を担う人材の養成に向けた研修を

実施予定

【令和5年度予算額：調査研究等業務交付金　488,925千円の内数】 【令和6年度予算額：調査研究等業務交付金　600,988千円の内数】

厚生労働省 ○生活困窮者自立支援制度人材養成研修の相談支援員研修等におい

て、ひきこもりの状態にあり精神的な落ち込みのある方を含む、多

様な課題を抱える困窮者一人ひとりに寄り添った支援について講義

を実施。

○相談支援員等の支援員研修において、ひきこもりの

状態にあり精神的な落ち込みのある方を含む、多様な

課題を抱える困窮者一人ひとりに寄り添った支援につ

いて講義を実施。受講者から、本人視点の重要性が理

解できたなどの評価を得ている。

○受講者数（R5：集計中、R4：2,289人、R3：2,059

人、R2：1,978人）

○引き続き、生活困窮者自立支援制度に携わる人材の養成に向けた

研修を実施予定

（8）既存資料の利活用の推進

厚生労働省

厚生労働省

厚生労働省

文部科学省

厚生労働省

4　自殺対策に関わる人材の確保、養成及び資質の向上を図る取組

（1）大学や専修学校等と連携した自殺対

策教育の推進

文部科学省

（2）自殺対策の連携調整を担う人材の養

成

（9）海外への情報発信の強化を通じた国

際協力の推進

厚生労働省
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自殺総合対策大綱に基づく施策の実施状況について

自殺総合対策大綱の項目 担当省庁
令和５年度の主な取組状況

【令和５年度予算額】
これまでの取組の成果の評価

これまでの取組の実績値

【目標値】

今後の課題と令和６年度の実施予定

【令和６年度予算額】

実施状況

○精神科を専門としない医師等に対し、うつ病診断能力の向上を目

的に「かかりつけ医等心の健康対応力向上研修」を実施

○精神科を専門としない医師等に対し、うつ病診断能

力の向上を目的に「かかりつけ医等心の健康対応力向

上研修」を実施

○受講者数（R4：2,020人、R3：1,942人、R2：1,092

人）

○引き続き、精神科を専門としない医師等に対し、うつ病診断能力

の向上を目的に「かかりつけ医等心の健康対応力向上研修」を実施

予定

【令和５年度予算額：地域生活支援事業等　399億円の内数】 【令和６年度予算：地域生活支援事業等　408億円の内数】

○「子供に伝えたい自殺予防」、「子供の自殺が起きたときの背景

調査の指針（改訂版）」及び「教師が知っておきたい　子どもの自

殺予防」について各種会議等を通じて教育委員会・学校等に周知

○毎年度2回開催している生徒指導担当者向け会議等に

おいて、各教育委員会等の生徒指導担当者等に対して

資料を周知

○引き続き、「子供に伝えたい自殺予防」、「子供の自殺が起きた

ときの背景調査の指針（改訂版）」及び「教師が知っておきたい

子どもの自殺予防」について各種会議等を通じて教育委員会・学校

等に周知予定

○「人権教育担当指導主事連絡協議会」において「性同一性障害に

係る児童生徒に対するきめ細かな対応の実施等について」の通知、

通知を踏まえた教職員向け周知資料及び改定版生徒指導提要（令和4

年12月公表）の趣旨の徹底

○都道府県・指定都市教育委員会の人権教育担当指導

主事等を対象とする「人権教育担当指導主事連絡協議

会」を毎年度開催

○参加者数（R5：71人、R4：69人、R3：72人） ○「人権教育担当指導主事連絡協議会」において「性同一性障害に

係る児童生徒に対するきめ細かな対応の実施等について」の通知、

通知を踏まえた教職員向け周知資料及び改定版生徒指導提要（令和4

年12月公表）の趣旨の徹底を図る予定

○各教育委員会等の生徒指導担当者や、校長・教頭等の管理職を対

象に、児童生徒の自殺予防に関する普及啓発協議会を開催

○各教育委員会等の生徒指導担当者や、校長・教頭等

の管理職を対象に、児童生徒の自殺予防に関する普及

啓発協議会を開催

○各教育委員会・学校における児童生徒の自殺予防へ

の関心を高めるとともに、自殺予防に必要な基礎的知

識の習得と理解を推進

○普及啓発協議会開催（R5：10ブロック、R4：10ブ

ロック、R3：10ブロック、R2：10ブロック、R1：10

ブロック）

○引き続き、各教育委員会等の生徒指導担当者や、校長・教頭等の

管理職を対象に、全国10ブロックで児童生徒の自殺予防に関する普

及啓発協議会を開催予定

○大学等の学生支援担当の教職員を対象とした会議等の様々な機会

を通じて、学生の自殺予防に関する指導の充実についての理解啓発

の推進

○関係団体と協力して実施している、大学における死

亡学生実態調査の結果等を大学等へ周知するととも

に、大学等の学生支援担当の教職員が集まる会議等に

おいて、学生の自殺予防に関する指導の充実について

の理解啓発を推進

○大学等の教職員が出席する会議における啓発資料の

周知（R5：13回、R4：11回、R3：14回、R2：13回）

○引き続き、大学等の学生支援担当の教職員を対象とした会議等の

様々な機会を通じて、学生の自殺予防に関する指導の充実について

の理解啓発を図る予定

○独立行政法人日本学生支援機構において、大学等の教職員に対

し、自殺を含む学生の心の問題や成長支援に関する正しい知識の習

得と理解を促進する取組を実施

○独立行政法人日本学生支援機構において、大学等の

教職員に対し、自殺を含む学生の心の問題や成長支援

に関する正しい知識の習得と理解を促進する「心の問

題と成長支援ワークショップ」を実施

○参加者数（R5：98名、R4：97名、R3：58名、R2：

63名）

※R2～R4においてはオンライン開催

○独立行政法人日本学生支援機構において、大学等の教職員に対

し、自殺を含む学生の心の問題や成長支援に関する正しい知識の習

得と理解を促進する取組を実施予定

○「自殺予防週間」の実施や自殺対策基本法の趣旨等について周知

を行うことによる専修学校での自殺対策教育の推進

○「自殺予防週間」の実施や自殺対策基本法の趣旨等について周知

を行うことによる専修学校での自殺対策教育の推進予定

○自殺対策推進センターにおいて、地域自殺対策推進センターに関

わる都道府県・市町村担当者の研修等を実施

○「生きることの包括的支援のための基礎研修」にお

いて実施

○生きることの包括的支援のための基礎研修参加者数

（R5：950人、R4：1,646人、R3：1,954人）

○引き続き、地域保健スタッフ等の資質の向上を図る予定

○自殺対策推進センターにおいて、地域の自殺未遂者・自死遺族支

援に関わる民学官関係者の資質向上のための研修を実施

○地域の自殺未遂者・自死遺族支援に関わる民学官関

係者の資質向上のための研修を実施

○地域における自殺未遂者支援事業研修参加者数

（R3：1,183人）

○地域における自殺未遂者支援事業研修（医療機関と

自治体の連携推進編）参加者数（R5：474人、R4：126

人）

○引き続き、地域保健スタッフ等の資質の向上を図る予定

【令和5年度予算額：調査研究等業務交付金　488,925千円の内数】 【令和6年度予算額：調査研究等業務交付金　600,988千円の内数】

○全国の産業保健総合支援センター等において、産業保健スタッフ

等に対する研修等を実施

○全国の産業保健総合支援センター等において、産業

保健スタッフ等に対する研修を実施

○研修回数（R4：5,746件、R3：6,842件、R2：5,825

件）

○全国の産業保健総合支援センター等において、産業保健スタッフ

等に対する研修等を実施予定

【令和5年度予算額：4,294百万円の内数】 【令和6年度予算額：4,868百万円の内数】

○介護支援専門員の資質向上を図るための研修を実施 ○全ての都道府県において、介護支援専門員の資質向

上を図るための研修を実施

○研修実施都道府県（R4：47都道府県、R3：47都道府

県）

○引き続き、介護支援専門員の資質向上を図るための研修を実施予

定

【令和5年度予算額：137億円の内数】 【令和6年度予算額：97億円の内数】

○社会福祉士の養成課程において日常生活と心の健康や心理的支援

の方法などを学習し、必要な知識及び技能を修得した社会福祉士を

養成

○前年度に比べて、社会福祉士の登録者数は14,411人

の増加

○登録者数（R4：280,968人、R3：266,557人、R2：

257,293人、R1：245,181人）

○引き続き、社会福祉士の養成課程における取り組みを実施

○介護福祉士の養成課程においてこころのしくみの理解や老化や認

知症に伴うこころとからだの変化と日常生活などを学習し、必要な

知識及び技能を修得した介護福祉士を養成

○前年度に比べて、介護福祉士の登録者数は62,763人

の増加

○登録者数（R4：1,881,860人、R3：1,819,097人、

R2：1,754,486人、R1：1,694,630人）

○引き続き、介護福祉士の養成課程における取り組みを実施

（3）かかりつけの医師等の自殺リスク評

価及び対応技術等に関する資質の向上

厚生労働省

（4）教職員に対する普及啓発等 文部科学省

厚生労働省

（5）地域保健スタッフや産業保健スタッ

フの資質の向上

厚生労働省

厚生労働省

厚生労働省

（6）介護支援専門員等に対する研修
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自殺総合対策大綱に基づく施策の実施状況について

自殺総合対策大綱の項目 担当省庁
令和５年度の主な取組状況

【令和５年度予算額】
これまでの取組の成果の評価

これまでの取組の実績値

【目標値】

今後の課題と令和６年度の実施予定

【令和６年度予算額】

実施状況

○「民生委員・児童委員研修事業」として各都道府県、政令指定都

市、中核市が実施する以下の研修を支援

①単位民生委員・児童委員協議会会長に必要な指導力を習得させる

ための研修

②中堅の民生委員・児童委員に必要な活動力を習得させるための研

修

③新任の民生委員・児童委員に必要な基礎知識及び技術を習得させ

るための研修

○各都道府県、政令指定都市、中核市が実施する以下

の研修を支援

①単位民生委員・児童委員協議会会長に必要な指導力

を習得させるための研修

②中堅の民生委員・児童委員に必要な活動力を習得さ

せるための研修

③新任の民生委員・児童委員に必要な基礎知識及び技

術を習得させるための研修

○補助実施自治体数（R5：98自治体、R4：97自治体、

R3：96自治体、R2：93自治体）

○「民生委員・児童委員研修事業」として各都道府県、政令指定都

市、中核市が実施する以下の研修を支援予定

①単位民生委員・児童委員協議会会長に必要な指導力を習得させる

ための研修

②中堅の民生委員・児童委員に必要な活動力を習得させるための研

修

③新任の民生委員・児童委員に必要な基礎知識及び技術を習得させ

るための研修

【令和5年度予算額：373億円の内数】 【令和6年度予算額：358億円の内数】

○自治体の相談員等の資質の向上を図るための「多重債務者相談の

手引き」の普及

○自治体の相談員等の資質の向上を図るための「多重

債務者相談の手引き」の普及

○自治体の相談員等の資質の向上を図るため、引き続き、「多重債

務者相談の手引き」を普及予定

○金融サービス利用者相談室の相談員に対して、映像（内閣府作成

（「こころのサインに気づいたら」）ゲートキーパー養成研修用

DVD）を利用した研修を実施（相談室）

○金融サービス利用者相談室の相談員に対して、映像

（内閣府作成（「こころのサインに気づいたら」）

ゲートキーパー養成研修用DVD）を利用した研修を実

施

○研修開催回数（R5：年１回、R4：年１回、R3：年1

回、R2：年1回、R1：年1回）

○受講者数（R5：21名、R4：22名、R3：22名、R2：

22名、R1：22名）

○金融サービス利用者相談室の相談員に対して、映像（内閣府作成

（「こころのサインに気づいたら」）ゲートキーパー養成研修用

DVD）を利用した研修を実施予定

○「地方消費者行政強化交付金」等により地方公共団体が実施する

取組に対する支援を実施

○「地方消費者行政強化交付金」等を通じ、引き続き地方公共団体

が実施する取組への支援を実施予定

【令和５年度予算額：17.5億円の内数】 【令和６年度予算額：16.5億円の内数】

○独立行政法人国民生活センターにおける、地方公共団体の消費生

活相談員等に対する多重債務問題に関する研修実施

○国民生活センターで開催される多重債務問題やギャ

ンブル等依存症に関する研修を消費生活相談員が受け

られるように支援（国民生活センターにおける多重債

務問題に関する研修）

○研修開催回数（R5：年6回、R4：年6回、R3：年5

回、R2：年2回、R1：年2回）

○受講者数（R5：415人、R4：433人、R3：199名、

R2：41名、R1：74名）

○引き続き、独立行政法人国民生活センターにおいて、地方公共団

体の消費生活相談員等に対し、多重債務問題などに関する研修を実

施予定

【令和5年度予算額：33.7億円の内数】 【令和6年度予算額：31.7億円の内数】

○消費生活相談員等を対象とした、ギャンブル等依存症に関する相

談拠点との具体的な連携方法や相談実施方法等を整理した対応マ

ニュアルを活用

○消費生活相談員等を対象とした、ギャンブル等依存

症に関する相談拠点との具体的な連携方法や相談実施

方法等を整理した対応マニュアルを策定（平成29年度

策定、平成30年度及び令和元年度改定）

○研修回数（R5：年3回、R4：年2回、R3：年2回、

R2：年1回、R1：年6回）

※令和5年度は単独ではなく、多重債務問題に関する研

修と合同でギャンブル等依存症に関する研修を実施

○引き続き、独立行政法人国民生活センターにおいて、地方公共団

体の消費生活相談員等に対し、ギャンブル等依存症対策を含む研修

を実施予定

○引き続き、消費生活相談において、対応マニュアルを活用予定

経済産業省 ○全国商工会連合会、日本商工会議所を通じて各商工会連合会・商

工会議所の経営安定特別相談室にて中小企業者の相談を受ける際に

は、必要に応じて他の中小企業支援機関等と連携を図るなど、より

一層きめ細かく対応するように要請

○全国商工会連合会、日本商工会議所を通じて各商工

会連合会・商工会議所の経営安定特別相談室にて中小

企業者の相談を受ける際には、必要に応じて他の中小

企業支援機関等と連携を図るなど、より一層きめ細か

く対応するように要請

○全国商工会連合会、日本商工会議所を通じて各商工会連合会・商

工会議所の経営安定特別相談室にて中小企業者の相談を受ける際に

は、必要に応じて他の中小企業支援機関等と連携を図るなど、より

一層きめ細かく対応するように要請予定

○各都道府県労働局において、求職者の抱える課題に応じた支援

サービスを提供するため、ハローワークの職員に対してキャリアコ

ンサルティング研修を実施

○労働大学校及び各労働局においてキャリアコンサル

ティング等の相談技法向上のための研修を実施

○受講者数（R4：1,755名、R3：1,632名、R2：639

名）

○引き続き、求職者の抱える課題に応じた支援サービスを提供する

ため、ハローワーク職員に対するキャリアコンサルティング研修を

実施予定

【令和5年度予算額：74,972千円の内数】 【令和6年度予算案：75,154千円の内数】

○自治体の担当職員の資質の向上を図るため、生活保護担当ケース

ワーカー全国研修会において、メンタルヘルスに関する講義を実施

○毎年、年に1回開催される、生活保護担当ケースワー

カー全国研修会で、全国の地方自治体のケースワー

カーに対し、メンタルヘルスに関する講義を実施。受

講者からは、自分自身の対応等を見直すことができた

などの評価を得ている。

※オンラインにて実施

○動画視聴回数（R5：集計中、R4：108回、R3：540

回、R2：2,006回）

※令和3年度と令和4年度は同じ映像教材を配信

○引き続き、生活保護担当ケースワーカーが参加する研修等の機会

を通じて、メンタルヘルスに関する講習を実施予定

○生活困窮者自立支援制度人材養成研修の相談支援員研修等におい

て、ひきこもりの状態にあり精神的な落ち込みのある方を含む、多

様な課題を抱える困窮者一人ひとりに寄り添った支援について講義

を実施。

○相談支援員等の支援員研修において、ひきこもりの

状態にあり精神的な落ち込みのある方を含む、多様な

課題を抱える困窮者一人ひとりに寄り添った支援につ

いて講義を実施。受講者から、本人視点の重要性が理

解できたなどの評価を得ている。

○受講者数（R5：集計中、R4：2,289人、R3：2,059

人、R2：1,978人）

○引き続き、生活困窮者自立支援制度に携わる人材の養成に向けた

研修を実施予定

【令和5年度予算額：生活困窮者就労準備支援事業費等補助金　396

億円の内数】

【令和6年度予算：生活困窮者就労準備支援事業費等補助金　358億

円の内数】

警察庁 ○警察職員が自殺者、自殺者遺族、自殺未遂者等に関係する業務に

従事する場合には、自殺者の名誉や自殺者遺族、自殺未遂者等の心

情等を不当に傷つけることのないよう、適切な遺族等への対応を実

施

○警察職員が自殺者、自殺者遺族、自殺未遂者等に関

係する業務に従事する場合には、自殺者の名誉や自殺

者遺族、自殺未遂者等の心情等を不当に傷つけること

のないよう、適切な遺族等への対応を実施

○警察職員が自殺者、自殺者遺族、自殺未遂者等に関係する業務に

従事する場合には、自殺者の名誉や自殺者遺族、自殺未遂者等の心

情等を不当に傷つけることのないよう、適切な遺族等への対応を引

き続き実施予定

（9）遺族等に対応する公的機関の職員の

資質の向上

（7）民生委員・児童委員等への研修 厚生労働省

（8）社会的要因に関連する相談員の資質

の向上

金融庁

消費者庁

厚生労働省

厚生労働省
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自殺総合対策大綱に基づく施策の実施状況について

自殺総合対策大綱の項目 担当省庁
令和５年度の主な取組状況

【令和５年度予算額】
これまでの取組の成果の評価

これまでの取組の実績値

【目標値】

今後の課題と令和６年度の実施予定

【令和６年度予算額】

実施状況

総務省 ○消防職員が遺族等に対して適切な対応を図れるよう、各消防本部

や各消防学校での教養訓練を通じた消防職員の資質向上

○消防職員が遺族等に対して適切な対応を図れるよ

う、各消防本部や各消防学校での教養訓練を通じた消

防職員の資質向上

○消防職員が遺族等に対して適切な対応を図れるよう、各消防本部

や各消防学校での教養訓練を通じた消防職員の資質向上に取り組む

予定

○厚生労働省ホームページにおけるゲートキーパーのページを分か

りやすく見直しSNS等で情報発信するとともに、政府広報インター

ネットバナー広告、政府広報BS番組におけるゲートキーパーの特集

等により広く国民に周知。

○自殺予防週間及び自殺対策強化月間において、ポス

ターの掲示やインターネット広告により、ゲートキー

パーの役割を示すなどを周知

○ゲートキーパーについて聞いたことのある人の割合

（R3：12.3％、H28：11.3％）【目標値：33％】

※自殺対策に関する意識調査

○ホームページの更なる改善、SNSや政府広報等による広報の取組

を推進していく。

○ゲートキーパー基盤整備事業において、新たなゲートキーパー研

修教材の作成及び研修講師の養成・確保を行うことにより、全国の

自治体でゲートキーパーの養成に取り組んでいくための基盤を構築

【令和5年度予算額：自殺総合対策啓発推進経費　62,817千円】 【令和6年度予算額：自殺総合対策啓発推進経費　62,793千円】

【令和6年度予算額：自殺対策事業委託費　29,179千円】

文部科学省 ○SOSの受け止め方等に関する周知徹底 ○各教育委員会等の生徒指導担当者や、校長・教頭な

どの管理職を対象に、「児童生徒の自殺予防に関する

普及啓発協議会」等において、SOSの出し方に関する

教育の教材例を示すとともに、教職員をはじめとした

大人がSOSを受け止める体制の構築や心の危機に陥っ

た友人のSOSの受け止め方等も児童生徒に教えること

を周知

○普及啓発協議会開催（R5：10ブロック、R4：10ブ

ロック、R3：10ブロック、R2：10ブロック、R1：10

ブロック）

○SOSの受け止め方等について、各教育委員会等の生徒指導担当者

や、校長・教頭などの管理職を対象に「児童生徒の自殺予防に関す

る普及啓発協議会」等を開催し、引き続き周知を実施予定

○自殺対策推進センターにおける相談員自らの心の健康を維持する

ための対応方法を盛り込んだ各種研修

○「令和4年度自殺未遂者ケア研修（一般救急版、精神

科救急版）」において、相談者の心のケアに関する事

項を掲載

○一般救急版自殺未遂者ケア研修参加者数（R5：111

人、R4：90人、R3：54人、R2：39人）

○精神救急版自殺未遂者ケア研修参加者数（R5：51

人、R4：111人、R3：62人、R2：41人）

○かかりつけ医版自殺未遂者ケア研修参加者数（R5：

379人、R4：331人）

○引き続き、相談員自らの心の健康を維持するための対応方法を盛

り込んだ各種研修を実施予定

【令和5年度予算額：調査研究等業務交付金　488,925千円の内数】 【令和6年度予算額：調査研究等業務交付金　600,988千円の内数】

○地域自殺対策強化交付金を活用した自殺等の悩みを抱える者を支

援する家族等に対する支援

○地域自殺対策強化交付金を活用した自殺等の悩みを

抱える者を支援する家族等に対する支援

○自死遺族支援機能構築事業数（R4：101事業、R3：

105事業、R2：101事業）

○引き続き、地域自殺対策強化交付金を活用し、自殺等の悩みを抱

える者を支援する家族等に対する支援を実施予定

【令和5年度予算額：地域自殺対策強化交付金 2,983,133千円の内

数】

【令和6年度予算額：地域自殺対策強化交付金 3,050,247千円の内

数】

○地方公共団体職員等を対象とした、地域において自殺総合対策を

推進するための研修の実施

○研修を通じて地域自殺対策推進センター担当者及び

市町村自殺対策担当者の資質向上を促進

○研修会開催（R5：3回、R4：8回、R3：10回、R2：1

回）

○引き続き、自殺対策推進センターにおいて研修を実施予定

【令和5年度予算額：調査研究等業務交付金　488,925千円の内数】 【令和6年度予算額：調査研究等業務交付金　600,988千円の内数】

○「過労死等防止対策推進法」及び「過労死等の防止のための対策

に関する大綱」に基づいた、調査研究等、啓発、相談体制の整備

等、民間団体の活動に対する支援等の過労死等の防止に関する対策

への取組

○過労死等が多く発生していると指摘のある職種・業

種についての調査研究を実施し、その結果を広く国民

に発信

○過労死等防止対策推進シンポジウムの開催

○シンポジウム開催会場（R5：48会場及びインター

ネット会場、R4：48会場及びインターネット会場、

R3：48会場、R2：48会場、R1：48会場）【目標値：

48会場】

○シンポジウム参加者数（R5：集計中、R4：4,502人

（インターネット会場を除く）、R3：4,423人、R2：

3,701人、R1：5,753人）【目標値：4,463人以上】

○引き続き、調査研究等、シンポジウム等による啓発、相談体制の

整備等、民間団体の活動に対する支援等の過労死等の防止に関する

対策に取り組む予定

【令和5年度予算額：274,647千円】 【令和6 年度予算額：　285,339千円】

○事業場におけるメンタルヘルス対策の更なる普及のための「労働

者の心の健康の保持増進のための指針」の普及啓発、ストレス

チェック制度の実施の徹底

○事業場におけるメンタルヘルス対策の更なる普及の

ための「労働者の心の健康の保持増進のための指針」

の普及啓発、ストレスチェック制度の実施の徹底

○事業場におけるメンタルヘルス対策の更なる普及のための「労働

者の心の健康の保持増進のための指針」の普及啓発、ストレス

チェック制度の実施の徹底を図る予定

○全国の産業保健総合支援センター等において、メンタルヘルス対

策に係る事業場への訪問支援を実施

○全国の産業保健総合支援センター等において、メン

タルヘルス対策に係る事業場への訪問支援を実施

○訪問件数（R4：3,125件、R3：10,922件、R2：

10,016件）

○全国の産業保健総合支援センター等において、メンタルヘルス対

策に係る事業場への訪問支援を実施予定

○全国の産業保健総合支援センターにて、産業保健スタッフ等への

研修を実施

○全国の産業保健総合支援センターにて、産業保健ス

タッフ等への研修を実施

○研修回数（R4：5,746件、R3：6,842件、R2：5,825

件）

○全国の産業保健総合支援センターにて、産業保健スタッフ等への

研修を実施予定

○全国の地域産業保健センターにてメンタルヘルス不調の労働者に

対する個別訪問等を実施

○全国の地域産業保健センターにてメンタルヘルス不

調の労働者に対する個別訪問等を実施

○訪問件数（R4：100,372件、R3：102,029件、R2：

86,379件）

○全国の地域産業保健センターにてメンタルヘルス不調の労働者に

対する個別訪問等を実施予定

厚生労働省

（9）遺族等に対応する公的機関の職員の

資質の向上

（10）様々な分野でのゲートキーパーの養

成

厚生労働省

（11）自殺対策従事者への心のケアの推進 厚生労働省

（12）家族や知人、ゲートキーパー等を含

めた支援者への支援

（13）研修資材の開発等 厚生労働省

5　心の健康を支援する環境の整備と心の健康づくりを推進する取組

（1）職場におけるメンタルヘルス対策の

推進

厚生労働省

厚生労働省
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自殺総合対策大綱に基づく施策の実施状況について

自殺総合対策大綱の項目 担当省庁
令和５年度の主な取組状況

【令和５年度予算額】
これまでの取組の成果の評価

これまでの取組の実績値

【目標値】

今後の課題と令和６年度の実施予定

【令和６年度予算額】

実施状況

○小規模事業場等に対して、ストレスチェックの実施等に対する助

成を実施

○事業主団体等に対して、中小企業等に対する産業保

健サービスの提供に対する助成を実施

○助成実施数（R4：22,312件、R3：10,220件、R2：

7,846件）

○事業主団体等に対して、中小企業等に対する産業保健サービスの

提供に対する助成を実施予定

【令和5年度予算額：4,294百万円の内数】 【令和6年度予算額：4,868百万円の内数】

○働く人のメンタルヘルス・ポータルサイト「こころの耳」にて、

情報提供や電話相談等を実施

○働く人のメンタルヘルス・ポータルサイト「こころ

の耳」にて情報提供を実施するとともに、電話相談、

メール相談等を実施

○電話相談件数（R4：27,177件、R3：22,789件、R2：

12,068件）

○メール相談件数（R4：4,234件、R3：6,119件、R2：

6,199件）

○SNS相談件数（R4：7,808件、R3：6,438件、R2：

8,024件）

○働く人のメンタルヘルス・ポータルサイト「こころの耳」にて、

情報提供や電話相談等を実施予定

【令和5年度予算額：286百万円の内数】 【令和6年度予算額：305百万円の内数】

○職場におけるハラスメント対策を総合的に推進 ○引き続き、職場におけるハラスメント対策を総合的に推進予定

○セクハラ、パワハラ等の職場のハラスメント撲滅に向けて、「ハ

ラスメント撲滅月間」を設定し、シンポジウムの開催等による集中

的な周知啓発を実施

○引き続き、セクハラ、パワハラ等の職場のハラスメント撲滅に向

けて、「ハラスメント撲滅月間」を設定し、シンポジウムの開催等

による集中的な周知啓発を実施予定

○ポータルサイトを通じて、広く国民及び労使への周知・広報や労

使の具体的な取組の促進

○ポータルサイトを通じた国民及び労使への周知・広

報や労使の具体的な取組の促進

○ポータルサイト「あかるい職場応援団」月平均アク

セス数（R4： 190,223件、R3：177,687件、R2：

143,913件、R1：161,941件）

○引き続き、ポータルサイトやセミナーを通じて、広く国民及び労

使への周知・広報や労使の具体的な取組を促進予定

○ハラスメント被害を受けた労働者からの相談に迅速に対応するた

め都道府県労働局の相談体制を強化し、平日の夜間や休日も対応す

るフリーダイヤル・メール・SNSによる相談窓口を設置

○カスタマーハラスメント及び就活ハラスメントに悩む労働者や求

職者等からの相談体制を強化

【令和5年度予算額：636,102千円の内数】 【令和6年度予算額：670,570千円の内数】

○健康経営度調査にて、メンタルヘルス不調の予防や不調者への復

職支援、就業と治療の両立支援に関する事業者の取り組みを調査

○健康経営度調査にて、メンタルヘルス不調の予防や

不調者への復職支援、就業と治療の両立支援に関する

事業者の取り組みを調査

○メンタルヘルス不調の予防等に取り組む法人数

（R5：3,366法人、R4：3,051法人、R3:2,791法人、

R2:2,459法人）

○健康経営度調査にて、メンタルヘルス不調の予防や不調者への復

職支援、就業と治療の両立支援に関する事業者の取り組みを引き続

き調査予定

【令和5年度予算額：880,000千円の内数】 【令和6年度予算：1,140,000千円の内数】

○自殺対策推進センターにおいて、自治体・精神保健福祉センター

職員等を対象とした研修を実施するとともに、関係機関相互間にお

ける連携体制を推進

○自治体・精神保健福祉センター職員等を対象とした

「生きることの包括的支援のための基礎研修」等の実

施により資質向上と関係機関相互間の連携体制を推進

○生きることの包括的支援のための基礎研修参加者数

（R5：950人、R4：1,646人、R3：1,954人）

○引き続き、自治体・精神保健福祉センター職員等を対象とした研

修等を実施するとともに、関係機関相互間における連携体制を推進

予定

【令和5年度予算額：調査研究等業務交付金　488,925千円の内数】 【令和6年度予算額：調査研究等業務交付金　600,988千円の内数】

文部科学省 ○公民館等の社会教育施設における心の健康づくりにつながる自主

的な取組を促進するための地域住民による学びの事例収集・横展開

○心の健康づくりにつながる地域住民による学びの事

例等の収集・横展開を実施

○引き続き、公民館等の社会教育施設における心の健康づくりにつ

ながる自主的な取組を促進するため、地域住民による学びの事例収

集・横展開を図る予定

○地域住民が集い、憩うことのできる環境の形成を図るため、歩い

て行ける身近な都市公園の整備等の推進

○地域住民が集い、憩うことのできる環境の形成を図

るため、歩いて行ける身近な都市公園の整備等の推進

○全国の都市公園等の整備量（R4：集計中、R3：10.8

㎡／人、R2：10.7㎡／人、R1：10.7㎡／人）【R7目標

値11.4㎡／人】

○地域住民が集い、憩うことのできる環境の形成を図るため、歩い

て行ける身近な都市公園の整備等を推進予定

【令和5年度予算額：国営公園等整備費　9,225百万円の内数】

【令和5年度予算額：都市公園防災事業費補助　1,791百万円の内

数】

【令和5年度予算額：社会資本整備総合交付金等　1,400,643百万円

の内数】

【令和6年度予算額：国営公園等整備費　9,903百万円の内数】

【令和6年度予算額：都市公園防災事業費補助　1,146百万円の内

数】

【令和6年度予算額：社会資本整備総合交付金等　1,377,105百万円

の内数】

○高齢者等の生きがいづくりやリハビリ等を目的とした農園の整備

の支援

○高齢者等の生きがいづくりやリハビリ等を目的とし

た農園の整備等を支援し、農山漁村における雇用の創

出等に寄与

○農園の整備（R5：１件 3.2百万円、R4：0件、R3：1

件 1.5百万円、R2：1件 5百万円、R1：3件 3百万円）

○高齢者の生きがいづくりやリハビリ等を目的とした農園の整備等

を支援予定

○高齢者の生きがい発揮のための地域住民活動支援促進施設の整備

の支援

○高齢者の生きがい発揮のための地域住民活動支援促

進施設の整備等を支援し、農山漁村における雇用の創

出等に寄与

○地域住民活動支援促進施設の整備（R5：2件43百万

円、R4：1件3百万円、R3：1件 1百万円）

○高齢者の生きがい発揮のための地域住民活動支援促進施設の整備

等を支援予定

【令和5年度予算額：農山漁村振興交付金　9,070百万円の内数】 【令和6年度予算額：農山漁村振興交付金　8,389百万円の内数】

国土交通省

（1）職場におけるメンタルヘルス対策の

推進

厚生労働省

厚生労働省

経済産業省

（2）地域における心の健康づくり推進体

制の整備

厚生労働省

農林水産省
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自殺総合対策大綱に基づく施策の実施状況について

自殺総合対策大綱の項目 担当省庁
令和５年度の主な取組状況

【令和５年度予算額】
これまでの取組の成果の評価

これまでの取組の実績値

【目標値】

今後の課題と令和６年度の実施予定

【令和６年度予算額】

実施状況

○山村地域の高齢者の生きがい発揮のため、特用林産物の生産基盤

の整備等の生産環境づくりの支援

○特用林産物の生産振興を通じ、山村地域における就

業機会の創出や国産きのこの生産量の維持に貢献

○特用林産振興施設整備（R5：１件45百万円、R4：6

件 157百万円、R3：6件 413百万円、R2：5件 117百万

円、R1：7件 331百万円）

○山村地域の高齢者の生きがい発揮のため、特用林産物の生産基盤

の整備等の生産環境づくりの支援を実施予定

【令和5年度予算額：森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策の

うち林業・木材産業循環成長対策　7,225百万円の内数】

【令和6年度予算額：森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策の

うち林業・木材産業循環成長対策　6,410百万円の内数】

○教育相談体制の更なる充実に向け、スクールカウンセラー等活用

事業、スクールソーシャルワーカー活用事業を実施

○ニッポン一億総活躍プラン等において平成31年度ま

でにスクールソーシャルワーカーを全ての中学校区（1

万中学校区）・スクールカウンセラーを全公立小中学

校（27,500校）に配置することを目標とし、令和元年

度以降はそのための予算を計上

○スクールソーシャルワーカーの対応中学校区（R4：

7,773校区、R3：7,656校区、R2：7,520校区）【目

標：全ての中学校区（1万中学校区）】

○スクールカウンセラーの対応公立小中学校（R4：

27,086校区、R3：27,005校、R2：26,686校）【目標：

全ての公立小中学校（27,500校）】

○スクールカウンセラー等を活用した教育プログラムの実施を支援

予定

○教育相談体制の更なる充実に向け、オンライン等の活用も含めた

スクールカウンセラー等活用事業を計上

【令和5年度予算額：8,544百万円の内数】 【令和6年度予算額：8,766百万円の内数】

○スクールカウンセラー及びスクールソーシャルワーカーの常勤化

に向けた調査研究

○スクールカウンセラー及びスクールソーシャルワーカーの常勤化

に向けた調査研究を実施予定

【令和5年度予算額：9百万円】 【令和6年度予算額：8百万円】

○緊急スクールカウンセラー等活用事業を実施 ○緊急スクールカウンセラー等活用事業を実施予定

【令和5年度予算額：1,572百万円】 【令和6年度予算額：1,503百万円】

○独立行政法人日本学生支援機構において、大学等の教職員に対

し、自殺を含む学生の心の問題や成長支援に関する正しい知識の習

得と理解を促進する取組を実施

○独立行政法人日本学生支援機構において、大学等の

教職員に対し、自殺を含む学生の心の問題や成長支援

に関する正しい知識の習得と理解を促進する「心の問

題と成長支援ワークショップ」を実施

○参加者数（R5：98名、R4：97名、R3：58名、R2：

63名）

※R2～R4においてはオンライン開催

○独立行政法人日本学生支援機構において、大学等の教職員に対

し、自殺を含む学生の心の問題や成長支援に関する正しい知識の習

得と理解を促進する取組を実施予定

○学校における労働安全衛生管理体制の整備を促す取組を実施 ○労働安全衛生管理体制の整備を促進するため、各種

通知・会議等を通じて、各教育委員会に対して指導・

啓発を実施

○実施回数（R4：7回、R3：4回、R2：4回） ○引き続き、学校における労働安全衛生管理体制の整備を促す取組

を実施予定

文部科学省 ○SOSの受け止め方等に関する周知徹底 ○「児童生徒の自殺予防に関する普及啓発協議会」等

において、SOSの出し方に関する教育の教材例を示す

とともに、教職員をはじめとした大人がSOSを受け止

める体制の構築や心の危機に陥った友人のSOSの受け

止め方等も児童生徒に教えることを周知

○普及啓発協議会開催（R5：10ブロック、R4：10ブ

ロック、R3：10ブロック、R2：10ブロック、R1：10

ブロック）

○SOSの受け止め方等について、各教育委員会等の生徒指導担当者

や、校長・教頭などの管理職を対象に「児童生徒の自殺予防に関す

る普及啓発協議会」等を開催し、引き続き周知を実施予定

○相談員による日常生活上の相談支援や住民交流会の開催など、被

災者に対する見守り・相談活動を支援

○被災3県における相談員等による見守り実施回数の推

移（R4：316,868回、R3：322,655回、R2：386,812

回）

○引き続き、相談員による日常生活上の相談支援や住民交流会の開

催など、被災者に対する見守り・相談活動を支援予定

○保健師による巡回保健指導などの各種健康支援活動やそれらを担

う専門人材の確保など、被災自治体における健康支援活動

○被災3県における個別訪問による健康支援の実施件数

（R4：74件※、R3：1,180件、R2：18,219件）

※R4については、集団支援の件数63件を含む（集団支

援の参加者は1,268人）。

○引き続き、保健師による巡回保健指導などの各種健康支援活動や

それらを担う専門人材の確保など、被災自治体における健康支援活

動実施予定

○心のケアセンターにおいて被災者への個別相談支援や支援者支援

等を実施

○相談件数は全体として漸減傾向にあるが、依然とし

て高い水準で推移していることから、引き続き支援し

ていくことが重要であると認識

○被災3県における相談件数の推移（R4：15,867件、

R3：17,302件、R2：18,210件）

○引き続き、心のケアセンターにおいて被災者への個別相談支援や

支援者支援等を実施予定

○こどものいる被災した家庭等への訪問による心身の健康に関する

相談・支援、遊具の設置やこどもの心と体のケアなどの総合的な支

援

○避難生活の長期化や災害公営住宅等への移転などに

伴い、被災者をとりまく課題が多様化する中、被災自

治体等が直面する課題・ニーズに的確に対応し、効果

的な被災者支援活動の支援を実施

○子育てイベントの開催実施回数の推移（R4：123

回、R3：142回、R2：223回）

○引き続き、こどものいる被災した家庭等への訪問による心身の健

康に関する相談・支援、遊具の設置やこどもの心と体のケアなどの

総合的な支援予定

【令和５年度予算額：102億円の内数】 【令和6年度予算(案)額：93億円の内数】

厚生労働省 ○災害発生直後からこどもの心のケアができる体制を確保するよう

周知

○各教育委員会等の生徒指導担当者等を対象としたいじめに関する

行政説明を開催（令和５年度78箇所）し、被災児童生徒へのいじめ

も含め、いじめに対して適切な対応が行われるよう周知

○各教育委員会等の生徒指導担当者等を対象としたい

じめに関する行政説明の開催等を通じて、各教育委員

会・学校等における被災児童生徒へのいじめに対する

適切な対応が行われるよう周知

○行政説明実施（R5:78箇所、R3：37箇所、R2：11箇

所、R1：35箇所）

○引き続き、各教育委員会等の生徒指導担当者等を対象としたいじ

めに関する行政説明を開催し、被災児童生徒へのいじめも含め、い

じめに対して適切な対応が行われるよう周知していく予定

○被災した地方公共団体等が学校などにスクールカウンセラー等を

派遣するために、緊急スクールカウンセラー等活用事業として必要

な経費を支援

○緊急スクールカウンセラー等活用事業として、ス

クールカウンセラー等を配置

○配置人数（R4：589人、R3：621人、R2：800人） ○緊急スクールカウンセラー等活用事業を計上予定

【令和5年度予算額：1,572百万円】 【令和6年度予算額：1,503百万円】

（4）大規模災害における被災者の心のケ

ア、生活再建等の推進

復興庁

文部科学省

（2）地域における心の健康づくり推進体

制の整備

農林水産省

（3）学校における心の健康づくり推進体

制の整備

文部科学省
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自殺総合対策大綱に基づく施策の実施状況について

自殺総合対策大綱の項目 担当省庁
令和５年度の主な取組状況

【令和５年度予算額】
これまでの取組の成果の評価

これまでの取組の実績値

【目標値】

今後の課題と令和６年度の実施予定

【令和６年度予算額】

実施状況

○DPATのうち、特に、発災から概ね48時間以内に、被災した都道府

県において、本部機能の立ち上げや急性期の精神科医療ニーズへの

対応等を行う隊を「DPAT先遣隊」として位置付け、DPAT体制整備

事業を通じて、隊員の養成研修・技能維持研修を実施

○各都道府県の災害拠点精神科病院の整備を進めるため、耐震化の

ための施設整備費等の財政支援を実施

○DPAT先遣隊員の着実な増加

　研修修了者数（R5：183名、R4：115名、R3：35

名）

○災害拠点精神科病院の着実な増加

　新規指定数（R5：3病院、R4：6病院、R3：7病院）

　（令和６年3月現在）

○46都道府県110機関にDPAT先遣隊を配置

　【目標値】47都道府県全てにDPAT先遣隊を配置

○26都府県45病院が災害拠点精神科病院に指定

　【目標値】都道府県ごとに必要数を整備

　（少なくとも県内に1カ所以上の整備）

　（令和６年3月現在）

○引き続き、DPAT先遣隊員の養成研修・技能維持研修を実施予定

○引き続き、各都道府県の災害拠点精神科病院の整備を進めるた

め、耐震化のための施設整備費等の財政支援を実施予定

【令和5年度予算：（DPAT体制整備事業）61百万円】

【令和4年度補正予算額（繰越分）：（災害拠点精神科病院施設整備

事業）7.5億円】

【令和6年度予算：（DPAT体制整備事業）64百万円】

【令和5年度補正予算額（繰越分）：（災害拠点精神科病院施設整備

事業）10.0億円】

○自殺対策推進センターは、新型コロナウイルス感染症の流行のた

め、内閣官房新型コロナウイルス感染症対策推進室（当時）と協定

を締結し、令和2年6月に「新型コロナウイルス感染症　支援情報ナ

ビ」を制作し、適宜情報を更新

○新型コロナウイルスが5類に引き下げられ、サイトの更新は終了

○精神科を専門としない医師等に対し、うつ病診断能力の向上を目

的に「かかりつけ医等心の健康対応力向上研修」を実施

○精神科を専門としない医師等に対し、うつ病診断能

力の向上を目的に「かかりつけ医等心の健康対応力向

上研修」を実施

○受講者数（R4：2,020人、R3：1,942人、R2：1,092

人）

○引き続き、精神科を専門としない医師等に対し、うつ病診断能力

の向上を目的に「かかりつけ医等心の健康対応力向上研修」を実施

予定

【令和５年度予算額：地域生活支援事業等　399億円の内数】 【令和６年度予算：地域生活支援事業等　408億円の内数】

○自殺対策推進センターでは、連動性を向上させる研修を実施 ○自殺対策推進センターでは、「生きることの包括的

支援のための基礎研修」として連動性を向上させる研

修を実施

○生きることの包括的支援のための基礎研修参加者数

（R5：950人、R4：1,646人、R3：1,954人）

○重層的支援体制整備事業及び移行準備事業（重層事

業等）を実施する自治体を対象に、自殺対策に係る多

機関協働による対応事例の情報を収集するとともに、

当該情報を整理した事例集を作成・提供（掲載事例

数：7事例（R5)、7事例（R4））

○重層事業等を実施しており、かつ、事例情報の提供

のあった自治体のうち、希望のあった自治体を対象

に、連携体制構築等に向けた研修や助言等を実施（3自

治体（R5)、6自治体（R4））

○引き続き、自殺対策推進センターでは、連動性を向上させる研修

を実施予定

○重層事業等実施自治体を対象にした事例収集ならびに研修・助言

等の実施、および事例集の作成・提供についても、継続して実施予

定

【令和5年度予算額：調査研究等業務交付金　488,925千円の内数】 【令和6年度予算額：調査研究等業務交付金　600,988千円の内数】

○自殺対策推進センターにおいて、精神科医療を担う人材育成のた

めの各種研修等を実施

○精神保健医療を担う人材育成のため、自殺未遂者ケ

ア研修「一般救急版」、「精神科救急版」、「かかり

つけ医版」等の各種研修等を実施

○自殺未遂者ケア研修「一般救急版」参加者数（R5：

111人、R4：90人、R3：54人、R2：39人）

○自殺未遂者ケア研修「精神科救急版」参加者数

（R5：51人、R4：111人、R3：62人、R2：41人）

○自殺未遂者ケア研修「かかりつけ医版」参加者数

（R5：379人、R4：331人）

○引き続き、精神保健医療を担う人材育成のため、自殺未遂者ケア

研修等の各種研修等を実施予定

【令和5年度予算額：調査研究等業務交付金　488,925千円の内数】 【令和6年度予算額：調査研究等業務交付金　600,988千円の内数】

○認知行動療法研修事業を実施 ○認知行動療法研修事業を実施 ○受講者数（R4：35人、R3：45人、R2：58人） ○引き続き、認知行動療法研修事業を実施予定

【令和５年度予算額：55,265千円】 【令和６年度予算：55,265千円】

厚生労働省 ○精神保健福祉士等の専門職等を、医療機関を始めとした地域に配

置する取組を実施

○精神保健福祉士等の専門職等を、医療機関を始めと

した地域に配置する取組を実施

○精神保健福祉士登録者数（R5：集計中、R4：

102,069人、R3：97,339人、R2：93,544人）

○引き続き、精神保健福祉士等の専門職等を医療機関等の地域への

配置を促す予定

一部再掲 6－（1）

（4）かかりつけの医師等の自殺リスク評

価及び対応技術等に関する資質の向上【再

掲】

再掲 4－（3）

○都道府県等における拠点病院を中核とし、医療機関や保健福祉関

係機関等と連携した支援体制の構築を図るための事業等を行う、こ

どもの心の診療ネットワーク事業を実施

○都道府県等における拠点病院を中核とし、医療機関

や保健福祉関係機関等と連携した支援体制の構築を図

るための事業等を行う、こどもの心の診療ネットワー

ク事業を実施

○実施自治体（R5：集計中、R4：21自治体、R3：20

自治体、R2：21自治体、R1：20自治体）

○都道府県等における拠点病院を中核とし、医療機関や保健福祉関

係機関等と連携した支援体制の構築を図るための事業等を行う、こ

どもの心の診療ネットワーク事業を実施予定

【令和５年度予算額：122億円の内数】 【令和６年度予算額：123億円の内数】

（4）大規模災害における被災者の心のケ

ア、生活再建等の推進

厚生労働省

（1）精神科医療、保健、福祉等の各施策

の連動性の向上

厚生労働省

6　適切な精神保健医療福祉サービスを受けられるようにする取組

（2）精神保健医療福祉サービスを担う人

材の養成など精神科医療体制の充実

厚生労働省

（3）精神保健医療福祉サービスの連動性

を高めるための専門職の配置【一部再掲】

（5）子どもに対する精神保健医療福祉

サービスの提供体制の整備

こども家庭庁

厚生労働省
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自殺総合対策大綱に基づく施策の実施状況について

自殺総合対策大綱の項目 担当省庁
令和５年度の主な取組状況

【令和５年度予算額】
これまでの取組の成果の評価

これまでの取組の実績値

【目標値】

今後の課題と令和６年度の実施予定

【令和６年度予算額】

実施状況

○こころの健康づくり対策事業において、「PTSD対策専門研修」

「思春期精神保健研修」を実施

○こころの健康づくり対策事業において、「PTSD対策

専門研修」「思春期精神保健研修」を実施

○受講者数（R4：2,243人、R3：2,166人、R2：1,616

人）

○引き続き、こころの健康づくり対策事業において、「PTSD対策専

門研修」「思春期精神保健研修」を実施予定

【令和５年度予算額：17,076千円の内数】 【令和６年度予算額：17,076千円の内数】

○高齢者の介護予防や社会参加の推進等のための多様な通いの場の

整備等、地域の実情に応じた効果的・効率的な介護予防の取組を推

進

○年齢や心身の状況等によって分け隔てることなく、

住民主体の通いの場を充実させ、人と人とのつながり

を通じて、参加者や通いの場が継続的に拡大していく

ような地域づくりを推進

○通いの場の箇所数（R4：約14万6千箇所、R3：約12

万4千箇所、R2：約11万4千箇所）

○参加率（R4：高齢者人口の5.5%、R3：高齢者人口の

4.8%、R2：高齢者人口の4.5%）【目標値：8%（令和7

年度末まで）】

○引き続き、高齢者の介護予防や社会参加の推進等のための多様な

通いの場の整備など、地域の実情に応じた効果的・効率的な介護予

防の取組を推進予定

【令和5年度予算額：地域支援事業　1,933億円の内数】 【令和6年度予算額：地域支援事業 1,804億円の内数】

○産後うつの予防や新生児への虐待予防等産後の初期段階における

母子に対する支援を強化するため、平成29年4月より、産婦健康診査

の費用を助成

○産後うつの予防や新生児への虐待予防等産後の初期

段階における母子に対する支援を強化するため、平成

29年4月より、産婦健康診査の費用を助成

○助成市町村（R5：集計中、R4：1,171市町村、R3：

1,012市町村、R2：867市町村、R1：671市町村）

○引き続き、産後うつの予防や新生児への虐待予防等産後の初期段

階における母子に対する支援を強化するため、産婦健康診査の費用

を助成予定

【令和５年度予算額：122億円の内数】 【令和６年度予算額：123億円の内数】

厚生労働省 ○保健所、市町村の保健センター等による訪問指導や住民健診、健

康教育・健康相談の機会を活用することにより、地域における、う

つ病の懸念がある人の把握を推進

○保健所、市町村の保健センター等による訪問指導や

住民健診、健康教育・健康相談の機会を活用すること

により、地域における、うつ病の懸念がある人の把握

を推進

○引き続き、保健所、市町村の保健センター等による訪問指導や住

民健診、健康教育・健康相談の機会を活用することにより、地域に

おける、うつ病の懸念がある人の把握を推進予定

○うつ病以外の精神疾患に適切に対応できるよう、精神医療及び精

神保健関係者等を対象に研修を実施

○依存症対策全国拠点機関において、地域で依存症の

治療や相談にあたる者に対する研修を実施

○受講者数（R4：426人、R3：543人、R2：356人） ○引き続き、うつ病以外の精神疾患に適切に対応できるよう、精神

医療及び精神保健関係者等を対象に研修を実施予定

○依存症普及啓発事業において、シンポジウムの開催等、アルコー

ル関連問題についての啓発を実施

○依存症普及啓発事業において、シンポジウムや資材

配付等の普及啓発を実施

○引き続き、依存症普及啓発事業において、シンポジウムの開催

等、アルコール関連問題についての啓発を実施予定

○依存症対策全国拠点機関による地域における指導者の養成や都道

府県・指定都市による依存症相談拠点の設置、依存症の専門医療機

関・治療拠点機関の選定、依存症対策地域支援事業の活用等によ

り、関係機関が連携し、地域における依存症対策を推進

○都道府県・指定都市において、依存症相談拠点、依

存症専門医療機関、治療拠点機関を整備

○アルコール相談拠点数（R4：67自治体、R3：67自治

体、R2：67自治体）

○アルコール専門医療機関数（R4：63自治体、R3：62

自治体、R2：60自治体）

○アルコール治療拠点機関数（R4：49自治体、R3：47

自治体、R2：46自治体）

○薬物相談拠点数（R4：67自治体、R3：66自治体、

R2：62自治体）

○薬物専門医療機関数（R4：54自治体、R3：52自治

体、R2：49自治体）

○薬物治療拠点機関数（R4：41自治体、R3：39自治

体、R2：37自治体）

○ギャンブル相談拠点数（R4：67自治体、R3：66自治

体、R2：65自治体）

○ギャンブル専門医療機関数（R4：58自治体、R3：53

自治体、R2：51自治体）

○ギャンブル治療拠点機関数（R4：43自治体、R3：41

自治体、R2：41自治体）

※R5は集計中

○引き続き、依存症対策全国拠点機関による地域における指導者の

養成や都道府県・指定都市による依存症相談拠点の設置、依存症の

専門医療機関・治療拠点機関の選定、依存症対策地域支援事業の活

用等により、関係機関が連携し、地域における依存症対策を推進予

定

○依存症対策全国拠点機関において、依存症対策にかかる調査研究

を実施

【令和4年度予算額：9.5億円】 【令和5年度予算：8.4億円】

（8）がん患者、慢性疾患患者等に対する

支援

厚生労働省 ○地域医療介護総合確保基金を通じて、看護師の資質の向上に関す

る研修への財政支援を実施

○がんや慢性疾患患者等の看護を含めた看護職の専門

性向上を図るための研修は一定の成果を獲得

○研修実施都道府県数（R4：集計中、R3：24、R2：

21、R1：26）

○地域医療介護総合確保基金を通じて、看護師の資質の向上に関す

る研修への財政支援を実施予定

○「こころの健康相談統一ダイヤル」を運用 ○「こころの健康相談統一ダイヤル」を運用 ○相談件数（R4：約14万5千件、R3：約12万9千件、

R2：約9万9千件）

○引き続き「こころの健康相談統一ダイヤル」を運用予定

○地域自殺対策強化交付金を活用し、包括支援相談の実施等、地域

における相談体制の充実

○地域自殺対策強化交付金を活用し、包括支援相談の

実施等、地域における相談体制の充実

○地域自殺対策強化交付金を活用し、包括支援相談の実施等、地域

における相談体制の充実を図る予定

○自殺対策推進センターでは、各都道府県から相談窓口の情報を得

て、同センターのWebサイトの中に「いのち支える相談窓口（都道

府県・政令指定都市別の相談窓口一覧）」を開設

○自殺対策推進センターでは、各都道府県から相談窓

口の情報を得て、同センターのWebサイトの中に「い

のち支える相談窓口（都道府県・政令指定都市別の相

談窓口一覧）」を開設

○PV数（R5：130,633件、R4：34,527件、R3：4,418

件）

※令和5年4月2日～令和6年3月13日

○引き続き、自殺対策推進センターでは、各都道府県から相談窓口

の情報を得て、同センターのWebサイト中「いのち支える相談窓口

（都道府県・政令指定都市別の相談窓口一覧）」を更新予定

厚生労働省

厚生労働省

（6）うつ等のスクリーニングの実施

（5）子どもに対する精神保健医療福祉

サービスの提供体制の整備

7　社会全体の自殺リスクを低下させる取組

（1）地域における相談体制の充実と支援

策、相談窓口情報等の分かりやすい発信

（7）うつ病以外の精神疾患等によるハイ

リスク者対策の推進

厚生労働省

厚生労働省

こども家庭庁
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自殺総合対策大綱に基づく施策の実施状況について

自殺総合対策大綱の項目 担当省庁
令和５年度の主な取組状況

【令和５年度予算額】
これまでの取組の成果の評価

これまでの取組の実績値

【目標値】

今後の課題と令和６年度の実施予定

【令和６年度予算額】

実施状況

○令和5年度自殺予防週間（9月10日～16日）及び令和5年度自殺対策

強化月間（3月）において、広報ポスターやインターネット上におい

て電話やSNSの相談窓口を周知

○自殺予防週間（9月10日～16日）及び自殺対策強化月

間（3月）において、広報ポスターやインターネット上

において電話やSNSの相談窓口を周知

○こころの健康相談統一ダイヤルについて聞いたこと

がある人の割合（R3：57.9％、H28：49.6％）【目標

値：33％】

○SNS相談について聞いたことがある人の割合（R3：

33.5％）【目標値：33％】

○よりそいホットラインについて聞いたことがある人

の割合（R3：30.9％、H28：23.9％）【目標値：

33％】

※自殺対策に関する意識調査

○令和6年度自殺予防週間（9月10日～16日）及び令和6年度自殺対策

強化月間（3月）において、広報ポスターやインターネット上におい

て電話やSNSの相談窓口を周知

【令和5年度予算額：調査研究等業務交付金　488,925千円の内数】

【令和5年度予算額：自殺予防相談体制整備充実等経費　8,834千円

の内数】

【令和5年度予算額：自殺総合対策啓発推進経費　62,817千円の内

数】

【令和5年度予算額：地域自殺対策強化交付金　2,983,133千円の内

数】

【令和6年度予算額：調査研究等業務交付金　600,988千円の内数】

【令和6年度予算額：自殺予防相談体制整備充実等経費　8,834千円

の内数】

【令和6年度予算額：自殺総合対策啓発推進経費　62,793千円の内

数】

【令和6年度予算額：地域自殺対策強化交付金 3,050,247千円の内

数】

○生きにくさ、暮らしにくさを抱える人からの相談を24時間365日無

料で受け、具体的な問題解決につなげるための電話相談事業を補助

事業として実施

○生きにくさ、暮らしにくさを抱える人からの相談を

24時間365日無料で受け、具体的な問題解決につなげる

ための電話相談事業を補助事業として実施

○自殺防止ライン相談件数（R４：20,353件、R3：

14,960件、R2：21,046件）※完了呼数件数

○生きにくさ、暮らしにくさを抱える人からの相談を24時間365日無

料で受け、具体的な問題解決につなげるための電話相談事業を補助

事業として実施予定

【令和5年度予算額：7.5億円】 【令和6年度予算額：7.5億円】

○多重債務者相談強化キャンペーンを実施し、全国各地でメンタル

ヘルスを含む相談を受け付ける無料相談会等の取組を実施

○多重債務者相談強化キャンペーンを実施し、全国各

地でメンタルヘルスを含む無料相談会の開催など地方

自治体や関係機関の主体的な取組を促進

○無料相談会を実施した先：財務局・財務支局、地方

自治体、弁護士会、司法書士会

○キャンペーン期間中の無料相談会実施回数（R5：集

計中、R4：約2,600回、R3：約3,200回）（財務局、都

道府県、市区町村）

○多重債務者相談強化キャンペーンを実施し、引き続き、全国各地

でメンタルヘルスを含む相談を受け付ける無料相談会等の取組を実

施予定

【令和5年度予算額：11,945千円の内数】 【令和6年度予算額：10,814千円の内数】

○「地方消費者行政強化交付金」等により地方公共団体が実施する

取組に対する支援を実施

○多重債務に関する消費生活相談の件数はピーク時の3

割程度まで減少するなど、着実に取組は浸透

○しかし貸金業者から5件以上無担保無保証借入の残高

がある人数が多数おり取組を継続する必要あり

○「地方消費者行政強化交付金」を通じ、引き続き地方公共団体が

実施する取組への支援を実施予定

【令和５年度予算額：17.5億円の内数】 【令和６年度予算額：16.5億円の内数】

○独立行政法人国民生活センターにおいて、地方公共団体の消費生

活相談員等に対し、多重債務問題に関する研修実施

○国民生活センターで開催される多重債務問題やギャ

ンブル等依存症に関する研修を消費生活相談員が受け

られるよう支援（国民生活センターにおける多重債務

問題に関する研修）

○実施回数（R5：年6回、R4：年6回、R3：5回、R2：

2回、R1：2回）

○受講者数（R5：415人、R4：433人、R3：199人、

R2：41人、R1：74人）

○引き続き、独立行政法人国民生活センターにおいて、地方公共団

体の消費生活相談員等に対し、多重債務問題などに関する研修を実

施予定

【令和5年度予算額：33.7億円の内数】 【令和6年度予算額：31.7億円の内数】

○消費生活相談員等を対象とした、ギャンブル等依存症に関する相

談拠点との具体的な連携方法や相談実施方法等を整理した対応マ

ニュアルを策定

○消費生活相談員等を対象とした、ギャンブル等依存

症に関する相談拠点との具体的な連携方法や相談実施

方法等を整理した対応マニュアルを策定（平成29年度

策定、平成30年度及び令和元年度改定）

○研修回数（R5：年3回、R4：年2回、R3：2回、R2：

1回、R1：6回）

※令和5年度は単独ではなく、多重債務問題に関する研

修と合同でギャンブル等依存症に関する研修を実施

○引き続き、独立行政法人国民生活センターにおいて、地方公共団

体の消費生活相談員等に対し、ギャンブル等依存症対策を含む研修

を実施予定

○引き続き、消費生活相談において、対応マニュアルを活用予定

厚生労働省 ○各都道府県社会福祉協議会において、生活福祉資金貸付制度を実

施

○資金の貸付けと必要な相談支援を行うことにより、

低所得世帯等が安定した生活を送れるようにするとと

もに、生活意欲の助長や社会参加を促進

○貸付決定件数（R4：23,109件、R3：20,988件、R2：

23,239件）

○各都道府県社会福祉協議会において、生活福祉資金貸付制度を実

施予定

○全国のハローワークの求職者を対象に、ストレスチェックシート

の作成・配布、心の悩み・不安等の相談に対する専門家によるメー

ル相談を実施

○全国のハローワークの求職者を対象に、ストレス

チェックシートの作成・配布、心の悩み・不安等の相

談に対する専門家によるメール相談を実施

○メール相談件数（R4：854件、R3：1,155件、R2：

1,295件）

○引き続き、全国のハローワークの求職者を対象に、ストレス

チェックシートの作成・配布、心の悩み・不安等の相談に対し、専

門家によるメール相談を実施予定

【令和５年度予算額：5,000千円】 【令和６年度予算案：4,869千円】

○ハローワークにおいて、就職に関連した生活に関する問題につい

て専門家による巡回相談を実施

○ハローワークにおいて、就職に関連した生活に関す

る問題について専門家による巡回相談を実施

○巡回相談実施件数（R4：6,851件、R3：7,055件、

R2：6,848件）

○引き続き、ハローワークにおいて、心の健康を含む生活の問題に

関する専門家による巡回相談を実施予定

【令和５年度予算額：131,570千円】 【令和６年度予算案：135,656千円】

厚生労働省

厚生労働省

厚生労働省

（2）多重債務の相談窓口の整備とセーフ

ティネット融資の充実

金融庁

（3）失業者等に対する相談窓口の充実等

（1）地域における相談体制の充実と支援

策、相談窓口情報等の分かりやすい発信

消費者庁
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自殺総合対策大綱に基づく施策の実施状況について

自殺総合対策大綱の項目 担当省庁
令和５年度の主な取組状況

【令和５年度予算額】
これまでの取組の成果の評価

これまでの取組の実績値

【目標値】

今後の課題と令和６年度の実施予定

【令和６年度予算額】

実施状況

○若年無業者等に対する地域の支援拠点である地域若者サポートス

テーションを全国に設置

○若年無業者等に対する地域の支援拠点である地域若

者サポートステーションを全国に設置

○地域若者サポートステーションにおける就職等率

（R5：集計中、R4：73.2％、R3：68.8％）【目標値

67.9%以上（R5）】

○引き続き、若年無業者等に対する地域の支援拠点である地域若者

サポートステーションを全国に展開予定

○一人ひとりに応じた専門的な相談やコミュニケーション訓練、ア

ウトリーチ型相談による若年無業者等の職業的自立支援

○一人ひとりに応じた専門的な相談やコミュニケー

ション訓練、アウトリーチ型相談による若年無業者等

の職業的自立支援

○引き続き、一人ひとりに応じた専門的な相談やコミュニケーショ

ン訓練、アウトリーチ型相談による若年無業者等の職業的自立支援

を予定

○就職後の定着・ステップアップ支援による若年無業者等の職業的

自立支援

○就職後の定着・ステップアップ支援による若年無業

者等の職業的自立支援

○定着・ステップアップ支援を受けた者のうち、就職

後6か月経過時点で就労している者の割合（R5：集計

中、R4：78.9％、R3：78.3％）【目標値76.9%以上

（R5）】

○引き続き、就職後の定着・ステップアップ支援による若年無業者

等の職業的自立支援を予定

○職場体験等による若年無業者等の職業的自立支援 ○職場体験等による若年無業者等の職業的自立支援 ○引き続き、職場体験等による若年無業者等の職業的自立支援を予

定

【令和5年度予算額：48億円の内数】 【令和6年度予算額：46億円の内数】

○都道府県商工会連合会及び主要商工会議所の経営安定特別相談事

業に対して全国商工会連合会及び日本商工会議所が行う支援事業を

補助

○都道府県商工会連合会及び主要商工会議所の経営安

定特別相談事業に対して全国商工会連合会及び日本商

工会議所が行う支援事業を補助

○都道府県商工会連合会及び主要商工会議所の経営安定特別相談事

業に対して全国商工会連合会及び日本商工会議所が行う支援事業を

補助予定

○47都道府県に設置された「中小企業活性化協議会」、独立行政法

人中小企業基盤整備機構に設置された「中小企業活性化全国本部」

において、中小企業における事業の再生に関する相談から、保証債

務の整理を含めた再生計画の策定支援まで対応

○47都道府県に設置された「中小企業活性化協議

会」、独立行政法人中小企業基盤整備機構に設置され

た「中小企業活性化全国本部」において、中小企業に

おける事業の再生に関する相談から、保証債務の整理

を含めた再生計画の策定支援まで対応

○窓口相談件数（R4：6,409件、R3：4,244件、R2：

5,580件）

○再生計画策定支援完了件数（R4：1,067件、R3：

1,017件、R2：406件）

○47都道府県に設置された「中小企業活性化協議会」、独立行政法

人中小企業基盤整備機構に設置された「中小企業活性化全国本部」

において、中小企業における事業の再生に関する相談から、保証債

務の整理を含めた再生計画の策定支援まで対応予定

○中小企業活性化協議会において、事業環境や社会環境が変化する

なかで、収益力が低下したり、財務内容が悪化したりするおそれが

ある中小企業者を対象に、収益力改善計画（収益力改善アクション

プラン＋簡易な収支・資金繰り計画）の作成のほか、ガバナンス体

制の整備支援を実施

○収益力改善やガバナンス体制の整備を目的とする支援策（経営改

善計画策定支援・早期経営改善計画策定支援）における支援機関の

質向上やボトムアップのため、「収益力改善支援に関する実務指

針」の遵守を促進

○中小企業活性化協議会において、有事に移行しそう

な中小企業者を対象に、収益力改善計画（収益力改善

アクションプラン＋簡易な収支・資金繰り計画）の作

成支援を実施

○収益力改善やガバナンス体制の整備を目的とする支

援策（経営改善計画策定支援・早期経営改善計画策定

支援）における支援機関の質向上やボトムアップのた

め、「収益力改善支援に関する実務指針」を策定

○収益力改善計画策定支援完了件数（R4：1,676件） ○中小企業活性化協議会において、事業環境や社会環境が変化する

なかで、収益力が低下したり、財務内容が悪化したりするおそれが

ある中小企業者を対象に、収益力改善計画（収益力改善アクション

プラン＋簡易な収支・資金繰り計画）の作成のほか、ガバナンス体

制の整備支援を実施予定

○収益力改善やガバナンス体制の整備を目的とする支援策（経営改

善計画策定支援・早期経営改善計画策定支援）における支援機関の

質向上やボトムアップのため、「収益力改善支援に関する実務指

針」の遵守を促進する予定

○各都道府県に設置されている「下請かけこみ寺」（全国48か所）

において、中小企業からの取引に関する各種相談に対応

○各都道府県に設置されている「下請かけこみ寺」

（全国48か所）において、中小企業からの取引に関す

る各種相談に対応

○相談応答件数（R4：11,614件、R3：10,778件、R2：

9,727件、R1：9,450件）

○各都道府県に設置されている「下請かけこみ寺」（全国48か所）

において、中小企業からの取引に関する各種相談に対応予定

○「中小企業電話相談ナビダイヤル」を実施 ○「中小企業電話相談ナビダイヤル」を平成23年3月よ

り実施

○平成23年3月より実施してきた「中小企業電話相談ナビダイヤル」

を継続して実施予定

○中小企業庁のメールマガジンにおいて、「自殺対策強化月間」や

自殺対策関係の相談窓口、中小企業の経営上の相談窓口の周知を実

施

○中小企業庁のメールマガジンにおいて、「自殺対策

強化月間」や自殺対策関係の相談窓口、中小企業の経

営上の相談窓口の周知を実施

○中小企業庁のメールマガジンにおいて、「自殺対策強化月間」や

自殺対策関係の相談窓口、中小企業の経営上の相談窓口の周知を実

施予定

金融庁 ○「経営者保証改革プログラム」の実行を推進するため、以下の対

応を実施

①令和5年4月に改正した監督指針に基づき、金融機関が保証契約締

結時に事業者・保証人に対して保証契約の必要性等を個別具体的に

説明した件数を把握

②金融機関における「経営者保証に関するガイドラインの浸透・定

着向けた取組方針」の公表状況等の把握

③「経営者保証ホットライン」に寄せられた事業者からの声への対

応

○民間金融機関における活用実績の集計結果の公表を行った上で金

融機関と対話をするなどして、ガイドラインの活用を促進

○左記の①～③について、以下のとおり取組を実施し

た。

①「新規融資に占める経営者保証に依存しない融資の

割合と、有保証融資で適切な説明を行い、記録した割

合の合計値（速報値）」（令和5年度上期）を令和5年

12月に公表した。

②金融機関の「経営者保証に関するガイドラインの浸

透・定着向けた取組方針」の公表状況を確認した。

③「経営者保証ホットライン」に寄せられた事業者か

らの声等を踏まえ、不適切な事案等を業界との意見交

換の場で還元し、一層の態勢整備を金融機関に要請し

た。

○半期毎の民間金融機関における活用実績の集計結果

の公表（令和５年6月、12月）。活用実績の内容を金融

業界団体との意見交換会で周知し、個別金融機関と対

話をするなどして、ガイドラインの活用を促進した。

○新規融資に占める経営者保証に依存しない融資の割

合（R5上期：46.7%、R4：33.9％）

○金融機関による経営者保証への安易な依存をなくし、事業者の持

続的な成長と中長期的な企業価値の向上に繋げていくべく、引き続

き「経営者保証改革プログラム」の実行を推進する。

厚生労働省

（4）経営者に対する相談事業の実施等 経済産業省

（3）失業者等に対する相談窓口の充実等
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自殺総合対策大綱に基づく施策の実施状況について

自殺総合対策大綱の項目 担当省庁
令和５年度の主な取組状況

【令和５年度予算額】
これまでの取組の成果の評価

これまでの取組の実績値

【目標値】

今後の課題と令和６年度の実施予定

【令和６年度予算額】

実施状況

○テレビ広告、新聞広告、インターネット広告（SNS含む）及びパ

ンフレット・リーフレット等の配布等を実施し、法テラスの認知度

の向上と業務内容の理解を促進

○インターネット広告（SNS含む）、テレビ広告、新

聞広告等を実施し、法テラスの支援に関する国民への

周知のため有効に活用

○認知度

　・名称（R5：54.4%、R4：57.4％、R3：52.1%）

　・業務（R5：16.9％、R4：16.0％、R3：14.5%）

○テレビ広告、新聞広告、インターネット広告（SNS含む）、デジ

タルサイネージ及びパンフレット・リーフレット等の配布等を実施

し、法テラスの認知度の向上と業務内容の理解を促す予定

○関係機関と連携・協力し、自殺予防週間・自殺対策強化月間にあ

わせて、自殺要因となる法律、労働、教育、健康などの問題に関す

る相談会を実施

○各種相談会の実施活用等により、法的問題を抱えた

方々に、問題解決のための情報を広く提供

○関係機関と連携・協力し、自殺要因となる問題に関する相談会を

実施する予定

○自殺の要因ともなり得る震災に係る問題についても、フリーダイ

ヤル（法テラス災害ダイヤル）における解決に役立つ法制度や相談

窓口の紹介

○フリーダイヤルの活用等により、大規模災害の被災

者を含む法的問題を抱えた方々に、問題解決のための

情報を広く提供（令和６年能登半島地震の被災者に対

する無料法律相談を実施）

【参考値】

○災害ダイヤルへの総問合せ件数（R5：集計中、R4：

321件、R3：461件）

○令和６年能登半島地震の被災者に対する無料法律相

談件数（R5：集計中）

○自殺の要因ともなり得る災害に係る問題についても、引き続きフ

リーダイヤル（法テラス災害ダイヤル）において、解決に役立つ法

制度や相談窓口の紹介を行う予定（令和６年能登半島地震の被災者

に対する無料法律相談を令和６年12月31日まで実施）

【令和5年度予算額：16,623,059千円の内数】 【令和6年度予算額：16,009,774千円の内数】

○医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する

法律や、毒物及び劇物取締法に基づく譲渡規制が遵守されるよう、

自治体を通じて医薬品販売業者等に対する周知、薬事監視・指導等

を行うことにより、不適切な使用に繋がる流通を防止

○「薬と健康の週間」において、医薬品の適正使用を

普及啓発するためのパンフレットとポスターを作成

し、自治体・関係機関等を通じて広く周知

○ホームページや広報誌「厚生労働」により「薬と健

康の週間」の広報を通した医薬品の適正使用について

の普及啓発

○パンフレット作成部数（R5：10万部、R4：10万部、

R3：10万部、R2：10万部、R1：9万9千部）

○ポスター作成枚数（R5：6万2千部、R4：6万2千部、

R3：6万1千部、R2：6万1千部、R1：6万部）

○配布自治体数（R5：157自治体、R4：157自治体、

R3：157自治体、R2：155自治体、R1：154自治体）

○配布関係機関数（R5：173箇所、R4：173箇所、

R3：252箇所、R2：247箇所、R1：248箇所）

○駅におけるポスター掲出（R4：5駅）

○引き続き「薬と健康の週間」にあわせて、医薬品の適正使用等に

ついて、広く国民に普及啓発するための広報誌やパンフレット、

リーフレットを配布するほか、Webサイトを随時更新するなどして

周知徹底を図る予定

【令和５年度予算額：4,724千円】 【令和６年度予算額：4,724千円】

○各種補助金等によりホームドア整備を支援 ○各種補助金等によりホームドア整備を支援 ○鉄軌道駅全体（R4：2,484番線、R3：2,337番線、

R2：2,192番線）【目標値：3,000番線】

○平均利用者1日10万人以上の駅（R4：493番線、R3：

406番線、R2：334番線）【目標値：800番線】

○各種補助金等によりホームドア整備を支援予定

【令和5年度予算額：131億円の内数】 【令和6年度予算額：184億円の内数】

厚生労働省 ○全国の自治体、公共施設、学校、医療機関、駅舎、商業施設等に

広報ポスターを掲示。

○全国の自治体、公共施設、学校、医療機関、駅舎、

商業施設等に広報ポスターを掲示。

○ポスター配付（R5：約20万枚、R4：約20万枚、

R3：約20万枚）

○全国の自治体、公共施設、学校、医療機関、駅舎、商業施設等に

広報ポスターを掲示。

警察庁 ○自殺のおそれがある行方不明者の発見活動の確実な実施 ○自殺のおそれがある行方不明者の発見活動の確実な

実施

○引き続き、自殺のおそれがある行方不明者の発見活動の確実な実

施を図る予定

○自殺願望を表す用語が検索された場合等に適切な相談窓口を案内

する広告の実施。（検索連動型広告）

○自殺願望を表す用語が検索された場合等に適切な相

談窓口を案内する広告の実施。（検索連動型広告）

○広告掲出数（R5：集計中、R4：7,919,155、R3：

8,295,215）

○自殺願望を表す用語が検索された場合等に適切な相談窓口を案内

する広告の実施。（検索連動型広告）

○相談窓口等を見やすくまとめた厚生労働省特設ページ「まもろう

よこころ」をSNS、政府広報等を活用し広く周知。ポスター、動画

等の広報媒体を集約した「広げてみよう支え合い」のページを創設

し、SNS等で広く情報を拡散し支援情報を届ける。

○相談窓口等を見やすくまとめた厚生労働省特設ペー

ジ「まもろうよこころ」をSNS、政府広報等を活用し

広く周知。

○PV数（R5 ：集計中、R4：1,575,599PV、R3：

1,129,891PV）

※令和2年8月開設

○引き続き「まもろうよこころ」、「広げてみよう支え合い」の

ページを発信し、広く国民に支援情報を届ける。

○自殺対策推進センターでは、革新的自殺研究推進プログラムの委

託研究において、ソーシャルメディアを活用した自殺対策に関する

研究を行った。

革新的自殺研究推進プログラムの委託研究において、

ビッグデータ・IoT・AI 等を活用した自殺対策に関する

研究を行った。

○引き続き、革新的自殺研究推進プログラムの委託研究において、

ビッグデータ・IoT・AI等を活用した自殺対策に関する研究を行う予

定。

【令和5年度予算額：調査研究等業務交付金　488,925千円の内数】

【令和5年度予算額：自殺総合対策啓発推進経費　62,817千円】

【令和6年度予算額：調査研究等業務交付金　600,988千円の内数】

【令和6年度予算額：自殺総合対策啓発推進経費　62,793千円】

経済産業省 ○「自殺」「死にたい」等の自殺につながる用語の検索を行った場

合において、相談窓口を表示する取組を強化すること等に関する事

業者への要請

○「自殺」「死にたい」等の自殺につながる用語の検

索を行った場合において、相談窓口を表示する取組を

強化すること等に関する事業者への要請

○「自殺」「死にたい」等の自殺につながる用語の検索を行った場

合において、相談窓口を表示する取組を強化すること等に関する事

業者へ必要に応じたフォローアップや支援を実施予定

（5）法的問題解決のための情報提供の充

実

法務省

（6）危険な場所における安全確保、薬品

等の規制等

国土交通省

厚生労働省

厚生労働省（7）ICTを活用した自殺対策の強化【一部

再掲】
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自殺総合対策大綱に基づく施策の実施状況について

自殺総合対策大綱の項目 担当省庁
令和５年度の主な取組状況

【令和５年度予算額】
これまでの取組の成果の評価

これまでの取組の実績値

【目標値】

今後の課題と令和６年度の実施予定

【令和６年度予算額】

実施状況

○ソーシャルメディアの活用に関するタスクフォース（TF-

NotAlone）の枠組みの下で、SNS上の既存のプッシュ型の発信サー

ビスに関する情報をタスクフォースにて共有済

○ソーシャルメディアの活用に関するタスクフォース

（TF-NotAlone）の枠組みの下で、内閣官房、厚生労

働省、文部科学省と連携し、SNS上の既存のプッシュ

型の発信サービスに関する情報整理を実施

○引き続き、ソーシャルメディアの活用に関するタスクフォース

（TF-NotAlone）の枠組みの下で、SNS上の既存のプッシュ型の発信

サービスに関する情報整理を必要に応じ実施予定

○上記枠組みの下で、内閣官房、厚生労働省、文部科学省と連携

し、SNSを含む検索連動型の相談窓口案内に係る有効なキーワード

や窓口の追加に係る事業者との連携構築及び事業者へ働きかけを実

施

○上記枠組みの下で、SNSを含む検索連動型の相談窓

口案内に係る有効なキーワードや窓口の追加に係る事

業者との連携構築及び事業者への働きかけ

○引き続き、上記枠組みの下で、内閣官房、厚生労働省、文部科学

省と連携し事業者との連携構築及び事業者へ働きかけについて必要

に応じ取組を実施

○上記枠組みの下で、事業者団体を通じ各加盟事業者に対して自殺

を誘引・助長する情報に関する約款等に基づいた適切な対応の呼び

かけ

○上記枠組みの下で、事業者団体を通じ各加盟事業者

に対して自殺を誘引・助長する情報に関する約款等に

基づいた適切な対応の呼びかけ

○引き続き、上記枠組みの下で、事業者団体を通じ各加盟事業者に

対して自殺を誘引・助長する情報に関する約款等に基づく適切な対

応の呼びかけ

○人権擁護の観点から、青少年のインターネットリテラシー向上に

重点を置いた各種人権啓発活動を実施

○取組状況欄に掲げた取組を通じて、青少年のイン

ターネットリテラシー向上に関する効果的な人権啓発

活動を実施

○バナー広告クリック数（R4：474,148回、R3：

774,382回、R2：464,079回の内数）

○人権擁護の観点から、青少年のインターネットリテラシー向上に

重点を置いた各種人権啓発活動を実施予定

○インターネット上で人権侵害を受けた場合等の相談窓口や救済手

続についての周知広報や、ICTを活用した相談窓口への誘導強化を推

進

○インターネット上で人権侵害を受けた場合等の相談

窓口や救済手続の周知広報は一定の成果を獲得

○インターネット上の人権侵害情報に関する人権侵犯

事件のうち法務局・地方法務局において新たに救済手

続を開始したもの（令和4年：1,721件、令和3年：

1,736件、令和2年：1,693件）

○インターネット上で人権侵害を受けた場合等の相談窓口及び救済

手続についての周知広報や、ICTを活用した相談窓口への誘導強化を

推進する予定

【令和5年度予算額：3,553,169千円の内数】 【令和6年度予算：3,536,682千円の内数】

経済産業省 ○「自殺」「死にたい」等の自殺につながる用語の検索を行った場

合において、相談窓口を表示する取組を強化すること等に関する事

業者への要請

○「自殺」「死にたい」等の自殺につながる用語の検

索を行った場合において、相談窓口を表示する取組を

強化すること等に関する事業者への要請

○「自殺」「死にたい」等の自殺につながる用語の検索を行った場

合において、相談窓口を表示する取組を強化すること等に関する事

業者へ必要に応じたフォローアップや支援を実施予定

一部再掲 2－（3）、7－（1）

○都道府県警察及びインターネット・ホットラインセンターにおい

て、インターネット上の自殺誘引等情報について、サイト管理者等

への削除依頼

○都道府県警察及びインターネット・ホットラインセ

ンターにおいて、インターネット上の自殺誘引等情報

について、サイト管理者等への削除依頼

○削除依頼件数（R5：6,608件、R4：2,687件、R3：

2,199件）

○都道府県警察及びインターネット・ホットラインセンターにおい

て、インターネット上の自殺誘引等情報について、サイト管理者等

への削除依頼を実施予定

【令和5年度予算額：ホットライン業務等の外部委託　130百万円の

内数】

【令和6年度予算額：ホットライン業務等の外部委託　175百万円の

内数】

○違法・有害情報への対応等に関する契約約款モデル条項の適切な

運用支援

○違法・有害情報への対応等に関する契約約款モデル

条項について、適切な運用を支援

○引き続き、違法・有害情報への対応等に関する契約約款モデル条

項の適切な運用を支援

○子育てや教育の現場での保護者や教職員の活用に資するため、イ

ンターネットに係るトラブル事例について、フィルタリングを含む

予防法等をまとめた「インターネットトラブル事例集」を2009年度

より毎年更新・作成し公表【令和５年度予算額：4.5億の内数】

○総務省、文部科学省及び情報通信関係団体等が連携し、こどもた

ちのインターネットの安全な利用に向けて、児童・生徒、保護者・

教職員等を対象とした啓発講座「e-ネットキャラバン」を全国で実

施【令和５年度予算額：8,417千円の内数】

○2024年版では引き続き、フィルタリングについての

解説を掲載予定

○講座内容の更新、令和2年度から新たにオンラインで

受講できる等の受講方法の選択肢の拡大

○令和5年度も継続して全国で実施（集計中）

○実施回数（R4：2,226件、R3：2,559件）

○参加者数（R4：約36万人、R3：約40万人）

○引き続き、「インターネットトラブル事例集」を更新・作成予定

○引き続き、総務省、文部科学省及び通信関係団体等が連携し、こ

どもたちのインターネットの安心・安全な利用に向けて、保護者、

教職員及び児童生徒等を対象とした啓発講座を実施予定

【令和６年度予算：5,958千円の内数】

○インターネット上の有害環境から青少年を守るための保護者と青

少年に直接働きかける啓発と教育活動を、全国3カ所で実施。

○PTAと連携したネット利用に関する保護者向けシン

ポジウムの開催

○地域における先進的な取組事例を支援

○実施回数（R5：3箇所、R4：3箇所、R3：3箇所、

R2：3箇所、R1：4箇所）

○取組支援（R5：3箇所、R4：3箇所、R3：3箇所、

R2：8箇所、R1：8箇所）

○引き続き、青少年を取り巻く有害環境対策を推進する予定。

【令和5年度予算額：24百万円の内数】 【令和6年度予算額（案）：22百万円の内数】

経済産業省 ○フィルタリングに関する情報提供などの事業者による保護者支援

を推進

○フィルタリングに関する情報提供などの事業者によ

る保護者支援を推進

○フィルタリングに関する情報提供などの事業者による保護者支援

の推進予定

○青少年の保護者向けに、こどもの学齢に合わせた普及啓発リーフ

レット（生徒編、児童・生徒編、幼児・児童編、乳幼児編）を作成

し、こども家庭庁のWebサイトに公開している。また、令和6年1

月、「ネット・スマホ活用世代の保護者が知っておきたいポイン

ト」を新たに作成し、都道府県教育委員会や青少年関係部局等に配

布した。

○青少年の適切なインターネット利用を促進するた

め、年齢に応じた普及啓発資料を作成・公開

○配布先数（R5：278箇所、R4：287箇所、R3：287箇

所）

○配布部数（R5：55,000部、R4：56,500部、R3：

56,500部）

○青少年の適切なインターネット利用を促進するため、普及啓発資

料の作成・公開を実施予定

○青少年の適切なインターネット利用を促進するため、普及啓発に

係るフォーラムを開催（鳥取県及び奈良県）

○「青少年のインターネット利用環境づくりフォーラ

ム」の開催

○実施回数（R5：2箇所、R4：3箇所、R3：3箇所）

○参加者数（R5：637人、R4：1,053人、R3：1,505

人）

※R3、4、5の参加者数は、動画視聴者数を含む

○青少年の適切なインターネット利用を促進するため、普及啓発資

料の作成・公開やフォーラムの開催等を通じて、普及啓発活動を実

施予定

総務省

文部科学省

総務省

こども家庭庁

（7）ICTを活用した自殺対策の強化【一部

再掲】

法務省

（8）インターネット上の自殺関連情報対

策の推進

警察庁
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自殺総合対策大綱に基づく施策の実施状況について

自殺総合対策大綱の項目 担当省庁
令和５年度の主な取組状況

【令和５年度予算額】
これまでの取組の成果の評価

これまでの取組の実績値

【目標値】

今後の課題と令和６年度の実施予定

【令和６年度予算額】

実施状況

○青少年のインターネット利用環境実態調査等の各種調査を実施 ○青少年及び保護者等のインターネットリテラシー及

びインターネット利用実態等を調査し、その分析結果

に基づいたインターネットリテラシー向上施策等を推

進

○青少年のインターネット利用環境実態調査を実施予定

【令和5年度予算額：青少年の非行・被害防止のための啓発経費：

3,351千円】

【令和5年度予算額：青少年インターネット利用環境に係る地方連携

体制支援事業：5,628千円】

【令和5年度予算額:青少年のインターネット利用環境実態調査

37,251千円】

【令和6年度予算額：青少年の非行・被害防止のための啓発経費：

3,351千円】

【令和6年度予算額：青少年インターネット利用環境に係る地方連携

体制支援事業：5,628千円】

【令和6年度予算額：青少年のインターネット利用環境実態調査

39,499千円】

○「インターネット上の人権侵害をなくそう」を強調事項の一つと

して掲げ、携帯電話会社と連携・協力し、スマートフォン等の安全

な利用について学ぶための人権教室の実施やインターネット広告等

を実施

○取組を通じて、青少年のインターネットリテラシー

向上に関する効果的な人権啓発活動を実施することが

できたものと考える

○人権教室参加者数（R4：831,383人の内数、R3：

620,846人の内数、R2：431,779人の内数）

○「インターネット上の人権侵害をなくそう」を強調事項の一つと

して掲げ、携帯電話会社と連携・協力し、スマートフォン等の安全

な利用について学ぶための人権教室やインターネット広告等を実施

予定

○中学生・高校生とその保護者を対象とした啓発冊子「あなたは大

丈夫？考えよう！インターネットと人権」を活用した人権啓発活動

を実施

○取組を通じて、青少年とその保護者のインターネッ

トリテラシー向上に関する効果的な人権啓発活動を実

施することができたものと考える

○中学生・高校生とその保護者を対象とした啓発冊子「あなたは大

丈夫？考えよう！インターネットと人権」を活用した人権啓発活動

を実施予定

○総務省及びSNS事業者団体と共同して、「#No Heart No SNS」を

スローガンに、SNS利用に関する人権啓発サイトを開設し、情報モ

ラルの向上を図るとともに、人権相談窓口の周知・広報を実施

○取組を通じて、情報モラルの向上と人権相談窓口の

周知・広報に関する効果的な人権啓発活動を実施する

ことができたものと考える

○特設サイトアクセス数（R4（3月分を除く）：65,895

回、R3：40,403回、R2：63,302回）

（補足）特設サイトのアクセス数について、令和５年

３月分以降、把握することが困難となったため、今後

実績を示すことは困難。

○総務省及びSNS事業者団体と共同して、「#No Heart No SNS」を

スローガンに、SNS利用に関する人権啓発サイトを開設し、情報モ

ラルの向上を図るとともに、人権相談窓口の周知・広報を実施予定

【令和5年度予算額：3,553,169千円の内数】 【令和6年度予算：3,536,682千円の内数】

警察庁 ○インターネット上の自殺予告事案について、プロバイダ等から発

信者情報の開示を受け、自殺予防措置を実施

○インターネット上の自殺予告事案について、プロバ

イダ等から発信者情報の開示を受け、自殺予防措置を

実施

○情報開示件数（R5：1,166件、R4：491件、R3：368

件）

○自殺予告者数（R5：1,160人、R4：489人、R3：368

人）

○インターネット上の自殺予告事案について、プロバイダ等から発

信者情報の開示を受け、自殺予防措置を実施予定

総務省 ○インターネット上の自殺予告事案への対応に関するガイドライン

の適切な運用を支援するとともに、違法・有害情報相談センターを

設置・運営

○インターネット上の自殺予告事案への対応に関する

ガイドラインの適切な運用を支援するとともに、違

法・有害情報相談センターを設置・運営し、自殺予告

事案や誹謗中傷等に関する相談があった場合に対応で

きる体制を構築

○引き続き、インターネット上の自殺予告事案への対応に関するガ

イドラインの適切な運用を支援するとともに、違法・有害情報相談

センターを設置・運営

経済産業省 ○フィルタリングに関する情報提供などの事業者による保護者支援

を推進

○フィルタリングに関する情報提供などの事業者によ

る保護者支援を推進

○フィルタリングに関する情報提供などの事業者による保護者支援

を推進する予定

○全国の法務局・地方法務局の人権相談窓口において、インター

ネット上の人権侵害について相談を受けた場合は、相談者の意向に

応じて、相談者自身が行うプロバイダへの発信者情報開示請求や当

該情報の削除依頼の方法について助言するほか、調査の結果、その

情報が名誉毀損やプライバシー侵害等に該当すると認められるとき

は、プロバイダ等にその情報の削除を求めるなどの対応を実施

○インターネット上の人権侵害情報について人権侵犯

事件として適切な措置を実施

○インターネット上の人権侵害情報に関する人権侵犯

事件のうち法務局・地方法務局において新たに救済手

続を開始したもの（令和5年：1,824件、令和4年：

1,721件、令和3年：1,736件）

○引き続き、全国の法務局・地方法務局の人権相談窓口において、

インターネット上の人権侵害について相談を受けた場合は、相談者

の意向に応じて、相談者自身が行うプロバイダへの発信者情報開示

請求や当該情報の削除依頼の方法について助言するほか、調査の結

果、その情報が名誉毀損やプライバシー侵害等に該当すると認めら

れるときは、プロバイダ等にその情報の削除を求めるなどの対応を

実施

【令和5年度予算額：3,553,16千円の内数】 【令和6年度予算：3,536,682千円の内数】

○インターネット上で人の名誉を害する行為が特に社会問題化して

いることを契機として、これを抑止すべきとの国民の意識が高まっ

ていること等を背景として、侮辱罪の法定刑が引き上げられたこと

などの法改正の趣旨・内容を検察当局に周知。検察当局において

は、このような法改正の趣旨を踏まえ、刑事事件として取り上げる

べき事件については取り上げ、適切に対処。

○法改正の趣旨を踏まえ、検察当局においては、刑事

事件として取り上げるべき事件については取り上げ、

適切に対処しているものと承知。

○数値目標を示すことは困難。 ○検察当局においては、法改正の趣旨を踏まえ、引き続き、刑事事

件として取り上げるべき事件については取り上げ、適切に対処する

予定。

こども家庭庁

法務省

（9）インターネット上の自殺予告事案及

び誹謗中傷への対応等

法務省

（8）インターネット上の自殺関連情報対

策の推進
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自殺総合対策大綱に基づく施策の実施状況について

自殺総合対策大綱の項目 担当省庁
令和５年度の主な取組状況

【令和５年度予算額】
これまでの取組の成果の評価

これまでの取組の実績値

【目標値】

今後の課題と令和６年度の実施予定

【令和６年度予算額】

実施状況

○短期入所生活介護や通所介護等に係る介護保険給付を実施 ○短期入所生活介護や通所介護等に係る介護保険給付

を実施

○短期入所生活介護事業所数（R5：約11,000事業所、

R4：約11,000事業所、R3：約11,000事業所）

○短期入所生活介護利用者数：（R5：約30万人、R4：

約29万人、R3：約30万人）

※各年4月審査分／介護予防短期入所生活介護を含む

○通所介護事業所数（R5：約43,000事業所、R4：約

43,000事業所、R3：約43,000事業所）

○通所介護利用者数：（R5：約158万人、R4：約153万

人、R3：約154万人）

※各年4月審査分／地域密着型通所介護を含む

○引き続き、短期入所生活介護や通所介護等に係る介護保険給付を

実施予定

○地域包括支援センターに携わる職員等を対象とした研修を実施 ○都道府県において、地域包括支援センター職員を含

めた地域包括ケアシステム構築・推進に資する人材育

成・資質向上の研修を実施。

○実施都道府県（R4：34都道府県、R3：34都道府県） ○引き続き、地域包括支援センターに携わる職員等を対象とした研

修を実施予定

【令和5年度予算額：1,933億円の内数】 【令和6年度予算額：1,804億円の内数】

○介護教室・介護者相互の交流会開催について、地域支援事業の家

族介護支援事業として経費の一部を負担

○介護教室は445保険者において、介護者相互の交流会

は456保険者において、それぞれ実施（令和４年4月1日

現在）

○介護教室実施保険者数（R4：445保険者、R3：433保

険者）

○交流会実施保険者数（R4：456保険者、R3：449保険

者）

○引き続き、介護教室・介護者相互の交流会開催について、地域支

援事業の家族介護支援事業として経費の一部を負担予定

【令和5年度予算額：1,933億円の内数】 【令和6年度予算額：1,804億円の内数】

○これまで都道府県と指定都市に設置してきた「ひきこもり地域支

援センター」を一般の市町村にも設置できるようにするなど、より

身近な場所で相談や支援が受けられる環境づくりを進め、本人・家

族に対する早期からの相談・支援等を行い、ひきこもり支援を推進

○都道府県等において、ひきこもりに特化した相談窓

口としての機能を有する「ひきこもり地域支援セン

ター」等を設置し、本人・家族に対する早期からの相

談・支援等を行い、ひきこもり支援を推進

○相談件数（R4：203,088件、R3：120,686件） ○引き続き、「ひきこもり地域支援センター」等において、本人・

家族に対する早期からの相談・支援等を行う予定

○ひきこもり当事者やその御家族の心情を理解した上で、寄り添う

支援ができる良質な支援者の育成のため、支援に関わる方に対し、

知識や支援手法を習得するための研修を実施

○ひきこもり当事者やその御家族の心情を理解した上

で、寄り添う支援ができる良質な支援者の育成のた

め、支援に関わる方に対し、知識や支援手法を習得す

るための研修を実施

○良質な支援者の育成のため、支援に関わる方に対する知識や支援

手法を習得するための研修の対象範囲を初任者に加えて、中堅・指

導職員に拡充する予定

○性犯罪・性暴力被害者等、困難を抱えた女性の支援を推進するた

めの「若年被害女性等支援事業」を実施

○婦人相談所等の関係機関と民間支援団体が密接に連

携し、アウトリーチによる相談支援や居場所の確保、

公的機関や施設への「つなぎ」を含めたアプローチを

行う仕組みを構築

○事業実施自治体数等（R5：5自治体9団体、R4：3自

治体6団体、R3：3自治体6団体）

○引き続き性犯罪・性暴力被害者等、困難を抱えた女性の支援を推

進するための「若年被害女性等支援事業」を実施予定

【令和５年度予算額：23億円の内数】 【令和6年度予算額：26億円の内数】

○困難な問題を抱える女性への支援を展開するためのネットワーク

の構築などを行うモデル事業として「困難な問題を抱える女性支援

連携強化モデル事業」を実施

○引き続き困難な問題を抱える女性への支援を展開するためのネッ

トワークの構築などを行うモデル事業として「困難な問題を抱える

女性支援連携強化モデル事業」を実施予定

【令和５年度予算額：23億円の内数】 【令和6年度予算額：26億円の内数】

○こころの健康づくり対策事業において、「PTSD対策専門研修」

「思春期精神保健研修」を実施

○こころの健康づくり対策事業において、「PTSD対策

専門研修」「思春期精神保健研修」を実施

○受講者数（R4：2,243人、R3：2,166人、R2：1,616

人）

○引き続き、こころの健康づくり対策事業において、「PTSD対策専

門研修」「思春期精神保健研修」を実施

【令和５年度予算額：17,076千円の内数】 【令和６年度予算額：17,076千円の内数】

○犯罪被害者等のカウンセリング費用の公費負担を実施 ○犯罪被害者等のカウンセリング費用の公費負担を実

施

○公費負担制度を利用したカウンセリングの実施件数

（R5度：集計中、R4度：2,338件、R3度：2,033件）

○犯罪被害者等のカウンセリング費用の公費負担を実施予定

【令和5年度予算額：犯罪被害者等のカウンセリング費用の公費負担

制度　73百万円の内数】

【令和6年度予算額：犯罪被害者等のカウンセリング費用の公費負担

制度　73百万円の内数】

○カウンセリング職員に対する専門研修を実施 ○カウンセリング職員に対する専門研修を実施 ○カウンセリング職員に対する専門研修を実施予定

【令和5年度予算額：カウンセリング職員に対する専門研修　13百万

円の内数】

【令和6年度予算額：カウンセリング職員に対する専門研修　13百万

円の内数】

○民間被害者支援団体に対する相談業務の委託を実施 ○民間被害者支援団体に対する相談業務の委託を実施 ○民間被害者支援団体における相談業務受理件数（R5

度：集計中、R4度：43,899件、R3度：39,595件）

○民間被害者支援団体に対する相談業務の委託を実施予定

【令和5年度予算額：民間被害者支援団体に対する相談業務の委託

120百万円の内数】

【令和6年度予算額：民間被害者支援団体に対する相談業務の委託

120百万円の内数】

○民間被害者支援団体に対する性犯罪被害者支援業務の委託を実施 ○民間被害者支援団体に対する性犯罪被害者支援業務

の委託を実施

○民間被害者支援団体に対する性犯罪被害者支援業務の委託を実施

予定

厚生労働省

厚生労働省（10）介護者への支援の充実

（11）ひきこもりの方への支援の充実

（12）児童虐待や性犯罪・性暴力の被害者

への支援の充実

厚生労働省

厚生労働省

警察庁
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自殺総合対策大綱に基づく施策の実施状況について

自殺総合対策大綱の項目 担当省庁
令和５年度の主な取組状況

【令和５年度予算額】
これまでの取組の成果の評価

これまでの取組の実績値

【目標値】

今後の課題と令和６年度の実施予定

【令和６年度予算額】

実施状況

【令和5年度予算額：民間被害者支援団体に対する性犯罪被害者支援

業務の委託　50百万円】

【令和6年度予算額：民間被害者支援団体に対する性犯罪被害者支援

業務の委託　50百万円】

○各都道府県警察の性犯罪被害相談電話につながる全国共通番号

「#8103（ハートさん）」を導入（平成29年8月）、適切に運用

○各都道府県警察の性犯罪被害相談電話につながる全

国共通番号「#8103（ハートさん）」を導入（平成29

年8月）、適切に運用

○各都道府県警察の性犯罪被害相談電話につながる全国共通番号

「#8103（ハートさん）」を導入（平成29年8月）、適切に運用予定

【令和5年度予算額：性犯罪被害相談電話番号の運用に要する経費

12百万円】

【令和6年度予算額：性犯罪被害相談電話番号の運用に要する経費

12百万円】

（12）児童虐待や性犯罪・性暴力の被害者

への支援の充実

警察庁
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自殺総合対策大綱に基づく施策の実施状況について

自殺総合対策大綱の項目 担当省庁
令和５年度の主な取組状況

【令和５年度予算額】
これまでの取組の成果の評価

これまでの取組の実績値

【目標値】

今後の課題と令和６年度の実施予定

【令和６年度予算額】

実施状況

○性犯罪指定捜査員の指定を推進するとともに、性犯罪捜査に関す

る研修を実施

○性犯罪捜査における証拠採取用資機材の整備を推進

○性犯罪指定捜査員の指定を推進するとともに、性犯

罪捜査に関する研修を実施

○性犯罪捜査における証拠採取用資機材を全ての警察

署に整備

○性犯罪指定捜査員の指定（R5.4現在：12,827人、

R4.4現在：12,124人、R3.4現在：12,203人、R2.4現

在：11,142人）

○性犯罪指定捜査員の指定を推進するとともに、性犯罪捜査に関す

る研修を実施予定

○性犯罪捜査における証拠採取用資機材の整備を推進予定

【令和５年度予算額：性犯罪証拠採取セットの整備　5百万円】 【令和6年度予算額：性犯罪証拠採取セットの整備　5百万円】

○性犯罪・性暴力被害者を含む犯罪被害者等への支援のため、地方

公共団体等と協力して、地域における関係機関・団体間の連携を促

進するなどの取組を実施

○性犯罪・性暴力被害者を含む犯罪被害者等への支援

のため、地方公共団体等と協力して、地域における関

係機関・団体間の連携を促進するなどの取組を実施

○事業実施地域（R5度：5県、R4度：4県、R3度：1府

3県）

○性犯罪・性暴力被害者を含む犯罪被害者等への支援のため、地方

公共団体等と協力して、地域における関係機関・団体間の連携を促

進するなどの取組を実施予定

【令和5年度予算額：犯罪被害者等施策の総合的推進事業　9百万円

の内数】

【令和6年度予算額：犯罪被害者等施策の総合的推進事業　8百万円

の内数】

○性犯罪被害者等が安心して必要な相談・支援を受けられる体制を

整備するため、ワンストップ支援センターの相談員等を対象とした

オンライン研修教材を作成・提供するとともに、オンライン研修を

実施

○ワンストップ支援センターの相談員等を対象とした

オンライン研修教材を作成・提供

○性犯罪被害者等が安心して必要な相談・支援を受けられる体制を

整備するため、ワンストップ支援センターの相談員等を対象とした

オンライン研修を実施予定

【令和5年度予算額：性犯罪被害者等支援体制整備促進事業　11百万

円】

【令和6年度予算額：性犯罪被害者等支援体制整備促進事業　11百万

円】

○最寄りのワンストップ支援センターにつながる全国共通番号

「#8891（はやくワンストップ）」の周知・広報を実施

○令和2年10月より、最寄りのワンストップ支援セン

ターにつながる全国共通番号「#8891（はやくワンス

トップ）」を導入するとともに、広報を実施

○最寄りのワンストップ支援センターにつながる全国共通番号

「#8891（はやくワンストップ）」の周知・広報を実施予定

【令和5年度予算額：性犯罪被害者等支援体制整備促進事業　3百万

円】

【令和6年度予算額：性犯罪被害者等支援体制整備促進事業　20百万

円】

○夜間休日の相談に対応できるコールセンター及びSNS相談事業

「Cure time（キュアタイム）」を実施

○令和2年10月より、若年層の性暴力被害者が相談しや

すいよう、SNS相談「Cure time（キュアタイム）」を

実施

○令和3年10月より、性犯罪・性暴力の夜間の相談や緊

急対応のため、「性暴力被害者のための夜間休日コー

ルセンター」を設置

○夜間休日の相談に対応できるコールセンター及びSNS相談事業

「Cure time（キュアタイム）」を実施予定

【令和4年度第2次補正予算額：性暴力被害者等相談体制整備事業

317百万円】

【令和5年度補正予算額：性暴力被害者等相談体制整備事業　345百

万円の内数】

○ワンストップ支援センターの運営の安定化及び被害者支援機能の

強化に向け、交付金の拡充により、地方公共団体による被害者支援

に係る取組を充実

○平成30年10月、ワンストップ支援センターの全都道

府県設置を前倒し達成

○行政が関与する性犯罪・性暴力被害者のためのワン

ストップ支援センター、支援拠点等の設置件数

（R5.4：55か所、R3：52箇所、R2：47箇所）【目標

値：60箇所（2025年）】

○365日緊急対応可能な都道府県数（R5.4：47都道府

県、R3：21都道府県、R2：20都道府県）【目標：47都

道府県（2025年）】

○ワンストップ支援センターの運営の安定化及び被害者支援機能の

強化に向け、交付金の拡充により、地方公共団体による被害者支援

に係る取組を支援

【令和5年度予算額：性暴力・配偶者暴力被害者等支援交付金（性犯

罪・性暴力被害者支援事業）　481百万円】

【令和6年度予算額：性暴力・配偶者暴力被害者等支援交付金（性犯

罪・性暴力被害者支援事業）　493百万円】

【令和5年度第1次補正予算額：性暴力・配偶者暴力被害者等支援交

付金（性犯罪・性暴力被害者支援事業）　108百万円】

○福祉事務所設置自治体（907自治体）において、複合的な課題を抱

える生活困窮者に対し、生活困窮者自立支援法に基づく相談支援、

就労支援、家計相談支援、住まい支援等を実施

○相談窓口（自立相談支援機関）において、自殺念慮

を抱える人も含めた生活困窮者に対して、相談支援や

支援プランの作成、必要な支援へのつなぎ等による、

自立に向けた包括的な支援を実施

○新規相談件数（R4：約35万件、R3：約56万件、

R2：約79万件）

○支援プラン作成数（R4：約10万件、R3：約15万件、

R2：約14万件）

○生活困窮者自立支援法に基づき、複合的な課題を抱える生活困窮

者の状態に応じて、就労、家計、住まい等の支援を組み合わせた包

括的な支援を行う予定

【令和5年度予算額：総額545億円の内数】 【令和6年度予算額：総額531億円の内数】

○ひとり親家庭の相談窓口において、母子・父子自立支援員に加え

て就業支援専門員を配置することで、子育て・生活に関する内容か

ら就業に関する内容まで支援できる「ワンストップ型相談窓口」の

整備を推進

○児童扶養手当の現況届の提出時期（毎年8月）等に、

子育て・生活、就業、養育費の確保など、ひとり親が

抱える様々な問題をまとめて相談できる体制の構築を

支援する取組を推進

集計中 ○引き続き、整備を推進

【令和5年度予算額：母子家庭等対策総合支援事業　162億円の内

数】

【令和6年度予算額：母子家庭等対策総合支援事業　163億円の内

数】

（14）ひとり親家庭に対する相談窓口の充

実等

こども家庭庁

（13）生活困窮者への支援の充実 厚生労働省

（12）児童虐待や性犯罪・性暴力の被害者

への支援の充実

警察庁

内閣府
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自殺総合対策大綱に基づく施策の実施状況について

自殺総合対策大綱の項目 担当省庁
令和５年度の主な取組状況

【令和５年度予算額】
これまでの取組の成果の評価

これまでの取組の実績値

【目標値】

今後の課題と令和６年度の実施予定

【令和６年度予算額】

実施状況

○令和5年度第1次補正予算において、ひとり親家庭が必要な支援に

繋がり、自立に向けた適切な支援を受けられるよう、SNSによる相

談支援などIT機器等の活用を始めとしたひとり親のワンストップ相

談及びプッシュ型支援体制の構築・強化を図るための事業を実施

○令和2年度第3次補正予算、令和3年度第1次補正予算

及び令和４年度第２次補正予算において、ひとり親家

庭に対して個々の状況に応じた適切な支援が提供され

るよう、ひとり親のワンストップ相談及びプッシュ型

支援体制の構築・強化事業を実施

○実施自治体数（R4：７自治体、R3：9自治体、R2：3

自治体）

○引き続き、整備を推進

【令和5年度第1次補正予算：1.8億円】

○法務局・地方法務局又はその支局や特設の人権相談所において相

談に対応し、性的マイノリティに関する嫌がらせ等の人権侵害の疑

いのある事案を認知した場合は、人権侵犯事件として調査・事案に

応じた適切な措置を実施

○性的マイノリティに関する人権侵害の疑いのある事

案は人権侵犯事件として適切な措置を実施

○性的マイノリティに関する人権侵犯事件のうち法務

局・地方法務局において新たに救済手続を開始したも

の（令和5年：26件、令和4年：9件、令和3年：9件）

○引き続き、法務局・地方法務局又はその支局や特設の人権相談所

において相談に応じ、性的マイノリティに関する嫌がらせ等の人権

侵害の疑いのある事案を認知した場合は、人権侵犯事件として調査

を行い、事案に応じた適切な措置を講ずる予定

○性的マイノリティ等に関する人権教室を実施 ○性的マイノリティ等に関する効果的な人権啓発活動

を実施することができたものと考える

○参加者数（R4：831,383人の内数、R3：620,846人の

内数、R2：431,779人の内数）

○性的マイノリティ等に関する人権教室を実施予定

【令和5年度予算額：3,553,169千円の内数】 【令和6年度予算：3,536,682千円の内数】

○「人権教育担当指導主事連絡協議会」において「性同一性障害に

係る児童生徒に対するきめ細かな対応の実施等について」の通知、

通知を踏まえた教職員向け周知資料及び改定版生徒指導提要（令和4

年12月公表）の趣旨の徹底

○都道府県・指定都市教育委員会の人権教育担当指導

主事等を対象とする「人権教育担当指導主事連絡協議

会」を毎年度開催

○参加者数（R5：71人、R4：69人、R3：72人） ○「人権教育担当指導主事連絡協議会」において「性同一性障害に

係る児童生徒に対するきめ細かな対応の実施等について」の通知、

通知を踏まえた教職員向け周知資料及び改定版生徒指導提要（令和4

年12月公表）の趣旨の徹底を図る予定

○スクールソーシャルワーカーやスクールカウンセラーの配置に係

る経費を補助することにより、学校における教育相談体制を充実

○ニッポン一億総活躍プラン等において平成31年度ま

でにスクールソーシャルワーカーを全ての中学校区（1

万中学校区）に、スクールカウンセラーを全公立小中

学校（27,500校）に配置することを目標とし、令和元

年度以降はそのための予算を計上

○スクールソーシャルワーカーの対応中学校区（R4：

7,773校区、R3：7,656校区、R2：7,520校区）【目

標：全ての中学校区（1万中学校区）】

○スクールカウンセラーの対応公立小中学校（R4：

27,086校区、R3：27,005校、R2：26,686校）【目標：

全ての公立小中学校（27,500校）】

○オンライン等の活用を含めたスクールソーシャルワーカーやス

クールカウンセラーの配置に係る経費を補助することにより、学校

における教育相談体制を充実予定

【令和5年度予算額：8,544百万円の内数】 【令和6年度予算額：8,766百万円の内数】

○独立行政法人日本学生支援機構と文部科学省の協力の下に作成し

た、教職員向け理解・啓発資料「大学等における性的指向・性自認

の多様な在り方の理解増進に向けて」を活用し、大学等の教職員が

出席する会議等の様々な機会を通じて、理解啓発と適切な対応を促

進

○独立行政法人日本学生支援機構と文部科学省の協力

の下に作成した、教職員向け理解・啓発資料「大学等

における性的指向・性自認の多様な在り方の理解増進

に向けて」を活用し、大学等の教職員が出席する会議

等の様々な機会を通じて、理解啓発と適切な対応を促

進

○大学等の教職員が出席する会議における啓発資料の

周知（R5：13回、R4：11回、R3：14回、R2：13回）

○引き続き、大学等の学生支援担当の教職員を対象とした会議等の

様々な機会を通じて、性的マイノリティである学生への対応の充実

について、理解啓発を図る予定

○公正な採用選考についての事業主向け啓発パンフレットに「性的

マイノリティの方など特定の人を排除しない」旨を記載し、ホーム

ページ上に公表

○公正な採用選考についての事業主向け啓発パンフ

レットに「LGBT等の性的マイノリティの方など特定の

人を排除しない」旨を記載し、ホームページ上に公表

○配布部数（R4:約20万部、R3：約20万部、R2：約20

万部）

○引き続き、パンフレットを作成・配布し、ホームページ上で公表

予定

【令和5年度予算額：148,019千円の内数】 【令和６年度予算額：142,682千円の内数】

○事業主向けのマニュアルやパンフレット等を活用し、職場におけ

るパワーハラスメント及びセクシュアルハラスメント防止を周知

○事業主向けのマニュアルやパンフレット等を活用

し、職場におけるパワーハラスメント及びセクシュア

ルハラスメント防止を周知

○パンフレット配布部数（R5：約29,000部、R4：

48,000部、R3：71,000部、R2：約90,000部、R1：約

30,000部）

○引き続き、事業主向けのマニュアルやパンフレット等を活用し、

職場におけるパワーハラスメント及びセクシュアルハラスメント防

止を周知予定

【令和5年度予算額：636,102千円の内数】 【令和6年度予算額：670,570千円の内数】

○性的指向・性自認に関する職場環境の在り方について、企業が自

社で取り組もうとする際の参考となるような取組事例等を掲載した

周知啓発のためのリーフレットをHP上に掲載

○性的指向・性自認に関する職場環境の在り方につい

て、企業が自社で取り組もうとする際の参考となるよ

うな取組事例等を掲載した周知啓発のためのリーフ

レットを作成、配付（R2）。また、HP上において周知

（R2～R５）。

○リーフレット配布部数（R2：約31,600部）【目標値

（R2）：5,000部】

○引き続き、企業や労働者の性的指向・性自認（性同一性）につい

ての理解を促進するため、性的マイノリティに関する企業の取組事

例等についてのリーフレットをHP上に掲載予定。また、令和６年度

委託事業として、当事者を取り巻く課題や企業の取組状況等を調査

するとともに、その結果を活用し、周知啓発資料を作成予定

【令和6年度予算額：33,672千円の内数】

○性的指向・性自認を理由としたものも含め、社会的な繋がりが希

薄な方々の相談先として、24時間365日無料の電話相談窓口（よりそ

いホットライン）を設置するとともに、必要に応じて面接相談や同

行支援を実施して具体的な解決に繋げる寄り添い支援を実施

○性的指向・性自認を理由としたものも含め、社会的

な繋がりが希薄な方々の相談先として、24時間365日無

料の電話相談窓口（よりそいホットライン）を設置す

るとともに、必要に応じて面接相談や同行支援を実施

して具体的な解決に繋げる寄り添い支援を実施

○セクシャルマイノリティ専門ライン相談件数（R4：

20,531件、R3：23,303件）※完了呼数件数

○24時間365日無料の電話相談事業（厚生労働省から全国的な民間団

体に補助）では、性的指向・性自認を理由としたものも含め、社会

的なつながりが希薄な方々の相談を受け、必要に応じて面接相談や

同行支援を実施して具体的な解決につなげる寄り添い支援を実施予

定

【令和５年度予算額：7.5億円】 【令和6年度予算額：7.5億円の内数】

（14）ひとり親家庭に対する相談窓口の充

実等

こども家庭庁

（15）性的マイノリティへの支援の充実 法務省

文部科学省

厚生労働省

厚生労働省

厚生労働省
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自殺総合対策大綱に基づく施策の実施状況について

自殺総合対策大綱の項目 担当省庁
令和５年度の主な取組状況

【令和５年度予算額】
これまでの取組の成果の評価

これまでの取組の実績値

【目標値】

今後の課題と令和６年度の実施予定

【令和６年度予算額】

実施状況

○地方公共団体（67自治体）に対し、SNS等を活用した児童生徒向

けの相談体制の構築を支援

○いじめを含む様々な悩みに関する児童生徒の相談に

関して、SNS等を活用する利点・課題等について検討

を行うため、平成29年7月に有識者会議を開催し、平成

30年3月、「SNS等を活用した相談体制の構築に関する

当面の考え方（最終報告）」をとりまとめ

○SNS等を活用した相談事業として、引き続き地方公共団体の相談

体制の整備に対する支援実施

○地方公共団体に対し、SNS等を活用した児童生徒向けの相談体制

の構築を支援

○支援自治体数（R5：40自治体、R4：38自治体、

R3：36自治体）

○相談体制の整備に対する支援を実施 ○相談体制の整備に対する支援を実施予定

【令和5年度予算額：5,889百万円の内数】 【令和6年度予算額：6,085百万円の内数】

一部再掲 7－（7）、7－（12）

○自殺対策推進センターで関係機関等の連携を効果的に行っている

好事例を収集し、地域の自殺対策政策パッケージに掲載

○自殺対策推進センターが作成公表した地域自殺対策

政策パッケージは市町村の地域自殺対策計画策定に活

用されており、平成30年12月にはさらに新たな「自殺

対策先進事例データベース」を公表し、情報共有を年

に一度促進

○政策パッケージ提供先：全都道府県・市区町村

（H29）（R5）

○掲載事例数（84事例（R5）、88事例（R4）、138事

例（R3））

○引き続き、自殺対策先進事例データベースにより効果的に関係機

関等の連携に必要な情報提供を実施予定

【令和5年度予算額：調査研究等業務交付金　488,925千円の内数】 【令和6年度予算額：調査研究等業務交付金　600,988千円の内数】

○生活困窮者自立支援法に基づき関係機関間の情報共有及び地域に

おける支援体制の検討を行う支援会議について、令和5年度全国厚生

労働関係部局長会議（令和５年２月資料公表）等、自治体への説明

の機会を捉えて、他法に基づく既存の会議体の活用も含めた積極的

な設置を呼びかけた。

○令和５年12月27日付けでとりまとめられた「生活困窮者自立支援

制度及び生活保護制度の見直しに関する最終報告書」において、

「生活困窮者自立支援法に規定する支援会議について、設置を努力

義務化することにより、各福祉事務所設置自治体での設置の取組を

より一層促進することが必要である。」とされ、令和６年２月９日

に国会に提出された「生活困窮者自立支援法等の一部を改正する法

律案」において、生活困窮者自立支援法に基づく支援会議の設置を

自治体に対して努力義務化した。

○令和４年度時点で約４割の自治体が設置済み又は設

置予定ありと回答しており、設置の効果としては、関

係機関間の情報共有や役割分担の促進があげられてい

る。

○福祉事務所設置自治体のうち支援会議設置済み自治

体の割合（R4：35.5％、R3：35.7％、R2：31.3％、

R1：30.3％）

○引き続き支援会議の設置の更なる推進策について検討

○市町村において、地域住民の複合・複雑化した支援ニーズに対応

する包括的な支援体制を整備するため、対象者の属性を問わない相

談支援、多様な参加支援、地域づくりに向けた支援を一体的に行う

重層的支援体制整備事業（任意事業）を実施

○（～令和2年度）生きづらさを抱えた人や自己肯定感

が低い者などが、孤立しないよう地域とつながり、支

援とつながることができるための居場所づくり等を推

進するためのモデル事業の実施

○（令和3年度～）令和2年6月に改正された社会福祉法

に基づき、市町村において、地域住民の複合・複雑化

した支援ニーズに対応する包括的な支援体制を整備す

るため、対象者の属性を問わない相談支援、多様な参

加支援、地域づくりに向けた支援を一体的に行う重層

的支援体制整備事業（任意事業）を実施

○モデル事業数（R2：279自治体、R1：208自治体）

○重層的支援体制整備事業実施数（R5：189自治体、

R4：134自治体、R3：42自治体）

○重層的支援体制整備事業への移行準備事業実施数

（R5：279自治体、R4：225自治体、R3：234自治体）

○市町村において、地域住民の複合・複雑化した支援ニーズに対応

する包括的な支援体制を整備するため、対象者の属性を問わない相

談支援、多様な参加支援、地域づくりに向けた支援を一体的に行う

重層的支援体制整備事業（任意事業）を実施

【令和5年度予算額：32,238,117千円】 【令和6年度予算額：54,281,423千円】

○自殺対策に資する若者の居場所づくりに関する好事例を全国の地

方公共団体へ提供

○実践的調査研究事業において、有識者を集めた検討

会を実施するとともに、若者の居場所に関するヒアリ

ング等を実施

○地域自殺対策強化交付金を活用し、居場所づくりのモデル事業

（居場所づくり・地域の社会資源につなぐための体制構築モデル事

業）を実施

○居場所づくりのモデル事業を実施 ○モデル事業数（R4：2自治体、R3：3自治体、R2：1

自治体）

○居場所づくりのモデル事業の取組を踏まえて、全国的な展開を検

討予定

【令和5年度予算額：地域自殺対策強化交付金 2,983,133千円の内

数】

【令和6年度予算額：地域自殺対策強化交付金 3,050,247千円の内

数】

厚生労働省（18）自殺対策に資する居場所づくりの推

進

（16）相談の多様な手段の確保、アウト

リーチの強化【一部再掲】

文部科学省

（17）関係機関等の連携に必要な情報共有

の仕組みの周知

厚生労働省
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自殺総合対策大綱に基づく施策の実施状況について

自殺総合対策大綱の項目 担当省庁
令和５年度の主な取組状況

【令和５年度予算額】
これまでの取組の成果の評価

これまでの取組の実績値

【目標値】

今後の課題と令和６年度の実施予定

【令和６年度予算額】

実施状況

○WHO自殺報道ガイドラインに基づく報道がなされていない場合

に、各報道機関等にガイドラインに基づく報道を要請。

○厚生労働大臣よりメディア関係者に向けて、ガイドラインに基づ

く報道を直接要請。

○自殺対策推進センターは、メディア関係者に向けた自殺報道に関

する勉強会を開催。

○海外の先進的なガイドラインを翻訳して公開

○WHO自殺報道ガイドラインに基づく報道がなされて

いない場合に、各報道機関等にガイドラインに基づく

報道を要請。

○自殺対策推進センターは、メディア関係者に向けた

自殺報道に関する勉強会を開催。

○WHO自殺報道ガイドラインに基づく報道の要請

（R5：4件、R4：4件、R3：6件、R2：10件）

○メディア関係者に向けた自殺報道のあり方を考える

勉強会（R5：2回、R4：2回、R3：2回）

○個別メディア向け勉強会（R5：2回）

○WHO自殺報道ガイドラインに基づく報道がなされていない場合

に、各報道機関等にガイドラインに基づく報道を要請。

○厚生労働大臣よりメディア関係者に向けて、ガイドラインに基づ

く報道を直接要請。

○自殺対策推進センターは、メディア関係者に向けた自殺報道に関

する勉強会を開催。

○引き続き、海外の先進的なガイドラインを翻訳して公開を予定

【令和5年度予算額：調査研究等業務交付金　488,925千円の内数】 【令和6年度予算額：調査研究等業務交付金　600,988千円の内数】

○自殺対策推進センターによる国際的な学会への参加等により、海

外の先進的な取組の調査、日本の自殺対策についての発信等を実施

○国際的な学会等において取組の調査、発信等を実施 ○実施回数（R5:2回、R4:2回） ○引き続き、自殺対策推進センターによる国際的な学会への参加等

により、海外の先進的な取組の調査、日本の自殺対策についての発

信等を実施する予定

【令和5年度予算額：調査研究等業務交付金　488,925千円の内数】 【令和6年度予算額：調査研究等業務交付金　600,988千円の内数】

再掲 3－（9）

○自殺のハイリスク者である自殺未遂者が安心して医療にアクセス

できる環境を整備

○自殺未遂者支援拠点病院を地域の自殺未遂者支援の

中核的機関として位置付け、地域で質の高い医療提供

体制を整備

○研修受講者数（R4：970人、R3：859人、R2：571

人）

○引き続き、自殺のハイリスク者である自殺未遂者が安心して医療

にアクセスできる環境を整備

【令和５年度予算額：10,105千円】 【令和６年度予算額：16,010千円】

○必要に応じた精神科医による診療体制の整備を実施 ○必要に応じた精神科医による診療体制の整備を実施 ○精神科医による診療体制が確保できている救命救急

センター割合（R5：集計中、R4：99%）【目標値：

100%】

○必要に応じた精神科医による診療体制の整備を実施予定

○自殺対策推進センターにおいて自傷・自殺未遂レジストリを構築 ○全国約300か所の救命救急センターのレジストリ構築

への参画状況

○研究開始機関数（R5：10か所、R4：34か所）

〇年度内登録件数（R5：2,045件※、R4：253件）

　※令和6年3月11日現在までの年度内登録件数

○引き続き、全国の救命救急センターにレジストリ構築への参加を

求めていく予定

【令和5年度予算額：調査研究等業務交付金　488,925千円の内数】 【令和6年度予算額：調査研究等業務交付金　600,988千円の内数】

再掲 6－（1）、6－（3）

○自殺対策推進センターにおいて自傷・自殺未遂レジストリを構築 ○全国約300か所の救命救急センターのレジストリ構築

への参画状況

○研究開始機関数（R5：10か所、R4：34か所） ○引き続き、全国の救命救急センターにレジストリ構築への参加を

求めていく予定

【令和5年度予算額：調査研究等業務交付金　488,925千円の内数】 【令和6年度予算額：調査研究等業務交付金　600,988千円の内数】

○令和５年度より、自殺未遂者が救急病院搬送後、退院され地域に

戻る際に必要な支援へのつなぎ・継続的支援を行う都道府県におけ

る包括的な連携体制を整備することを目的として、地域自殺対策強

化事業に、「自殺未遂者に対する地域における包括的支援モデル事

業」を新設した。

○令和５年度より事業実施中の長野県における事業進

捗確認、情報収集、助言等を実施

○本事業によって得られた成果を全国に横展開するこ

とにより、全国の自治体における自殺未遂者に対する

包括的支援体制の整備を図る

○自殺未遂者に対する地域における包括的支援モデル

事業採択自治体数（R5：１か所）

○本事業を実施できるよう予算措置を行うとともに、自殺対策推進

センターと連携して、医療と地域の連携推進による包括的な未遂者

支援の強化について、事例を通じて周知普及を図ることとしてい

る。

【令和5年度予算額：地域自殺対策強化交付金 2,983,133千円の内

数】

【令和6年度予算額：地域自殺対策強化交付金 3,050,247千円の内

数】

（4）居場所づくりとの連動による支援

【再掲】

再掲 7－（18）

○「自殺未遂者ケアに関するガイドライン」によるケア対策として

推進

○「自殺未遂者ケアに関するガイドライン」によるケ

ア対策として「自殺未遂者ケア研修（一般救急版、精

神科救急版、かかりつけ医版）」を継続的に実施

○自殺未遂者ケア研修「一般救急版」参加者数（R5：

111人、R4：90人、R3：54人、R2：39人）

○自殺未遂者ケア研修「精神科救急版」参加者数

（R5：51人、R4：111人、R3：62人、R2：41人）

○自殺未遂者ケア研修「かかりつけ医版」参加者数

（R5：379人、R4：331人）

○引き続き、「自殺未遂者ケアに関するガイドライン」によるケア

対策として推進

【令和5年度予算額：調査研究等業務交付金　488,925千円の内数】 【令和6年度予算額：調査研究等業務交付金　600,988千円の内数】

○自殺未遂者再企図防止事業を実施 ○自殺未遂者等支援拠点病院整備事業を実施 ○引き続き、自殺未遂者等支援拠点病院整備事業を実施

【令和５年度予算額：10,105千円】 【令和６年度予算額：16,010千円】

（1）地域の自殺未遂者等支援の拠点機能

を担う医療機関の整備

厚生労働省

（2）救急医療機関における精神科医によ

る診療体制等の充実

厚生労働省

（5）家族等の身近な支援者に対する支援 厚生労働省

厚生労働省

厚生労働省

（19）報道機関に対するWHOの手引き等の

周知

厚生労働省

（20）自殺対策に関する国際協力の推進

【一部再掲】

8　自殺未遂者の再度の自殺企図を防ぐ取組

（3）医療と地域の連携推進による包括的

な未遂者支援の強化【一部再掲】 厚生労働省
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自殺総合対策大綱に基づく施策の実施状況について

自殺総合対策大綱の項目 担当省庁
令和５年度の主な取組状況

【令和５年度予算額】
これまでの取組の成果の評価

これまでの取組の実績値

【目標値】

今後の課題と令和６年度の実施予定

【令和６年度予算額】

実施状況

文部科学省 ○「児童生徒の自殺予防に関する普及啓発協議会」において、「子

供の自殺が起きたときの背景調査の指針（改訂版）」等に基づいた

対応がなされるよう、各教育委員会等の生徒指導担当者や、校長・

教頭などの管理職を対象に、周知を図った

○各教育委員会等の生徒指導担当者や、校長・教頭等

の管理職を対象に、児童生徒の自殺予防に関する普及

啓発協議会等を開催し、各教育委員会・学校等におい

て、適切な対応がなされるよう周知

○普及啓発協議会開催（R5:10ブロック、R4:10ブロッ

ク、R3：10ブロック、R2：10ブロック、R1：10ブ

ロック）

○「子供の自殺が起きたときの背景調査の指針（改訂版）」等に基

づいた適切な対応が行われるよう、各教育委員会等の生徒指導担当

者や、校長・教頭などの管理職を対象に「児童生徒の自殺予防に関

する普及啓発協議会」等を開催し、周知を図る予定

○働く人のメンタルヘルス・ポータルサイト「こころの耳」を通じ

て、自殺発生直後の職場での対応等を示したマニュアル「職場にお

ける自殺の予防と対応」を周知

○働く人のメンタルヘルス・ポータルサイト「こころ

の耳」を通じて、自殺発生直後の職場での対応等を示

したマニュアル「職場における自殺の予防と対応」を

周知

○アクセス件数（R4：約893万件、R3：約1,036万件、

R2：約779万件）

○働く人のメンタルヘルス・ポータルサイト「こころの耳」を通じ

て、自殺発生直後の職場での対応等を示したマニュアル「職場にお

ける自殺の予防と対応」等を周知予定

【令和5年度予算額：286百万円の内数】 【令和6年度予算額：305百万円の内数】

○地域自殺対策強化交付金を通じて、自死遺族のための分かち合い

の会の運営等を支援

○地域自殺対策強化交付金を通じて、自死遺族のため

の分かち合いの会の運営等を支援

○自死遺族支援機能構築事業数（R4：101事業、R3：

105事業、R2：101事業）

○引き続き、「自死遺族等を支えるために～総合的支援の手引」に

基づく遺族の自助グループ等の運営を支援予定

○「自死遺族等を支えるために～総合的支援の手引」に基づく遺族

の自助グループ等の運営を支援

○平成30年11月、「自死遺族等を支えるために～総合

的支援の手引」を公表し、これに基づき遺族の自助グ

ループ等の円滑な運営支援が行われるよう支援

○引き続き、「自死遺族等を支えるために～総合的支援の手引」に

基づく遺族の自助グループ等の運営を支援予定

○自死遺族等支援団体向け研修・情報交換会の実施 〇自死遺族等支援団体向け研修・情報交換会の実施 〇研修等の実施回数（R5：１回、R4：１回） ○引き続き、自死遺族等支援団体向けの研修等を実施予定

【令和5年度予算額：地域自殺対策強化交付金　2,983,133千円の内

数】

【令和5年度予算額：調査研究等業務交付金　488,925千円の内数】

【令和5年度予算額：地域自殺対策推進センター運営事業費

111,053千円】

【令和6年度予算額：地域自殺対策強化交付金　3,050,247千円の内

数】

【令和6年度予算額：調査研究等業務交付金　600,988千円の内数】

【令和6年度予算額：地域自殺対策推進センター運営事業費

123,532千円】

○「過労死等防止対策推進法」及び「過労死等の防止のための対策

に関する大綱」に基づき、過労死で親を亡くした遺児等が心身のリ

フレッシュを図るためのイベントや、遺児及びその保護者を対象と

したグループトーク等を行う「過労死遺児交流会等事業」を実施

○「過労死等防止対策推進法」及び変更された「過労

死等の防止のための対策に関する大綱」に基づき、平

成28年から民間団体と連携しながら「過労死遺児交流

会」を毎年開催

○過労死で親を亡くした遺児等のための相談室を年間

を通して開設

○交流会実施回数（R5：1回、R4：1回、R3：1回、

R2：1回、R1：1回）

○交流会参加者数（R5：集計中、R4：49人、R3：45

人、R2：9人、R1：79人）

○交流会イベント種類（R5：3種類（こども向け参加型

イベント、グループトーク、個別相談会）、R4：3種

類、R3：3種類、R2：2種類、R1：3種類）【目標値：

3種類以上】

※R2はオンライン開催

○相談室利用者数（R5：集計中、R4：遺児7人、保護

者13人（延べ人数））

○「過労死等防止対策推進法」及び「過労死等の防止のための対策

に関する大綱」に基づき、引き続き、民間団体と連携しながら「過

労死遺児交流会等事業」を実施予定

【令和5年度予算額：14,151千円】 【令和6年度予算額：14,104千円】

文部科学省 ○「児童生徒の自殺予防に関する普及啓発協議会」において、「子

供の自殺が起きたときの背景調査の指針（改訂版）」等に基づいた

対応がなされるよう、各教育委員会等の生徒指導担当者や、校長・

教頭などの管理職を対象に、周知を図った

○各教育委員会等の生徒指導担当者や、校長・教頭等

の管理職を対象に、児童生徒の自殺予防に関する普及

啓発協議会等を開催し、各教育委員会・学校等におい

て、適切な対応がなされるよう周知

○普及啓発協議会開催（R5：10ブロック、R4：10ブ

ロック、R3：10ブロック、R2：10ブロック、R1：10

ブロック）

○引き続き、「子供の自殺が起きたときの背景調査の指針（改訂

版）」等に基づいた適切な対応が行われるよう、各教育委員会等の

生徒指導担当者や、校長・教頭などの管理職を対象に「児童生徒の

自殺予防に関する普及啓発協議会」等を開催し、周知を図る予定

○働く人のメンタルヘルス・ポータルサイト「こころの耳」を通じ

て、自殺発生直後の職場での対応等を示したマニュアル「職場にお

ける自殺の予防と対応」を周知

○働く人のメンタルヘルス・ポータルサイト「こころ

の耳」を通じて、自殺発生直後の職場での対応等を示

したマニュアル「職場における自殺の予防と対応」を

周知

○アクセス件数（R4：約893万件、R3：約1,036万件、

R2：約779万件）

○働く人のメンタルヘルス・ポータルサイト「こころの耳」を通じ

て、自殺発生直後の職場での対応等を示したマニュアル「職場にお

ける自殺の予防と対応」等を周知予定

【令和4年度予算額：232百万円の内数】 【令和5年度予算額：253百万円の内数】

○地域自殺対策強化交付金を通じて、地域の相談先や自助グループ

の連絡先などを記載した、遺族のためのリーフレット等の作成等に

対する支援を実施

○平成30年11月「自死遺族等を支えるために～総合的

支援の手引」を公表し、地域の相談先や自助グループ

の連絡先などを記載した、遺族のためのリーフレット

等の作成等を支援

○自死遺族支援機能構築事業数（R4：101事業、R3：

105事業、R2：101事業）

○引き続き、「自死遺族等を支えるために～総合的支援の手引」に

基づく遺族のためのリーフレット等の作成等に対する支援を実施

【令和4年度予算額：地域自殺対策強化交付金　2,872,236千円の内

数】

【令和4年度予算額：調査研究等業務交付金　488,925千円の内数】

【令和4年度予算額：地域自殺対策推進センター運営事業費

111,086千円】

【令和5年度予算額：地域自殺対策強化交付金　2,983,133千円の内

数】

【令和5年度予算額：調査研究等業務交付金　488,925千円の内数】

【令和5年度予算額：地域自殺対策推進センター運営事業費

111,053千円】

（1）遺族の自助グループ等の運営支援 厚生労働省

厚生労働省

（2）学校、職場等での事後対応の促進

厚生労働省

（3）遺族等の総合的な支援ニーズに対す

る情報提供の推進等

厚生労働省

9　遺された人への支援を充実する取組

（6）学校、職場等での事後対応の促進

厚生労働省
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自殺総合対策大綱に基づく施策の実施状況について

自殺総合対策大綱の項目 担当省庁
令和５年度の主な取組状況

【令和５年度予算額】
これまでの取組の成果の評価

これまでの取組の実績値

【目標値】

今後の課題と令和６年度の実施予定

【令和６年度予算額】

実施状況

（4）遺族等に対応する公的機関の職員の

資質の向上【再掲】

再掲 4－（9）

○スクールカウンセラーの配置に係る経費を補助することにより、

学校における教育相談体制を充実

○ニッポン一億総活躍プラン等において平成31年度ま

でにスクールカウンセラーを全公立小中学校（27,500

校）に配置することを目標とし、令和元年度以降はそ

のための予算を計上

○スクールカウンセラーの対応公立小中学校（R4：

27,086校区、R3：27,005校、R2：26,686校）【目標：

全ての公立小中学校（27,500校）】

○教育相談体制の更なる充実に向け、スクールカウンセラー等活用

事業を計上予定

【令和5年度予算額：8,544百万円の内数】 【令和6年度予算額：8,766百万円の内数】

一部再掲 4－（4）

○自治体において、ヤングケアラーの実態調査を行い、相談窓口開

設等の支援を順次実施

○こども家庭庁のヤングケアラー特設サイトを開設し、相談窓口情

報等の周知・啓発を実施

○自治体において、ヤングケアラーの実態調査を行

い、相談窓口開設等の支援を順次実施。

○こども家庭庁のヤングケアラー特設サイトを開設

し、相談窓口情報等の周知・啓発を実施

○ヤングケアラーの認知度（R７に実施予定）【目標：

中高生の認知度5割（ヤングケアラーPT）】

○引き続き、自治体においてヤングケアラーの実態調査を行い、相

談窓口開設等の支援を順次実施。

【令和5年度予算額：児童虐待防止対策等総合支援事業　20,831,722

千円の内数（対象：ヤングケアラー支援体制強化事業）】

【令和6年度予算額：児童虐待防止対策等総合支援事業　17,682,179

千円の内数（対象：ヤングケアラー支援体制強化事業）】

○地域自殺対策強化交付金を通じて、民間団体の人材養成への支援

を実施

○地域自殺対策強化交付金を通じて、民間団体の人材

養成への支援を実施

○人材養成事業（R4：1,901事業、R3：1,864事業、

R2：1,832事業）

※民間団体の人材養成への支援実施事業はこの内数

○引き続き、民間団体の人材養成へ支援予定

【令和5年度予算額：地域自殺対策強化交付金 2,983,133千円の内

数】

【令和6年度予算額：地域自殺対策強化交付金 3,050,247千円の内

数】

○自殺対策推進センターが中心となり、地域自殺対策推進センター

と連携を図りつつ、地域の民間団体の人材育成に関する研修プログ

ラムを企画・実施

○自殺対策推進センターは、地域自殺対策推進セン

ターと連携を図りつつ、都道府県等が開催する地域の

民間団体の人材育成に関する研修プログラムに講師を

派遣

○生きることの包括的支援のための基礎研修参加者数

（R5：950人、R4：1,646人、R3：1,954人）

○引き続き、地域の民間団体の人材育成に関する研修プログラムを

企画・実施予定

【令和5年度予算額：調査研究等業務交付金　488,925千円の内数】

【令和5年度予算額：地域自殺対策推進センター運営事業費

111,053千円】

【令和 6 年度予算額：調査研究等業務交付金　600,988千円の内数】

【令和6年度予算額：地域自殺対策推進センター運営事業費

123,532千円】

○自殺対策推進センターは地域自殺対策推進センターと協力して、

地域における連携体制を強化するために保健、医療、福祉、教育、

労働その他の関係者との有機的な連携が図られる体制の整備を支援

○自殺対策推進センターは地域自殺対策推進センター

と協力して、地域における連携体制を強化するため、

都道府県等からの求めに応じて自殺対策計画策定等に

関わる会議や研修会に関与

○自殺対策計画策定等に関わる研修講師派遣回数

（R5：20回、R4：22回、R3：10回、R2：12回）

○会議オブザーバー派遣回数（R5：17回、R4：16回、

R3：4回、R2：4回）

○引き続き、地域における連携体制の整備・運用を支援予定

【令和5年度予算額：地域自殺対策強化交付金　2,983,133千円の内

数】

【令和5年度予算額：調査研究等業務交付金　488,925千円の内数】

【令和5年度予算額：地域自殺対策推進センター運営事業費

111,053千円】

【令和6年度予算額：地域自殺対策強化交付金　3,050,247千円の内

数】

【令和6年度予算額：調査研究等業務交付金　600,988千円の内数】

【令和6年度予算額：地域自殺対策推進センター運営事業費

123,532千円】

○「地方消費者行政強化交付金」等を通じ、消費者安全確保地域協

議会（見守りネットワーク）設置・活動促進による地域見守り体制

を強化

○「地方消費者行政強化交付金」等を活用して、地方

公共団体における消費者安全確保地域協議会の設置を

促進

○設置達成済み都道府県数（Ｒ5：集計中、R4：16府

県、R3：16府県、R2：14府県）【目標値：設置市区町

村の都道府県内人口カバー率50％以上】※強化作戦

2020はR2年度より実施

○設置済み自治体数（Ｒ5：集計中、R4：446自治体、

R3：380自治体、R2：327自治体、R1：265自治体）

○「地方消費者行政強化交付金」等を通じ、引き続き、消費者安全

確保地域協議会（見守りネットワーク）設置・活動促進による地域

見守り体制の強化予定

【令和5年度予算額：17.5億円の内数】 【令和6年度予算額：16.5億円の内数】

○地域自殺対策強化交付金を通じて、民間団体のSNSや電話相談事

業への支援を実施

○地域自殺対策強化交付金を通じて、民間団体のSNS

や電話相談事業への支援を実施

○事業支援団体数（R4：12団体、R3：12団体、R2：

11団体）

○引き続き、民間団体の相談事業が実施できるよう支援予定

○自殺予防のSNSや電話相談事業を行う各種民間団体の活動に対し

て、助成を実施

○自殺予防のSNSや電話相談事業を行う各種民間団体

の活動に対して、助成を実施

○内電話相談事業団体数（R4：4団体、R3：4団体、

R2：4団体）

○内SNS相談事業団体数（R4：5団体、R3：5団体、

R2：4団体）

※重複団体あり

○自殺予防のSNSや電話相談事業を行う各種民間団体の活動に対し

て、助成を実施

【令和5年度予算額：地域自殺対策強化交付金 2,983,133千円の内

数】

【令和6年度予算額：地域自殺対策強化交付金 3,050,247千円の内

数】

（1）民間団体の人材育成に対する支援

文部科学省

厚生労働省

10　民間団体との連携を強化する取組

（5）遺児等への支援【一部再掲】

こども家庭庁

厚生労働省

（2）地域における連携体制の確立 厚生労働省

消費者庁

（3）民間団体の相談事業に対する支援 厚生労働省
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自殺総合対策大綱に基づく施策の実施状況について

自殺総合対策大綱の項目 担当省庁
令和５年度の主な取組状況

【令和５年度予算額】
これまでの取組の成果の評価

これまでの取組の実績値

【目標値】

今後の課題と令和６年度の実施予定

【令和６年度予算額】

実施状況

○地域自殺対策強化交付金を通じて、地域における民間団体の先駆

的・試行的取組に対する支援を実施

○地域自殺対策強化交付金を通じて、地域における民

間団体の先駆的・試行的取組に対する支援を実施

○支援団体数（R4：12団体、R3：12団体、R2：11団

体）

○引き続き、それぞれの取組が実施できるよう支援予定

○自殺防止対策の取組を行う民間団体に財政的支援を行う「自殺防

止対策事業」を実施

○自殺防止対策の取組を行う民間団体に財政的支援を

行う「自殺防止対策事業」を実施

【令和5年度予算額：地域自殺対策強化交付金 2,983,133千円の内

数】

【令和6年度予算額：地域自殺対策強化交付金 3,050,247千円の内

数】

○いじめ防止対策推進法及びいじめ防止基本方針に基づき、総合的

ないじめ対策を進めるとともに、各種会議等を通じ、各教育委員会

等の生徒指導担当者等に対し、法律や基本方針を周知

○各種会議等を通じ、各教育委員会等の生徒指導担当

者等に対し、法律や基本方針を周知し、教育委員会・

学校等における法や基本方針に基づく対応について理

解を促進

○いじめ防止対策推進法及びいじめ防止基本方針に基づき、総合的

ないじめ対策を進めるとともに、各種会議等を通じ、各教育委員会

等の生徒指導担当者等に対し、法律や基本方針を周知予定

○いじめなど問題行動等の未然防止、早期発見・早期対応に向けた

取組に関する調査研究を実施

○調査研究結果の施策への反映を通じて、いじめなど

問題行動等の未然防止、早期発見・早期対応に向けた

取組を推進

○引き続き、調査研究結果も踏まえながら、いじめなど問題行動等

の未然防止、早期発見・早期対応に向けた取組を推進予定

【令和4年度予算額：44百万円の内数】 【令和5年度予算額：50百万円の内数】

○スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーの配置に係

る経費の補助をすることにより、学校における教育相談体制を充実

○ニッポン一億総活躍プラン等において平成31年度ま

でにスクールソーシャルワーカーを全ての中学校区（1

万中学校区）に、スクールカウンセラーを全公立小中

学校（27,500校）に配置することを目標とし、令和元

年度以降はそのための予算を計上

○スクールソーシャルワーカーの対応中学校区（R4：

7,773校区、R3：7,656校区、R2：7,520校区）【目

標：全ての中学校区（1万中学校区）】

○スクールカウンセラーの対応公立小中学校（R4：

27,086校区、R3：27,005校、R2：26,686校）【目標：

全ての公立小中学校（27,500校）】

○オンライン等の活用を含めたスクールソーシャルワーカーやス

クールカウンセラーの配置に係る経費を補助することにより、学校

における教育相談体制を充実予定

【令和5年度予算額：8,544百万円の内数】 【令和6年度予算額：8,766百万円の内数】

○24時間体制の電話相談を実施 ○24時間体制の電話相談を実施（平成28年4月より通話

料を無料化）

○引き続き、24時間体制の電話相談を実施予定

○SNS等を活用した相談事業として、引き続き地方公共団体の相談

体制の構築に対する支援を行うとともに、相談体制の在り方に関す

る調査研究を実施

○地方公共団体に対し、SNS等を活用した児童生徒向

けの相談体制の構築を支援

○支援自治体数（R5：40自治体、R4：38自治体、

R3：36自治体、R2：28自治体）

○SNS等を活用した相談事業として、引き続き地方公共団体の相談

体制の構築に対する支援を行うとともに、相談体制の在り方に関す

る調査研究を実施予定

【令和5年度予算額：5,889百万円の内数】 【令和6年度予算額：6,085百万円の内数】

○「こどもの人権SOSミニレター」を全国の小中学校の児童生徒に

配布（令和5年5月～7月）

○「こどもの人権SOSミニレター」を全国の小中学校

の児童生徒に配布

○ミニレターを端緒とする人権相談受理件数（R4：

8,710件、R3：11,194件、R2：10,704件）

○「こどもの人権SOSミニレター」を全国の小中学校の児童生徒に

配布予定（令和6年5月～7月）

○全国の法務局・地方法務局に設置している専用相談電話「こども

の人権110番」（フリーダイヤル）、LINEじんけん相談及びイン

ターネット相談窓口「こどもの人権SOS-eメール」において、いじ

めを始めとするこどもの人権問題に関する相談に対応

○全国の法務局・地方法務局に設置している専用相談

電話「こどもの人権110番」（フリーダイヤル）、

LINEじんけん相談及びインターネット相談窓口「こど

もの人権SOS－eメール」において、いじめを始めとす

るこどもの人権問題に関する相談に対応

○こどもの人権110番を利用した人権相談件数（令和5

年：19,251件、令和4年：16,824件、令和3年：15,419

件）

○全国の法務局・地方法務局に設置している専用相談電話「こども

の人権110番」（フリーダイヤル）、LINEじんけん相談及びイン

ターネット相談窓口「こどもの人権SOS－eメール」に加えてGIGA

スクール端末から人権相談が可能となる仕組みを構築し、いじめを

始めとするこどもの人権問題に関する相談に対応予定

○全国一斉「こどもの人権相談」強化週間を実施（令和5年8月23日

～8月29日）

○全国一斉「こどもの人権相談」強化週間を実施 ○全国一斉「こどもの人権相談」強化週間を実施（令和6年8月21日

～8月27日）

【令和5年度予算額：3,553,169千円の内数】 【令和6年度予算：3,536,682千円の内数】

一部再掲 7－（17）

○高校中退者等を対象に、地域資源（高校、サポステ、ハローワー

ク等）を活用しながら社会的自立を目指し、高等学校卒業程度の学

力を身に付けさせるための学習相談及び学習支援等を実施する地方

公共団体の取組を支援する事業を実施

○各採択自治体において、それぞれの地域が抱える課

題や活用できる資源に応じ、ハローワークや地域若者

サポートステーション等と連携した支援を実施

○委託・補助団体（R5：6団体、R4：6団体、R3：6団

体、R2：5団体）

○引き続き、高校中退者等に対する学習支援・学習相談等を実施す

る地方公共団体に対する支援を実施予定

【令和4年度予算額：10百万円】 【令和5年度予算額：9百万円】

○わかものハローワーク、新卒応援ハローワーク等において、担当

者制によるきめ細かな支援を実施

○わかものハローワーク、新卒応援ハローワーク等に

おいて、担当者制によるきめ細かな支援を着実に実施

○わかものハローワークで就職支援を受けた者の就職

率（R5：集計中、R4：81.5％、R3：77.3%）【目標

値：83%以上（R5）】

○就職支援ナビゲーターの支援による新卒者等の正社

員就職者数（R5：集計中、R4：16.1万人、R3：16.3万

人）【目標値：15.8万人以上（R5）】

○引き続き、わかものハローワーク、新卒応援ハローワーク等にお

いて、担当者制によるきめ細かな支援を実施予定

【令和5年度予算額：110.7億円の内数】 【令和6年度予算額：111.6億円の内数】

○地域若者サポートステーションにおいて、高等学校等との連携に

より、アウトリーチ型の相談等を活用し、高校中退者等への切れ目

ない支援を実施

○地域若者サポートステーションにおいて、高等学校

等との連携により、アウトリーチ型の相談等を活用

し、高校中退者等への切れ目ない支援を着実に実施

○地域若者サポートステーションにおける就職等率

（R5：集計中、R4：73.2％、R3：68.8％）【目標値

67.9%以上（R5）】

○引き続き、地域若者サポートステーションにおいて、高等学校等

との連携により、アウトリーチ型の相談等を活用し、高校中退者等

への切れ目ない支援を着実に実施予定

【令和5年度予算額：48億円の内数】 【令和6年度予算額：46億円の内数】

11　子ども・若者の自殺対策を更に推進する取組

（1）いじめを苦にした子どもの自殺の予

防

文部科学省

法務省

（2）学生・生徒等への支援の充実【一部

再掲】

文部科学省

厚生労働省

（4）民間団体の先駆的・試行的取組や自

殺多発地域における取組に対する支援

厚生労働省
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自殺総合対策大綱に基づく施策の実施状況について

自殺総合対策大綱の項目 担当省庁
令和５年度の主な取組状況

【令和５年度予算額】
これまでの取組の成果の評価

これまでの取組の実績値

【目標値】

今後の課題と令和６年度の実施予定

【令和６年度予算額】

実施状況

○ICTを活用した児童生徒の自殺予防に関する取組を推進

○不登校児童生徒への多様で適切な教育機会の確保に関する取組を

支援

○教育委員会におけるICTを活用した児童生徒の自殺予

防に関する先進的な取組を各教育委員会等の生徒指導

担当者や、校長・教頭などの管理職を対象とする「児

童生徒の自殺予防に関する普及啓発協議会」等で周知

○不登校児童生徒への多様で適切な教育機会の確保に

関する取組の支援を実施

〇学びの多様化学校の設置数（R5:24校、R4:21校、

R3:17校、R2:15校）

○引き続き、教育委員会におけるICTを活用した児童生徒の自殺予防

に関する先進的な取組を各教育委員会等の生徒指導担当者や、校

長・教頭などの管理職を対象とする「児童生徒の自殺予防に関する

普及啓発協議会」等で周知する。

○1人1台端末等を活用した児童生徒の心身の状況（ストレス感情や

自己有用感等）を把握するための取組の検証

○学びの多様化学校の設置促進や自治体と民間団体等関係機関の連

携促進等不登校児童生徒に対する多様な教育機会の確保に関する取

組を支援

【令和4年度予算額：187百万円】 【目標値：35校以上（R6）】 【令和5年度予算額：496百万円の内数】

○令和５年度に厚生労働省、文部科学省、内閣官房孤独・孤立対策

担当室が連携し、8月上旬からこども・若者に向けた相談の呼びかけ

を行うポスター、動画の周知や厚生労働大臣・文部科学大臣・こど

も政策担当大臣連名メッセージを発信するなど、夏期休暇明け前後

の自殺防止へのキャンペーンを実施

○不登校特例校の設置促進や自治体と民間団体等関係機関の連携促

進等不登校児童生徒に対する多様な教育機会の確保に関する取組を

支援

【令和5年度予算額：257百万円】

○令和５年度より、こどもの自殺対策の強化の観点から、こどもや

若者の自殺危機対応チームの設置によるこどもや若者の困難事案へ

の的確な対応に向けて、地域自殺対策強化事業に、「若者の自殺危

機対応チーム事業」を新設した。

○本事業のモデル自治体であった長野県のほか、新た

に事業費を活用して３自治体がチームの立ち上げを行

い、運用段階に向けた取組を進めているところ

○実施中の４自治体の事業進捗確認、情報収集、助言

等を実施し、３省庁（厚生労働省、文部科学省、こど

も家庭庁）及び自殺対策推進センターで事業に係る情

報等を整理した基礎資料集を作成、全国の都道府県・

指定都市に対し提供

○若者の自殺危機対応チーム事業実施自治体数（R5：

４か所）

○事業名称を、「こども・若者の自殺危機対応チーム事業」に改称

○令和５年度採択の４自治体の他、新たに令和５年度補正予算

（2,065,803千円の内数）を活用して30都道府県・指定都市程度で本

事業を実施できるよう予算措置を行うとともに、自殺対策推進セン

ターと連携して、引き続きチーム設置に係る効果等について、事例

を通じて周知普及を図る予定

【令和5年度予算額：地域自殺対策強化交付金 2,983,133千円の内

数】

【令和6年度予算額：地域自殺対策強化交付金 3,050,247千円の内

数】

一部再掲 2－（2）、5－（3）、7－（17）、11－（1）

（3）SOSの出し方に関する教育等の推進

【再掲】

再掲 2－（2）、4－（4）

○ひとり親家庭のこどもに対し、放課後児童クラブ等の終了後に、

児童館・公民館や民家等において、悩み相談を行いつつ、基本的な

生活習慣の習得支援、学習支援や食事の提供等を行い、ひとり親家

庭のこどもの生活の向上を図る「こどもの生活・学習支援事業」を

実施

〇令和５年度第１次補正予算において、「こどもの生活・学習支援

事業」を拡充し、長期休暇の学習支援の費用加算を行うことで、よ

り多くの学習支援の機会の提供を図るとともに、進学に向けたチャ

ンレンジを後押しするために、受験料、模試費用の補助を実施。

○母子父子寡婦福祉法に基づく「こどもの生活・学習

支援事業」を実施

○利用者数（R4：集計中、R3：279,393人、R2：

268,143人）

○実施自治体数（R4：集計中、R3：186自治体、R2：

192自治体）

○母子父子寡婦福祉法に基づく「こどもの生活・学習支援事業」に

ついて、引き続き事業を実施予定

【令和5年度予算額：母子家庭等対策総合支援事業　16億円の内数】

【令和５年度第１次補正予算：3.7億円】

【令和6年度予算額：母子家庭等対策総合支援事業　16億円の内数】

○児童養護施設等に入所していたこども等に対しては、必要に応じ

て18歳到達後も引き続き里親家庭や施設等に居住して必要な支援を

提供

○社会的養護自立支援事業実施自治体数が増加するな

ど、着実に整備が進んでいるところ

○社会的養護自立支援事業 実施自治体数（R4：74自治

体、R3：68自治体、R2：67自治体、R1：64自治体）

○児童自立生活援助事業において、児童養護施設等への措置を解除

された者等に対して、措置が解除された後も引き続き里親家庭や施

設等に居住して必要な支援を提供予定

（※）令和４年の児童福祉法改正に伴い、社会的養護自立支援事業

については、児童自立生活援助事業に再編され、児童入所施設措置

費等国庫負担金による支弁となる。

【令和5年度予算額：208億円の内数】 【令和6年度予算額：1,485億円の内数】

厚生労働省

（4）子どもへの支援の充実【一部再掲】 こども家庭庁

（2）学生・生徒等への支援の充実【一部

再掲】

文部科学省
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自殺総合対策大綱に基づく施策の実施状況について

自殺総合対策大綱の項目 担当省庁
令和５年度の主な取組状況

【令和５年度予算額】
これまでの取組の成果の評価

これまでの取組の実績値

【目標値】

今後の課題と令和６年度の実施予定

【令和６年度予算額】

実施状況

○各都道府県における「社会的養護自立支援事業」の積極的な実施

を促進するほか、自立支援資金貸付事業の継続実施、施設における

自立支援体制の強化等、こどもの自立に向けた継続的・包括的な支

援体制を構築

○社会的養護自立支援事業実施自治体数が増加するな

ど、着実に整備が進んでいるところ

○社会的養護自立支援事業 実施自治体数（R4：74自治

体、R3：68自治体、R2：67自治体、R1：64自治体）

○自立支援資金貸付事業 実施自治体数（R4：47自治

体、R3：47自治体、R2：47自治体、R1：47自治体）

○児童自立生活援助事業の積極的な実施を促進するほか、自立支援

資金貸付事業の継続実施、施設における自立支援体制の強化等、こ

どもの自立に向けた継続的・包括的な支援体制を構築予定

○生活困窮者自立支援法に基づき、生活困窮世帯のこどもに対し、

学習支援や居場所づくりに加えて、生活習慣・育成環境の改善に関

する助言等を行う子どもの学習・生活支援事業を実施

○生活困窮世帯のこどもに対し、学習支援や居場所づ

くり等を通じて、こどもの将来の自立に向けた支援を

実施

○事業参加者数（R4：41,285人、R3：39,606人、R2：

38,594人、R1：56,695人）

○生活困窮者自立支援法に基づき、生活困窮世帯のこどもに対し、

学習支援や居場所づくりに加えて、生活習慣・育成環境の改善に関

する助言等を行うこどもの学習・生活支援事業を実施予定

【令和５年度予算額：総額545億円の内数】 【令和6年度予算額：総額531億円の内数】

一部再掲 7－（12）

（5）若者への支援の充実【再掲】 再掲 6－（7）、7－（3）、7－（11）、7－（12）

（6）若者の特性に応じた支援の充実【再

掲】

再掲 3－（4）、7－（1）、7－（7）

（7）知人等への支援【一部再掲】 一部再掲 4－（11）、4－（12）

（8）子ども・若者の自殺対策を推進する

ための体制整備

厚生労働省、

文部科学省

○こども家庭庁と連携

○こどもの自殺対策について、こども家庭庁を中心とした「こども

の自殺対策に関する関係省庁連絡会議」が設置され、令和5年6月2

日、同会議において「こどもの自殺対策緊急強化プラン」が取りま

とめられた。

○引き続き、こども家庭庁と連携

○「こどもの自殺対策緊急強化プラン」に基づき、こどもの自殺対

策を推進

○月80時間超の残業が行われていると考えられる事業場に対して監

督指導を実施し違法な時間外労働について、是正・改善に向けた指

導を実施

○月80時間超の残業が行われていると考えられるすべ

ての事業場に対する監督指導を実施

○監督件数（R4：33,218事業場、R3：32,025事業場、

R2：24,042事業場）

○違法な残業があったもの（R4：14,147事業場、R3：

10,986事業場、R2：8,904事業場）

○引き続き月80時間超の残業が行われていると考えられる事業場に

対する監督指導を徹底予定

○時間外労働の上限規制や年次有給休暇の確実な取得などについて

の適正な履行確保への取組

○時間外労働の上限規制等がもりこまれた「働き方改

革を推進するための関係法律の整備に関する法律」が

平成30年6月に成立し、平成31年4月より施行

○時間外労働の上限規制や年次有給休暇の確実な取得

などについて、適正な履行確保への取組

○引き続き時間外労働の上限規制や年次有給休暇の確実な取得など

について、適正な履行確保を実施予定

一部再掲 5－（1）

（2）職場におけるメンタルヘルス対策の

推進【再掲】

再掲 5－（1）

○職場におけるハラスメント対策を総合的に推進

○セクハラ、パワハラ等の職場のハラスメント撲滅に向けて、「ハ

ラスメント撲滅月間」を設定し、シンポジウムの開催等による集中

的な周知啓発を実施

○シンポジウムを開催 ○引き続き、職場におけるハラスメント対策を総合的に推進予定

○引き続き、セクハラ、パワハラ等の職場のハラスメント撲滅に向

けて、「ハラスメント撲滅月間」を設定し、シンポジウムの開催等

による集中的な周知啓発を実施予定

○ポータルサイトを通じて、広く国民及び労使への周知・広報や労

使の具体的な取組の促進

○ポータルサイトを通じた国民及び労使への周知・広

報や労使の具体的な取組の促進

○ポータルサイト「あかるい職場応援団」月平均アク

セス数（R4：190,223件、R3：177,687件、R2：

143,913件、R1：161,941件）

○引き続き、ポータルサイトやセミナーを通じて、広く国民及び労

使への周知・広報や労使の具体的な取組を促進予定

○ハラスメント被害を受けた労働者からの相談に迅速に対応するた

め都道府県労働局の相談体制を強化し、平日の夜間や休日も対応す

るフリーダイヤル・メール・SNSによる相談窓口を設置

○引き続き、ハラスメント被害を受けた労働者からの相談に迅速に

対応するため都道府県労働局の相談体制を強化する予定

【令和5年度予算額：636,102千円の内数】 【令和6年度予算額：670,570千円の内数】

一部再掲 5－（1）

○産後うつの予防や新生児への虐待予防等産後の初期段階における

母子に対する支援を強化するため、平成29年4月より、産婦健康診査

の費用を助成

○産後うつの予防や新生児への虐待予防等産後の初期

段階における母子に対する支援を強化するため、平成

29年4月より、産婦健康診査の費用を助成

○助成市町村（R5：集計中、R4：1,171市町村、R3：

1,012市町村、R2：867市町村、R1：671市町村）

○引き続き、産後うつの予防や新生児への虐待予防等産後の初期段

階における母子に対する支援を強化するため、産婦健康診査の費用

を助成予定

【令和５年度予算額：122億円の内数】 【令和６年度予算額：123億円の内数】

（4）子どもへの支援の充実【一部再掲】 こども家庭庁

厚生労働省

12　勤務問題による自殺対策を更に推進する取組

（1）長時間労働の是正【一部再掲】 厚生労働省

（3）ハラスメント防止対策【一部再掲】 厚生労働省

13　女性の自殺対策を更に推進する取組

（1）妊産婦への支援の充実【一部再掲】 こども家庭庁
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自殺総合対策大綱に基づく施策の実施状況について

自殺総合対策大綱の項目 担当省庁
令和５年度の主な取組状況

【令和５年度予算額】
これまでの取組の成果の評価

これまでの取組の実績値

【目標値】

今後の課題と令和６年度の実施予定

【令和６年度予算額】

実施状況

○産前・産後サポート事業及び産後ケア事業において、平成29年8月

（令和2年8月改定）に作成したガイドラインに基づき、母子に対す

るきめ細かな支援を実施

○産前・産後サポート事業及び産後ケア事業におい

て、平成29年8月（令和2年8月改定）に作成したガイド

ラインに基づき、母子に対するきめ細かな支援を実施

○産前・産後サポート事業実施市区町村（R5：集計

中、R4：753市区町村、R3：615市区町村、R2：579市

区町村、R1：501市区町村）

○産後ケア事業実施市区町村（R5：集計中、R4：

1,462市区町村、R3：1,360市区町村、R2：1,158市区

町村、R1：941市区町村）

○産前・産後サポート事業及び産後ケア事業において、ガイドライ

ンの改定の検討を行うこととしており、引き続き、母子に対するき

め細かな支援を実施予定

【令和５年度予算額：122億円の内数】 【令和６年度予算額：123億円の内数】

一部再掲 6－（6）

○やむを得ず職を失った方への支援として、ハローワークにおける

非正規雇用労働者等に対する相談支援体制の強化を実施。

また、マザーズハローワーク事業として、子育て中の女性等を対象

に担当者制による職業相談・職業紹介や求職者のニーズに応じた求

人の開拓など、きめ細かな就職支援を実施。

○やむを得ず職を失った方への支援として、ハロー

ワークにおける非正規雇用労働者等に対する相談支援

体制の強化を実施。

また、マザーズハローワーク事業として、子育て中の

女性等を対象に担当者制による職業相談・職業紹介や

求職者のニーズに応じた求人の開拓など、きめ細かな

就職支援を実施。

○ハローワーク：再プロ就職件数（R4：83,931、R3：

77,247）

○マザーズハローワーク：就職件数（R4：61,381、

R3：58,108）

※いずれも実績は内数

○引き続き、ハローワーク、マザーズハローワーク等において、担

当者制による職業相談・職業紹介など、きめ細かな就職支援を実

施。

【令和５年度予算額：非正規雇用労働者等に対する就職支援プログ

ラムによる早期再就職の支援　3,094,447千円（内数）】

【令和５年度予算額：マザーズハローワーク事業　3,995,011千円】

【令和５年度予算額：非正規雇用労働者等に対する就職支援プログ

ラムによる早期再就職の支援　2,767,352千円（内数）】

【令和６年度予算額：マザーズハローワーク事業　4,234,061千円】

○雇用に関する各種支援策について、ホームページやリーフレット

等だけでなく、SNSやメールマガジンを活用するなどにより、周知

を実施。

○雇用に関する各種支援策について、ホームページや

リーフレット等だけでなく、SNSやメールマガジンを

活用するなどにより、周知を実施。

○引き続き、雇用に関する各種支援策について、ホームページや

リーフレット等だけでなく、SNSやメールマガジンを活用するなど

により、周知を実施予定。

○24時間の電話相談対応、SNS・メール相談、10の外国語での相談

等、多様なニーズに対応できる「DV相談プラス」を実施

○令和2年4月に、24時間の電話相談対応、SNS・メー

ル相談、10の外国語での相談等、多様なニーズに対応

できるよう「DV相談プラス」を開設

○24時間の電話相談対応、SNS・メール相談、10の外国語での相談

等、多様なニーズに対応できる「DV相談プラス」を実施予定

【令和4年度第2次補正予算額：DV被害者等セーフティネット強化支

援事業　406百万円の内数】

【令和5年度補正予算額：DV被害者等セーフティネット強化支援事

業　351百万円】

○最寄りの配偶者暴力相談支援センターにつながる全国共通番号

「#8008（はれれば）」の周知・広報を実施

○令和2年10月より、最寄りの配偶者暴力相談支援セン

ターにつながる全国共通番号「#8008（はれれば）」を

導入するとともに、広報を実施

○最寄りの配偶者暴力相談支援センターにつながる全国共通番号

「#8008（はれれば）」の周知・広報を実施予定

【令和5年度予算額：DV被害者等セーフティネット強化支援事業

331百万円の内数】

【令和6年度予算額：DV被害者等セーフティネット強化支援事業

344百万円の内数】

○地域女性活躍推進交付金を通じて、様々な課題・困難を抱える女

性に寄り添った相談支援等の地方公共団体による取組を支援

○地域女性活躍推進交付金を通じて、様々な課題・困

難を抱える女性に寄り添った相談支援等の地方公共団

体による取組を支援

○地域女性活躍推進交付金を通じて、様々な課題・困

難を抱える女性に寄り添った相談支援等を行っている

地方公共団体数（R5：集計中、R4：124自治体、R3：

97自治体）

○引き続き、地域女性活躍推進交付金を通じて、様々な課題・困難

を抱える女性に寄り添った相談支援等の地方公共団体による取組を

支援

【令和4年度予備費：地域女性活躍推進交付金　140百万円】

【令和4年度補正予算額：地域女性活躍推進交付金　295百万円】

【令和5年度予算額：地域女性活躍推進交付金　106百万円】

【令和5年度補正予算額：地域女性活躍推進交付金　235百万円】

【令和6年度予算案：地域女性活躍推進交付金　114百万円】

○「売春防止法」（昭和31年法律第118号）に基づく要保護女子等の

収容保護、及び「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関

する法律」（平成13年法律第31号。以降「DV法」という。）に基づ

くDV被害者の保護等を都道府県が行う場合に要する経費等を補助。

○売春防止法に基づく売春の未然防止と要保護女子等

の保護更生、及びDV法に基づく配偶者からの暴力被害

者である女性の保護等を都道府県が行う場合に要する

経費等を補助。

○引き続き、売春防止法に基づく売春の未然防止と要保護女子等の

保護更生、及びDV法に基づく配偶者からの暴力被害者である女性の

保護等を都道府県が行う場合に要する経費等を補助予定。

【令和５年度予算額：23億円の内数】 【令和6年度予算額：26億円の内数】

○困難な問題を抱える女性への支援を推進するため、「困難な問題

を抱える女性支援推進等事業」を実施予定

【令和6年度予算額：26億円の内数】

厚生労働省（3）困難な問題を抱える女性への支援

【一部再掲】

（1）妊産婦への支援の充実【一部再掲】 こども家庭庁

（2）コロナ禍で顕在化した課題を踏まえ

た女性支援

厚生労働省

内閣府
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